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政 策 評 価 の 結 果 の 政 策 へ の 反 映 状 況 － 平 成 １ 7年 度 －

１ ． 基 本 的 考 え 方
本 報 告 書 は 、 「 行 政 機 関 が 行 う 政 策 の 評 価 に 関 す る 法 律 」 （ 平 成 １ ３ 年 法 律 第 ８ ６ 号 ） 第 １ １ 条 「 行 政 機 関 の 長

は 、 少 な く と も 毎 年 一 回 、 当 該 行 政 機 関 に お け る 政 策 評 価 の 結 果 の 政 策 へ の 反 映 状 況 に つ い て 、 総 務 大 臣 へ 通
知 す る と と も に 、 公 表 し な け れ ば な ら な い 。 」 と の 規 定 に 基 づ き 、 平 成 １ ８ 年 度 予 算 案 を は じ め と す る 当 省 の 施 策 に
ど の よ う に 反 映 さ れ た か を 取 り ま と め た も の で あ る 。

今 回 対 象 と し た 政 策 評 価 の 結 果 は 、 平 成 １ ７ 年 度 に 取 り ま と め た 「 文 部 科 学 省 実 績 評 価 書 － 平 成 １ ６ 年 度 実 績
－ 」 、 「 文 部 科 学 省 事 業 評 価 書 － 平 成 １ ８ 年 度 新 規 ・ 拡 充 事 業 等 － 」 及 び 平 成 １ ６ 年 度 に と り ま と め た 「 規 制 に か
関 す る 評 価 書 ー 平 成 １ ６ 年 度 － 」 で あ る 。

な お 、 文 部 科 学 省 政 策 評 価 基 本 計 画 （ 平 成 １ ７ ～ １ ９ 年 度 ） で は 、 「 政 策 評 価 の 結 果 は 、 政 策 の 企 画 立 案 作 業
（ 予 算 要 求 （ 定 員 等 を 含 む 。 ） 、 法 令 等 に よ る 制 度 の 新 設 ・ 改 廃 ） に お け る 重 要 な 情 報 と し て 活 用 さ れ 、 適 切 に 反
映 す る た め 、 政 策 評 価 審 議 官 が 中 心 と な っ て 、 政 策 の 所 管 部 局 等 に お け る 政 策 評 価 の 結 果 の 取 り ま と め や 評 価
結 果 の 政 策 へ の 反 映 を 促 進 す る と と も に 、 予 算 、 法 令 等 の 取 り ま と め 部 局 と の 間 の 連 携 を 確 保 す る 。 」 と し て お り 、
こ れ に 沿 っ て 、 予 算 概 算 要 求 等 に 先 立 ち 、 評 価 結 果 を 取 り ま と め 、 評 価 結 果 の 予 算 へ の 適 切 な 反 映 を 図 っ た 。

本 報 告 書 の 取 り ま と め に 当 た っ て は 、 政 策 評 価 に 関 す る 有 識 者 会 議 を 開 催 し 、 取 り ま と め 方 法 や 内 容 等 に つ い
て 助 言 を 頂 い た 。 ま た 、 本 報 告 書 に つ い て は 、 ホ ー ム ペ ー ジ 等 を 通 じ て 公 表 す る 。

２ ． 取 り ま と め 方 針
本 報 告 書 に つ い て は 、 評 価 の 対 象 と し た 政 策 及 び 評 価 の 方 式 の 特 性 に 配 慮 し 、 以 下 の 方 針 で 取 り ま と め を 行

っ た 。

(1 )実 績 評 価 （ ４ ２ 施 策 目 標 、 ２ ０ ４ 達 成 目 標 ）
平 成 １ ６ 年 度 の 実 績 を 評 価 し た 「 文 部 科 学 省 の 使 命 と 政 策 目 標 」 に 示 し た ４ ２ の 施 策 目 標 及 び ２ ０ ４ の 達 成 目

標 に つ い て 、 そ れ ぞ れ の 主 管 課 及 び 関 係 課 、 基 本 目 標 、 達 成 目 標 、 指 標 及 び 評 価 結 果 の 概 要 を 記 述 し 、 評 価
結 果 の 政 策 へ の 反 映 状 況 と し て 平 成 １ ７ 年 度 以 降 の 取 組 を 明 ら か に し た 。

(2 )事 業 評 価
① 新 規 ・ 拡 充 事 業 （ ７ ３ 事 業 ）

平 成 １ ８ 年 度 に 予 定 す る 新 規 ・ 拡 充 事 業 に つ い て 、 そ れ ぞ れ の 事 業 名 、 主 管 課 及 び 関 係 課 、 評 価 結 果 の 概
要 を 記 述 し 、 評 価 結 果 の 政 策 へ の 反 映 状 況 と し て 、 平 成 １ ８ 年 度 予 算 概 算 要 求 及 び 平 成 １ ８ 年 度 予 算 案 （ 定
員 等 を 含 む 。 ） を 明 ら か に し た 。



な お 、 「 経 済 財 政 運 営 と 構 造 改 革 に 関 す る 基 本 方 針 ２ ０ ０ ５ 」 （ 平 成 １ ７ 年 ６ 月 閣 議 決 定 ） に 盛 り 込 ま れ た 「 政
策 群 」 の 対 象 と な る 事 業 に つ い て 、 事 業 評 価 を 行 っ た も の に つ い て は そ の 旨 を 明 記 し た 。

② 継 続 事 業 （ ６ 事 業 ）
「 成 果 重 視 事 業 （ 仮 称 ） 」 に 関 連 す る 事 業 等 の 継 続 事 業 に つ い て 、 そ れ ぞ れ の 事 業 名 、 主 管 課 及 び 関 係

課 、 評 価 結 果 の 概 要 を 記 述 し 、 評 価 結 果 の 政 策 へ の 反 映 状 況 と し て 、 改 善 事 項 等 、 平 成 １ ８ 年 度 概 算 要 求 額
及 び 平 成 １ ８ 年 度 予 算 案 を 明 ら か に し た 。

(３ )規 制 に 関 す る 評 価 （ ４ 省 令 ９ 件 ）
平 成 １ ６ 年 度 に 実 施 を 予 定 し て い た 法 令 に 基 づ く 規 制 に つ い て 、 そ れ ぞ れ の 規 制 名 、 主 管 課 及 び 関 係 課 、

評 価 結 果 の 概 要 を 記 述 し 、 評 価 結 果 の 政 策 へ の 反 映 状 況 と し て 、 法 令 の 制 定 、 実 施 等 に ど の よ う に 反 映 し た
か を 明 ら か に し た 。



１．実績評価結果の政策への反映状況
評価結果の政策への反映状況

基本目標 達成目標 指 標 評価結果の概要 （平成17年度以降の取組）

施策目標１－１ 生涯を通じた学習機会の拡大 【主管課】生涯学習政策局政策課

【関係課】生涯学習政策局生涯学習推進課、高等教育局大学振興課・専門教育課

高度で体系的か 各大学における社会人 ・放送大学の学生数 学生の身近な学習活動の拠点である学 学生の一人一人の多様なニーズに適切に応える

つ継続的な学習 受け入れ体制の整備状 習センターの整備・充実及びサテライト ため、サービス向上の観点から引き続き「放送大学の

機会を提供する 況に応じて、大学の受け スペースの設置等を行ってきたことによ 充実・整備」を図る。（平成 18年度予算案： 10,585
高等教育機関に 入れられる社会人数を増 り、平成16年度の放送大学学生数は、約9 百万円）

おいて、学習者の 加させる。 6,000人と概ね10万人を確保しており、想 また、授業内容の充実を図るため、引き続き、学生

多様なニーズに 定どおり達成したと判断。 による授業評価結果を番組制作に反映させるための

対応し、生涯を通 放送大学では、学生数の確保に加え、 評価システムを検討。

じた幅広い学習 生涯学習の中核的機関として、学生一人

機会を提供する。 一人の多様なニーズに適切に応えられて

いるのかというサービス向上の視点が必

要である。

各大学における社会人 ・社会人特別選抜の 大学等における社会人受け入れの推進に 「大学等におけるキャリアアップ推進事業」を引き

受け入れ体制の整備状 導入大学数 ついては、社会人特別選抜の促進、長期履 続き実施。（平成 17年度）

況に応じて、大学の受け 修学生、サテライト教室の制度化、大学院の また、引き続き各大学のカリキュラム改革等の進捗

入れられる社会人数を増 高度専門職業人養成機能の充実等により、 状況に係る調査等を通じて社会人受入の取組を促

加させる。 平成 16年度における社会人特別選抜の導 進。

各大学院における社会 ・大学院における社 入大学数及び大学院における社会人数は

人受け入れ体制の整備 会人の数 順調に増加しており、想定した以上に達成し

状況に応じて、大学院の たと判断。

受け入れられる社会人数 社会人が、大学等において、社会の変化

を増加させる。 に対応できる職業能力を育成することが重

要であり、大学等が専門的な内容や先端の

知識・技術の学習機会の提供を行うキャリア

アップ講座を開設するため、そのモデルプロ

グラムの開発、普及を図ることが引き続き必



要である。

社会が求める即戦力とな ・私立専修学校にお 専修学校における社会人の受け入れに ニートを支援しているＮＰＯ団体等と連携し、社会

る人材の養成のため、専 ける社会人の数 ついては、事業を通して社会人を受け入れ 的自立を目指した職業教育を支援する「専修学校に

修学校において受け入 る環境の整備を行ったことにより、私立専修 おけるＮＰＯ団体等と連携したニートに対する職業教

れられる社会人の数を増 学校における平成16年度社会人数は順調 育支援事業」を新たに実施する。（平成 18年度予算

加させる。 に増加しており、想定した以上に達成し 案： 166百万円）

たと判断。

正規雇用を目指しながら、それが得ら 正規雇用を目指しながらそれが得られないフリータ

れないフリーター等が増加している現状 ー等の能力向上のため、職を獲得する上で必要とな

を踏まえ、フリーター等が職業能力を向 る知識・技術に関する教育を提供する「専修学校を

上させる上で必要となる知識・技術に関 活用した若者の自立・挑戦支援事業」を引き続き実

する教育の提供を行うことが必要である 施する。（平成 18年度予算案： 443百万円)

。なお、今後は社会人のキャリアアップ

のための新たな施策のほか、ニートのための 中高年職業人や女性の能力再開発の支援を行う

学び直しに資する施策についても検討して ため、「専修学校社会人新キャリアアップ教育推進事

いくことが必要である。 業」を新たに実施する。（平成 18年度予算案： 200
百万円）

地域における生涯学習 ・大学等における 大学公開講座は、地域住民に対し広く 大学等公開講座の様々な課題を解決するため、

の機会を拡充するため、 公開講座の開設 高度な学習の機会を提供する極めて意義 有効な方策について調査・研究などを行う「大学等開

大学等における公開講 講座数 のあるものであり、年々着実に地域に定 放推進事業」を引き続き実施する。（平成 18年度予

座の開設数及び受講者 ・大学等におけ 着している。平成13年度から開設講座数 算案： 17百万円）

数を増加させる。 る公開講座の受 及び受講者数は増加傾向であることから

講者数 、想定どおり達成したと判断。

国立大学の法人化による自主性の向上

や「大学等開放推進事業」によって得ら

れた調査結果等を有効的に活用すること

より、引き続き、人々の多様化、高度化

する学習需要や地域ニーズに対応した講

座の開設及び内容の充実を図っていく必

要がある。

施策目標１－２ 地域教育力の活性化 【主管課】生涯学習政策局政策課

【関係課】生涯学習政策局生涯学習推進課・社会教育課・男女共同参画学習課・参事官



地域における様 ＮＰＯ活動への支援方策 ・生涯学習分野 多様化・高度化する地域住民の学習ニ 多様化、高度化する地域住民の学習ニーズを的

々な現代的課題 の提示等を通じ、行政と におけるＮＰＯ ーズを的確に把握し、これに即応した学 確に把握し、これに即応した学習機会を提供するた

等に対応するた 生涯学習分野におけるＮ 支援事業を実施 習機会を提供するため、生涯学習分野に め「民間教育事業者等との連携による生涯学習の推

め、多様な学習 ＰＯとの連携による地域 している事業数 おけるＮＰＯ支援事業を実施。当初予定 進」を引き続き実施する。（平成 18年度予算案： 26
活動の機会や情 学習活動を充実させる。 より多くの団体から要望があり、行政と 百万円）

報の提供、様々 生涯学習分野におけるＮＰＯとの連携に

な機関・団体が連 よる地域学習活動の充実を推進したこと

携することにより、 から、想定した以上に達成したと判断。

地域における学 地域のニーズに対応した事業展開を図

習活動を活性化 るため、事業成果の分析・全国的普及を

させる。 行うことにより、行政と生涯学習分野に

おけるＮＰＯとの連携による地域学習活

動の一層の充実を図る必要がある。

完全学校週５日制に対 ・地域子ども教 都道府県に設置された運営協議会が中 地域の大人の協力を得て、子どもたちの活動拠点

応した週末などにおける 室設置数 心となり、地域住民の協力を得た、子ど （居場所）の確保や、地域におけるボランティア活動

子ども等の体験活動の受 もの居場所づくりのための事業が、当初 、スポーツ及び文化体験活動などの様々な体験活動

け入れの場を全国的に 想定していた実施目標よりも多くの地域 や地域住民との交流活動等を支援する「地域教育力

拡充する。 で実施されたことから、想定した以上に 再生プラン」（地域子ども教室推進事業を含む）を引

達成したと判断。 き続き実施する。（平成 18年度予算案： 8,506百万

依然として子どもたちに関わる重大事 円）

件が頻発するなど、青少年の問題行動が深

刻化していることから、地域社会で心豊かな

子どもたちを育成する気運の醸成は益々急

務となっており、様々な体験活動などの促進

を通じて地域の教育力の再生を図る必要が

ある。

社会教育施設が中心と ・『社会教育活 社会教育分野における現代的な課題への 社会教育分野における現代的な課題への対応や、

なった社会教育の活性 性化２１世紀プラ 対応や、国民の多様なニーズに応えるため 国民の多様なニーズに応えるため、課題解決のた

化のための先駆的な事 ン』の実施事業 、社会教育施設が中核となり、地域におけ めの企画・立案・事業の実施の評価、また、その

業の実施や評価を一体 数 る課題を総合的に把握し、課題解決のため 成果の全国的な普及啓発を図る「社会教育活性化

的に行い、全国的に広く ・『人権教育推 の企画・立案・事業の実施の評価、また 21世紀プラン」を引き続き実施する。（平成 18
普及することを通じ、自 進のための調査 、その成果の全国的な普及啓発を図るた 年度予算案： 106百万円）



治体における住民ニーズ 研究事業』の実 めの事業を実施。

の把握や事業評価等を 施事業数 また、社会教育における人権教育を一 また、社会教育における人権教育を一層推進す

通じた課題解決的な取 層推進するため、人権に関する学習機会 るため、人権に関する学習機会の充実方策等につ

組みの充実や人権に関 の充実方策等についての実践的な調査研 いての実践的な調査研究、また、その成果の普及

する学習機会の充実に 究、また、その成果の普及を図るための を図る「人権教育推進のための調査研究事業」を

向けた取り組みを推進す 事業を実施。 引き続き実施する。（平成 18年度予算案： 169百
る。 各事業において、当該年度の達成目標 万円）

を超える結果となっていることから、想

定した以上に順調に進捗したと判断。

また、社会教育施設利用者数・学級講

座等実施数、各地における実施状況の把

握については、実施の可否・実施方法を

含め今後検討が必要である。

教育情報衛星通信ネット ・教育情報衛星 エル・ネットを活用した、公民館等の ニーズに対応した学習機会の提供を支援するた

ワーク（エル・ネット）を活 通信ネットワーク 社会教育施設等における多様な学習機会 め、各地域における特色ある学習番組の配信を行

用した大学公開講座の （エル・ネット）を の提供を支援する方策として、大学公開 うことを通じて地域における学習活動の充実を図

全国への提供を通じ、公 活用して提供し 講座の全国への提供を実施。昨年度と比 る「地域における教育情報発信・活用・課題解決

民館等の社会教育施設 た大学公開講座 較して、配信した講座数の開設率が増加 促進事業」を引き続き実施する。（平成 18年度

等における多様な学習 数 していることから、想定した以上に順調 予算案： 51百万円）

機会の提供を支援する。 に進捗したと判断。

今後は、学習者のニーズに対応した更

なる学習機会の提供を支援するため、各

地域における特色ある学習番組の配信を

行うことを通じて、地域における学習活

動の充実を図ることが必要である。

学校教育・社会教育にお ・ＩＴ活用実践事 教育用コンテンツの活用・促進を図る 引き続き、「教育用コンテンツの活用・促進事業」を

ける各種の優れた教育 例のＮＩＣＥＲへ ため、教育用コンテンツの活用・促進事 実施（平成 18年度予算案： 279百万円）し、各種の

用コンテンツの普及を図 の登録数 業を実施。この中で、教育用コンテンツ 優れた教育用コンテンツの普及を図るとともに、デジ

る。 ・奨励事業の選 の活用・高度化事業においては、年間の タル教材への対応を進めるため、平成１７年度に審

定数、応募数 目標である実践事例公開数1,000を概ね達 査規定の改定を行い、教育用コンテンツの奨励事業

成。また、教育用コンテンツの奨励事業 の審査対象にＤＶＤを加える。(平成１８年４月より)

については、昨年度と比較して同数以上



の選定数があったことから、概ね順調に

進捗していると判断。

教育用コンテンツの奨励事業では、特

に、ＤＶＤ等のメディア教材の審査対象

への追加を要望する声が多いことを踏ま

え、審査規定の改定等を行い、多様な学

習活動の機会の提供を図ることが必要で

ある。

地域において男性と女 ・「男女の家庭・ 男性の家庭・地域社会に対する参画や 引き続き、「女性のキャリア形成支援プラン」を実施

性が共に社会のあらゆる 地域生活充実支 女性の職業生活への進出等に関するモデ することにより、女性が社会で十分能力を発揮し、多

分野に参画するための 援事業」委託件 ル事業を実施し、その成果をまとめた事 様なキャリアを形成するための支援策についての実

取組を充実させるため、 数 例集を作成し、都道府県教育委員会等に 践的な調査研究を行うとともに、科学技術分野への

男女共同参画の促進に ・「女性のキャリ 配布し、周知を行った。 進路選択支援に関する先進事例の調査・提供等を

関するモデル事業を毎 ア形成支援事業 また、女性のキャリア形成のため、学 行う。（平成 18年度予算案： 50百万円）

年実施し、その成果を広 」委託件数 習者のニーズに応じた学習相談や情報の

く都道府県教育委員会 提供、学習プログラムや社会活動のコー

等に周知し、その普及・ ディネート等のサービスを一括して提供

啓発を図る。 する仕組みのあり方などについて実践的

な調査研究を実施。

各事業において、当該年度目標を概ね

達成し、また、地方において本事業をモ

デルとした自主的な取組等が行われてい

るなど、着実に成果の普及が図られてい

ることから概ね順調に進捗したと判断。

引き続き、女性のキャリア形成を支援

するシステムを構築するための事業を実施

するとともに、女性の政策・方針決定過程

への参画、技術者や研究者など従来女性

が少なかった分野への参画、子育て等に

よりいったん就業等を中断した女性の社

会参画等を支援していく必要がある。ま

た、各地域での取組の充実やモデル事業



実施地域における継続的な取組等の状況

の把握については、その方法等について

も今後検討の必要がある。

施策目標１－３ 家庭教育の支援 【主管課】生涯学習政策局男女共同参画学習課

近年の都市化、 全国の親を対象として、 ・家庭教育手帳（ 平成 16年版家庭教育手帳の配布数は 子どもの生活習慣の乱れ等の課題に対応するた

核家族化、少子 子育てに関する情報提 乳幼児編）の配 予定通り 571万部（ 3分冊の合計）である。 め、家庭教育手帳の内容等の充実・改善を図るととも

化、地域における 供を行うことにより、親の 布数 また、 14年度活用度調査においては、 に、引き続き、作成・配布を推進する。とともに、作成・

地縁的なつながり 悩みや不安の解消を図 ・家庭教育手帳 84.7%が「役立った」「まあまあ役立った」と回 配布を推進する。（平成 18年度予算案： 213百万

の希薄化等を背 る。 （小学校低学年 答しており、本年度は調査実施年度ではな 円）

景として、親の間 ～小学校中学年 いものの、本年度についても一定程度の高 （平成 17年度活用度調査を実施し、その結果、全て

に、子育てに関す 編）の配布数 い満足度を得ていると推測され、想定通り達 の調査項目について、 90％前後から「参考になる」

る悩みなどが広が ・家庭教育手帳 成したものと判断。 という回答を得た。）

っていることが指 （小学校高学年 今後も、中学生以下の子どもを持つ全て

摘されている。こ ～中学生編）の の親への情報提供を目指し、家庭教育手帳

のために掲げた 配布数 の作成・配布を推進するとともに、手帳の活

家庭教育に関す 用状況及び記述内容の評価について検証

る支援の充実を を行うことが必要。

図り、子育て中の 子育て中の親の相談相 ・子育てサポータ 親等の子育てに関する悩みの相談相手と 子育てサポーターリーダーの養成や、親が参加す

親の悩みや不安 手となる人材を養成する ーリーダーの養 なる専門家を養成するため、子育てサポータ る多様な機会を活用した学習機会の提供、子育てが

感を解消し、家庭 ことにより、親が気軽に子 成数と養成を行 ーリーダーの養成講座を全国で開設し、リー 困難な状況にある親等に対して、母子保健部局の保

教育に取り組むこ 育てについて相談できる った都道府県数 ダーの委嘱を実施。平成 16年度の達成度 健師等と連携・協力しつつ、訪問型の家庭教育支援

とができるように 体制を整備する。 合いについては、全国で 1,003人の養成を を行うなどの「家庭教育支援総合推進事業」を引き続

する。 行い、 16年度の当初予定数 544人を大幅 き実施する。（平成 18年度予算案： 987百万円）

に上回った。また、全国すべての地域をカバ

ーするに至らなかったものの、養成を行った

地域数は 35都道府県と、幅広い地域をカ

バーするに至った。上記から、想定どおり達

成されたものと判断。

今後は、自分から相談しない、又は相談し

たくても相談できない親へのきめ細やかな対

応を考える必要がある。

子育てのための学習環 ・講座等を実施し 平成 16年度より全国の全ての都道府県 子育てについて学ぶ余裕がない親等が、いつでも



境を全国で整備すること た市町村数と全 において親等が身近な所で子育てについて 、どこでも、気軽に子育てに関する悩みや相談に応じ

により、全ての子育て中 市町村に占める 学習できる環境を整備するため、平成 18年 たり、学習や情報入手等が行えるよう対応するため、

の親が、身近な場所で子 割合 度までに最も身近な行政単位である市町村 「ＩＴを活用した次世代型家庭教育支援手法開発事

育てについて学ぶことが すべてでの実施を目指し、全国的に「子育て 業」を引き続き実施する。（平成18年度予算案：44百

できるようにする。 講座」の開設を行っている。平成１６年度に 万円）

講座を開設した市町村数の割合は予定数の

620市町村を大幅に上回る 1,518市町村

（ 245%）であったため、想定した以上に順調

に進捗と判断。

今後は、多忙その他の理由により講座等

へ参加したくても参加できない親へのきめ細

やかな対応を考える必要がある。

施策目標１－４ 奉仕活動・体験活動の推進による青少年の豊かな心の育成 【主管課】生涯学習政策局社会教育課

【関係課】初等中等教育局児童生徒課

全国的に学校内 国レベルでの情報収集・ ・支援センター 「全国体験活動ボランティア活動総合推 地域の子どもから大人までを対象とした事業展開

外を通じた青少 提供や自治体の活動支 整備数 進センター｣について、平成 16年度から、社 へと事業対象世代を拡大し、地域全体でボランティア

年等のボランティ 援などを行う「全国体験 （委託件数） 会教育実践研究センターにおいて単独設置 活動に取り組むとともに、これまで整備してきた体制

ア活動などの奉 活動ボランティア活動総 ・推進協議会整 を行ったことにより、継続的な設置・運営が可 整備の機能を継続する方策を導き出すため、「地域

仕活動・体験活 合推進センター」を平成 備数 能となった。さらに、全国の支援センター等 ボランティア活動推進事業」を引き続き実施する。(平

動の推進体制の 14年度中に開設し、平 （委託件数） に対して、ハンドブックを作成し、情報の質の 成 18年度予算案： 473百万円)

整備を行い、国内 成 16年度までに、情報 向上を図るとともに、セミナーやフォーラムを

におけるボランテ 収集・提供システムを確 開催するなど、その普及に努めてきた。上記

ィア活動の拡充（ 立するなど、その役割を のようなことから、想定どおり達成されたと判

ボランティア活動 十分に果たせるよう機能 断。

者の増加）を図る の拡充を図る。 今後、外部機関と協働して、支援センター

。 未設置市区町村に対する体験活動・ボラン

ティア活動の推進・定着に関する支援及びコ

ーディネーター養成に関する支援など機能

の充実を一層図っていく必要がある。

国において、平成 14年 「全国奉仕活動・体験活動推進協議会」

度中に関係府省及び全 について、平成 14年 11月設置以来、 14
国規模の関係団体相互 年度に１回、 15年度に 2回、 16年度に 1



の連携協力関係を構築 回開催し、相互の連携協力関係の構築に向

するための協議の場とし けての情報交換や意見交換等を行うなど、

て「全国奉仕活動・体験 関係府省庁及び関係団体等との継続的な

活動推進協議会」を構成 連携協力関係が図られたことから、想定どお

し、平成 16年度までに、 り達成されたと判断。

活動に関する情報の共 今後は、これまでの連携協力体制を引き

有など、幅広い関係者に 続き継続的なものにする必要がある。

よる継続的な連携協力関

係の構築を図る。

平成 16年度までに全国 平成 16年度の支援センタ－整備数は、

の都道府県・市町村にお 委託事業により 46都道府県及び全国の約

いて、活動に関する情報 4割程度の市区町村において整備され、協

提供・相談等のコーディ 議会の整備数は、 43都道府県及び全国の

ネートを行う支援センタ 約 3割の市区町村において整備された。さ

ーや、幅広く関係機関や らに、支援センターは１県と全国の約 1割の

団体等との連携を図り、 市区町村において、協議会は 2県と約 1割
ボランティア活動の推進 の市区町村において、自主設置がなされて

に向けた諸課題につい いる。

て協議を行う推進協議会 また、「生涯学習とボランティア活動に関

が整備されるよう支援す する世論調査」（平成 5年度内閣府実施）と

る。 、「生涯学習に関する世論調査」（平成 17
年度内閣府実施）を比較すると、国民が地方

自治体に対して、情報提供を行うボランティ

アセンターの整備を要望する比率が 24.2％
から 16.5％に減少しており、委託事業の実

施が減少要因の一つになったと考えられる。

上記より、支援センター等の設置率は目標

値（ 80%～ 100%）には達していないが、世

論調査等の結果を見ると、委託事業を実施

したことによる成果は上がっていると考えられ

ることから、一定の成果が上がっているが、

一部については想定どおり達成できなかっ



たと判断。

今後、本事業により設置された協議会がこ

れまでの機能を有しつつ、新たな委託事業

等にスムーズに移行できるように対応が必要

がある。

全国の小・中・高校にお ・学校において体験 各都道府県に「体験活動推進地域・推進 児童生徒の社会性や豊かな人間性を育む観点か

いて、７日間以上のまとま 活動を実施している 校」を指定し、他校のモデルとなる体験活動 ら、「豊かな体験活動推進事業」を引き続き実施し、

った体験活動を実施する 平均日数 に取り組むとともに、都市部や農山漁村や自 学校における体験活動の充実を図る。（平成 18年
。 然が豊かな地域に出かけ、異なる環境にお 度予算案： 470百万円）

ける豊かな体験活動を促進するため、「地域

間交流推進校」を指定した。また、長期にわ

たる集団宿泊等の共同体験等を行う「長期

宿泊体験推進校」を指定した。さらに、全国

6ブロックで開催するブロック交流会の発表

校の事例をまとめた事例集を教育委員会に

配布したところである。小学校・高等学校に

おいては既に年 7日間以上の体験活動を

実施しており、概ね順調に進捗しているもの

と判断。

施策目標２－１ 確かな学力の育成 【主管課】初等中等教育局教育課程課

【関係課】初等中等教育局初等中等教育企画課・財務課・児童生徒課・児童教育課・特別支援教育課・国際教育課・教科書

課・教職員課・参事官、生涯学習政策局参事官

基礎・基本を徹底 学習指導要領の目標・内 ・教育課程実施状況 我が国の子どもたちの現状については、 「学力向上アクションプラン」として、①個に応じた

し、自ら学び自ら 容に照らした児童生徒の 調査の結果 昨年末に公表された国際的な学力調査の結 指導の充実、②学力の質の向上、③個性・能力の伸

考える力などまで 学習状況の改善を図り、 ・生徒の学習到 果、我が国の児童生徒の成績は全体として 長、④英語力・国語力の向上を柱とした施策を総合

含めた「確かな学 知識・技能はもとより、学 達度調査 は国際的にみて上位にあるものの、読解力 的に展開しているところであり、平成１７年度も、引き

力」を身に付けさ ぶ意欲、思考力、判断力 （ PISA ）の結果 が大幅に低下するなどの低下傾向が見られ 続きその充実を図った。

せる。 、表現力等まで含めた「 ・国際数学・理 、子どもの生活習慣や学習習慣が必ずしも また、全国的な学力調査の実施のため、平成１８年

確かな学力」を育成する 科教育動向調査 十分身についていないことなどから、一定の 度予算案において、事前の体制整備等について必

。 （ TIMSS ）の結 成果が上がっているが、一部については想 要な予算を形状した。

果 定どおり達成できなかった。 さらに、平成１７年１２月に「読解力向上のためのプ

調査で明らかになった指導上の改善点を ログラム」を策定した。



踏まえ、学習意欲、学習習慣等を児童生徒

に身に付けさせることが重要である。 全国的な学力調査係る事務体制の強化を図るた

また、児童生徒の学習到達度・理解度の めの室長補佐１名、学力調査企画係長１名、学力調

把握検証と教育指導の改善充実を図るため 査企画係員１名を措置。（１８年度）

、全国的な学力調査の実施を検討する必要

がある。

さらに、国際的な学力調査等で課題となっ

ている読解力の向上のために、「読解力向

上のためのプログラム」の策定を検討する。

少人数指導・習熟度別指 ・習熟度別指導を実 個に応じた指導の充実に資する施策の成 「学力向上アクションプラン」として、①個に応じた

導の実施など、個に応じ 施している学校の割 果として、平成１６年度には全国の約７～８割 指導の充実、②学力の質の向上、③個性・能力の伸

た指導の充実を図る。 合 の小・中学校において習熟度別学習が取り 長、④英語力・国語力の向上を柱とした施策を総合

・国からの加配 入れられるに至っており、概ね順調に進捗し 的に展開しているところであり、平成１７年度も、引き

定数を活用して ていると判断するが、児童生徒一人一人の 続きその充実を図った。

少人数指導等を 習熟の程度等に応じたきめ細かな指導を一 また、引き続き、第７次教職員定数改善計画を着

実施している学 層充実する観点から、今後、更なる指導方 実に実施したところであり、計画を完成させたところで

校数 法や指導体制の工夫・改善を進める必要が ある。

ある。

また、引き続き、第７次教職員定数改善計

画を着実に推進することが必要である。

教員一人あたりの児童生 ・教員一人あたりの児 基礎学力の向上ときめ細かな指導を目指 確かな学力の向上ときめ細かな指導を目指す観点

徒数の欧米並の水準（小 童生徒数 し、平成１３年度から平成１７年度までの５ヵ から、引き続き、第７次教職員定数改善計画を着実

： 18.6人、中 14.6人） 年計画で、第７次公立義務諸学校教職員定 に実施したところであり、計画を完成させたところであ

への改善を進める。 数改善計画を実施しているところである。平 る。

成１７年度までに教員一人あたりの児童生徒

数の欧米並の水準（小： 18.6人、中 14.6人
）への改善を進めるという設定目標に対し、

改善計画４年目として改善の進捗が見られる

が、目標達成に向けて計画を完成させる必

要がある。計画４年目としては小学校の目標

を達成しているため一定の成果が上がって

いると認識しているが、中学校についてはさ



らなる改善が必要なため、想定どおり達成で

きなかったと判断。引き続き第７次公立義務

諸学校教職員定数改善計画を着実に推進

することが必要である。

学校教育への社会人等 ・学校教育への社会 特別非常勤講師制度や緊急地域雇用創 平成１６年度における緊急地域雇用創出特別交付

の活用（平成１６年度まで 人等の活用状況 出特別交付金（厚生労働省所管）などを活 金等の活用による教員補助者と特別非常勤講師によ

に約５万人を全国の学校 用した「学校いきいきプラン」を着実に実施し る活用状況は、約５５，０００人であり、目標の約５万人

に導入等）を推進する。 た。 を達成。緊急地域雇用創出特別交付金は、平成１６

平成１６年度における緊急地域雇用創出 年度をもって終了したことから、その成果を踏まえ、各

特別交付金等の活用による教員補助者と特 自治体において引き続き学校教育への社会人の活

別非常勤講師による活用状況は、約 56,000 用を推進する。

人（一部推計値）と目標を達成する見込みで

あり、想定どおり達成と判断。

英語教育の改善の目標 － 「『英語が使える日本人』の育成のための 平成１７年度においては、スーパー・イングリッシュ

や方向性を明らかにし、 行動計画」（平成１５年３月策定）に基づき、 ・ランゲージ・ハイスクールを１００件（１０１校）を指定

その実現のために国とし 関係施策を着実に実施中であり、平成１６年 小学校英語活動地域サポート事業を新たに実施

て取り組むべき施策を盛 度においては、スーパー・イングリッシュ・ラン 平成１４年度から、中・高等学校の全英語教員を対

り込んだ「英語が使える ゲージ・ハイスクールを８５件指定し、英語教 象として、５カ年かけて研修を実施中

日本人」の育成のための 育に関する実践的な研究が推進され、全英 英語指導力開発ワークショップ事業を新たに実施

行動計画を策定し、計画 語教員を対象とした研修も実施されており、 など、平成１９年度に向けて関係施策を着実に実施

に基づいた施策を実施 概ね順調に進捗していると判断。 引き続き 中である。

することにより、平成１９ 、英語教員の指導力向上及び指導体制の

年度末までに「英語が使 充実など英語教育の改善に向けて着実に関

える日本人」を育成する 係施策を推進していく必要がある。

体制を確立する。

学校での朝読書等の読 ・公立小・中学 読書活動については、全校一斉の読書活 「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画

書活動を充実するととも 校図書館の蔵書 動を実施している公立小・中学校全体の割 」を踏まえ、引き続き子どもの読書活動の推進を図っ

に、平成１４年度からの５ 数 合が、前年度比で約４ポイント増の約８４％と た。また、学校図書館図書の計画的な整備を図るよう

年間で、学校図書館の ・公立小・中学 なるなど、概ねその取組は順調に進捗して 、引き続き各都道府県教育委員会に対し、通知を発

蔵書について、新たに４ 校全体で全校一 いるものの、公立小・中学校の学校図書につ 出するとともに各種会議等において指導を行った。

千万冊を整備する。 斉読書活動を実 いては、図書購入の財源が一般財源である なお、平成１８年度予算案において、学校図書館

施している学校 ことから、各地方公共団体の財政事情などに の機能の充実・強化を図ることを目的に、学校図書館



の割合 より十分に図書購入費が措置されていないと 支援センターの在り方について調査研究を行う「学校

ころもあったこと等により、前年度と比べ約４７ 図書館支援センター推進事業」を実施するための所

０万冊の増加にとどまっている。以上のことか 要の予算を計上した。

ら、一定の成果は上がっているが、一部につ

いては想定どおり達成できなかったと判断。

引き続き、読書活動を着実に推進するとと

もに、学校図書館図書の計画的な整備につ

いて、各都道府県教育委員会に対し指導を

行う必要がある。

幼稚園への就園を推進 ・幼稚園就園奨 減免単価の引き上げ率については、平成 平成１７年度においては、減免単価を前年度から

するため、公私立幼稚園 励費補助金制度 １３年度から１％以上の引き上げを行ってい 約１％引き上げ、保護者負担の軽減を図っており、引

の格差を是正すべく、私 における減免単 る。また、第２子以降の減免率の引き下げに き続き制度の充実を推進していく。

立幼稚園における減免 価の改定率 ついては、第２子は０．６、第３子以降は０．２

単価の引き上げ及び第２ ・幼稚園就園奨 を達成しており、概ね順調に進捗している状

子以降の減免率の引き 励費補助金制度 況にあると判断しているが、引き続き制度の

下げを推進する。 における第２子 充実に努める必要がある。

以降の負担率

施策目標２－２ 豊かな心の育成と児童生徒の問題行動等への適切な対応 【主管課】初等中等教育局児童生徒課

【関係課】初等中等教育局教育課程課・幼児教育課・特別支援教育課

他人を思いやる 幼稚園から高等学校まで ・児童生徒の心 「児童生徒の心に響く道徳教育推進事業 平成１７年度も引き続き、全小・中学生に「心のノー

心、生命や人権 の全ての学校種におい に響く道徳教育 」の指定校数は減少しているものの、小・中 ト」を配布するとともに、「児童生徒の心に響く道徳教

を尊重する心、自 て、体験活動をいかした 推進事業の指定 学校の道徳の時間はともに増加していること 育推進事業」等を都道府県教育委員会との連携、協

然や美しいものに 道徳教育や地域人材の 校数 から、概ね順調に進捗していると判断。引き 力の下に実施した。

感動する心、正義 積極的活用など特色ある ・道徳の時間の 続き、学校や教育委員会の創意工夫を生か また、平成１８年度予算案において、新たに、学校

観や公正さを重 充実した道徳教育を実 年間実施時数 した道徳教育、体験活動を生かした道徳教 の道徳教育を中核に、地域の様々な団体や機関、有

んじる心、勤労観 施する。 育や、地域人材の積極的活用等による特色 志などの積極的な支援の下で、子どもたちの豊かな

、職業観など、子 ある道徳教育に取り組む必要がある。 心を育てるため、「豊かな心を育てる地域推進事業」

どもたちに豊かな を実施するための所要の予算を計上した。

人間性と社会性 全国の小・中・高校にお ・学校において 各都道府県に「体験活動推進地域・推進校 平成１７年度において、子ども達の対人関係能力、

を育むための教 ける７日間以上のまとまっ 体験活動を実施 」を指定し、他校のモデルとなる体験活動に 社会性、規範意識、基本的生活習慣や、自分の大切

育を実現するとと た体験活動や、人権感 している平均日 取り組むとともに、都市部や農山漁村や自然 さとともに他の人の大切さを認められる人権感覚を十

もに、児童生徒の 覚を身につける教育を推 数 が豊かな地域に出かけ、異なる環境におけ 分に身につけさせるために、他校のモデルとなる体



問題行動等への 進する。 ・人権教育総合 る豊かな体験活動を促進するため、「地域間 験活動を実施する学校や人権教育を推進する学校

適切な対応を図 推進地域、人権 交流推進校」を指定した。また、長期にわた の指定や、「人権教育の指導方法等の在り方につい

る。 教育研究指定校 る集団宿泊等の共同体験等を行う「長期宿 て[第二次とりまとめ]」のとりまとめ等を実施。

の指定数 泊体験推進校」を指定した。さらに、全国６ブ 平成１８年度においても、豊かな体験活動推進事

ロックで開催するブロック交流会の発表校の 業において、「体験活動推進地域・推進校」を引き続

事例をまとめた事例集を教育委員会に配布 き実施し、「地域間交流推進校」及び「長期宿泊体験

したところである。これらの取組などにより小 推進校」を拡充するとともに、人権教育開発事業等を

学校・高等学校においては既に年７日間以 引き続き実施する。

上の体験活動を実施しており、概ね順調に

進捗しているものと判断 「心に発達課題を抱える子ども」への支援体制の強

また、人権教育については、「人権教育開 化を図るための専門官１名を措置。（１８年度）

発事業」等を実施するとともに、平成１６年度

に「人権教育の指導方法等の在り方につい

て」の一次とりまとめを教育委員会に配布し、

各地域における人権教育の推進を図ったこ

となどから、概ね順調に進捗しているものと

判断。

児童生徒の社会性や豊かな人間性を育

む観点から、体験活動及び人権教育につい

て、引き続き、学校における取組の充実を図

る必要がある。

児童生徒が望ましい勤労 ・職場体験の実 公立中学校における職場体験の実施状 小・中・高等学校を通じた組織的・系統的なキ

観、職業観を身に付け、 施状況（公立中 況については、平成１６年度において８９．７ ャリア教育を行うための指導方法・内容等を研究

個々の能力・適性に応じ 学校） ％（前年度比 1ポイント増）が実施、公立全 内容とした「キャリア教育推進地域指定事業」や

て主体的に進路を選択 ・インターンシッ 日制高等学校におけるインターンシップ（ キャリア教育推進フォーラムの開催などを内容と

することができるよう、職 プの実施状況（ 就業体験）については、１６年度において５ する「新キャリア教育プラン推進事業」を引き続

場体験やインターンシッ 公立全日制高等 ９．７％（前年度比７．５ポイント増）が実施し き実施。

プ（就業体験）の取組等 学校） ていることなどから、概ね順調に進捗してい 中学生が５日間以上の職場体験を行う「キャリ

を通じて、キャリア教育の るものと判断。 ア・スタート・ウィーク」を実施するとともに、

推進を図る。 引き続き、職場体験やインターンシッ 地域の協力体制を構築する「キャリア教育実践プ

プ（就業体験）の充実等を通じて、児童 ロジェクト」を引き続き実施。

生徒の勤労観、職業観を育成するキャリ



ア教育の更なる推進を図る必要がある。

全国の公立中学校にお ・公立中学校に 平成１６年度においては平成１６年度配置 平成 17年度においては、スクールカウンセラー配

いて、全ての生徒が専門 おけるスクール 計画による予定校数８，５００校の配置が為さ 置校の拡充に資するため、交付要綱の改正により規

的な教育相談を受けるこ カウンセラーの れており、概ね順調に進捗しているものと判 制緩和を図った。

とができる体制を整備す 配置校数 断。 不登校や問題行動等については依然として憂慮

る。 しかしながら、近年では災害や犯罪の被 すべき状態であり、また近年は、災害や犯罪の被

害児童生徒への心のケアという、新たな課題 害児童生徒への心のケアという課題もあるため、

もあることから、より一層の取組が必要である いままでの調査研究結果を踏まえ、引き続き、学

。 校における教育相談体制の充実を図る。

「心に発達課題を抱える子ども」への支援体制の強

化を図るための専門官１名を措置。（１８年度）

小学校における教育相 － 各都道府県に「子どもと親の相談員」を配 近年、小学校における暴力行為が増加しているこ

談体制の充実を図り、不 置し、他校のモデルとなる教育相談体制の とから、小学校における生徒指導体制の充実と警察

登校などの未然防止や 充実に取り組むこととした。平成１６年度予算 等関係機関との連携強化のため、平成 17年度にお

早期発見・早期対応、学 では「子どもと親の相談員」を９４０校に配置 いては「生徒指導推進協力員」を配置し、小学校に

校運営の課題や児童虐 することとしていたが、９６９校に配置がなされ おける生徒指導体制の充実・強化を図った。

待への対応等について 、概ね順調に進捗しているものと判断。 平成 18年度以降においても、「子どもと親の相談

研究し、その成果の普及 しかしながら、毎年実施している問題行動 員」の配置を引き続き実施するとともに、「生徒指導推

を図る。 調査において小学生による暴力行為が増加 進協力員」の配置を拡充することで、小学校における

していることからも、より一層の取組が必要で 生徒指導体制や教育相談体制の充実を図る。

ある。 「心に発達課題を抱える子ども」への支援体制の強

化を図るための専門官１名を措置。（１８年度）

不登校対策に関する中 ・教育支援セン 昨年度から引き続き、スクーリング・サポート 平成１７年度においても、引き続き、スクーリング・

核的機能（スクーリング・ ター等の学校外 ・ネットワーク整備事業を実施し、学校・家庭 サポート・ネットワーク整備事業を実施し、学校・家庭

サポート・センター）を充 の機関で相談、 ・関係機関が連携した地域ぐるみのサポート ・関係機関が連携した地域ぐるみのサポートネットワ

実し、学校・家庭・関係機 指導、治療 ネットワークの整備について調査研究を行う ークの整備について調査研究を行うとともに、協議会

関が連携した地域ぐるみ を受けた不登校 とともに、協議会等を開催し、研究成果の情 等を開催し、研究成果の情報提供を行った。

のサポートシステムを整 児童生徒数 報提供を行った。 その結果、学校外の機関 また、現在関係機関で指導・治療を受けていない

備する。 で相談、指導、治療を受けた不登校児童生 児童生徒に対する支援を強化し、より一層の達成水

徒数の割合が、不登校児童生徒数全体の３ 準の向上を図るため、既存のスクーリング・サポート・

５．６％で、前年度を上回り、地域における不 ネットワーク整備事業で指定地域に訪問指導員を配

登校児童生徒への相談・支援体制の充実が 置し、訪問指導の在り方についての調査研究を充実



図られたことから、概ね順調に進捗している させる。

ものと判断。しかしながら、教育支援センター 「心に発達課題を抱える子ども」への支援体制の強

を含めた関係機関で何らかの指導・治療を 化を図るための専門官１名を措置。（１８年度）

受けた児童生徒は全体の３分の１に満たな

い。そのため関係機関で適切なケアを受け

ていない残りの児童生徒への支援を今後強

化する必要がある。

学校・教育委員会・関係 ・サポートチーム 各都道府県ごとに４ヶ所の地域を指定して 平成１７年度においては、事業の一層効果的な実

機関からなるサポートチ 結成件数 、関係機関からなるサポートチームの組織化 施に役立てるため、新たにブロックごとに協議会を開

ームの組織化など、地域 対象人数 等、地域における支援システムづくりについ 催した。

における支援システムづ て調査研究を実施するとともに、情報提供を また、いじめや暴力行為、少年非行など、児童生

くりについて研究し、その 行った。平成１６年度の全国におけるサポー 徒の問題行動等が依然として憂慮すべき状況にある

成果の普及を図る。 トチーム結成件数は９２２件、対象人数は２， 中、問題行動への対応だけでなく、未然防止の取組

２６３人とそれぞれ前年を上回り、サポートチ を進めていくため、非行防止教室の在り方について

ームの取組を普及させることができたことから 実践的な調査研究を行う。

概ね順調に進捗しているものと判断。しかし 「心に発達課題を抱える子ども」への支援体制の強

ながら、いじめや暴力行為、少年非行など、 化を図るための専門官１名を措置。（１８年度）

児童生徒の問題行動が依然として憂慮すべ

き状況にある中、問題行動への対応だけで

なく、未然防止にも取り組んでいく必要があ

る。

障害のある子ども一人一 ・小・中学校にお 小・中学校における校内委員会の設置率 平成１７年度においては、ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自

人のニーズに応じてきめ ける校内委員会 や特別支援教育コーディネータの指名率が 閉症等を含めた障害のある児童生徒等に対する支

細かな支援を行うために 設置率 前年度に比べて大幅に上昇しており、想定 援体制の整備を図るため「特別支援教育体制推進

乳幼児期から学校卒業 ・小・中学校のお した以上に達成と判断。また、小・中学校及 事業」を全都道府県に委嘱し、校内委員会の設置

後まで一貫して計画的に ける特別支援教 び盲・聾・養護学校における個別の教育支 や特別支援教育コーディネーターの指名、個別の

教育を行うとともに、学習 育コーディネー 援計画の策定状況については、概ね順調に 教育支援計画の策定を推進。なお、乳幼児期から

障害（ＬＤ）、注意欠陥／ ター指名率 進捗しているものと判断される。 学校卒業後までの一貫した支援体制の整備を図る

多動性障害、自閉症など ・小・中学校及 なお、個別の教育支援計画の策定につい ため、事業の対象を幼稚園及び高等学校に拡大し

について教育的支援を び盲・聾・養護 ては、一貫した支援体制の整備を進めるた て実施。

行うなど教育に特別のニ 学校における個 め、さらに推進する必要がある。また、各地 また平成１８年度においては、各地域の多様なリ

ーズのある子どもについ 別の教育支援計 域の多様なリソースを活用し、より一層充実 ソースを活用するため、これまでの事業内容に加



て適切に対応する。 画の策定状況 した支援を行うことも必要である。 え、ボランティア等の地域人材を活用した支援体制

の在り方について、優良事例を収集し、その普及を

図る。

施策目標２－３ 信頼される学校づくり 【主管課】初等中等教育局初等中等教育企画課

【関係課】初等中等教育局教職員課・参事官、大臣官房文教施設企画部施設助成課

保護者や地域住 全公立学校において自 ・自己評価の状 学校評価を実施した公立学校は当初想 ・公立学校の自己評価の実施率：９６．５％

民に信頼される学 己評価を実施し、その結 況 定した水準に達しているものの、結果の公表 ・公立学校の自己評価の公表率：４２．８％

校づくりを進める 果を公表する。 実施率 はあまり進捗が見られていない状況であり、 （平成１６年度）

ため、地域に開か 公表率 一定の成果が上がっているが、一部につい 「骨太の方針２００５」及び「中央教育審議会答申」

れた学校づくりや ては達成できていないと判断。 を踏まえ、平成１７年度中に学校評価のガイドライン

教員の資質向上 各学校における実施内容のばらつきや、評 を策定予定。

を進めるとともに、 価結果の公表が進んでいないなどの課題が また、平成１８年度予算案において、「義務教育の

特色ある学校づく ある。 質の保証に資する学校評価システムの構築事業」を

りをすすめ、学校 また、学校評価の実施と結果の公表に関 行うために、約５億８千万円を計上し、学校評価のガ

施設の耐震化を する大綱的なガイドラインの策定を行う必要 イドラインに基づく評価実践研究や学校の第三者評

推進する。 がある。 価に関する実践研究等を行う予定。さらに平成１８年

度より初等中等教育局に学校評価室を新たに設置し

、室長他４名を措置。

これらにより学校評価における課題を解消し、教育

の水準向上と質の保証を図っていく予定。

全公立学校の 6割に学 ・学校評議員を設置 公立学校の学校評議員の設置率：７２．０ 平成１６年９月より、保護者や地域住民が公立学校

校評議員を設置する。 している公立学校の ％（平成１６年７月１日現在）であり、設置率 運営に参画する学校運営協議会制度を導入し、また

割合 は達成目標に達しており、想定した以上に 、平成１７年度よりその活用を推進するための調査研

達成と判断。また、学校評議員以外の制度 究事業を実施。

を含め、より広い形で地域の声を学校運営

に反映させる仕組みの導入を促進する。

全都道府県・指定都市教 ・新たな教員評価シ 平成 15年度より「教員の評価に関する調 教員一人一人の能力や実績等が適正に評価され

育委員会における教員 ステムを導入している 査研究」を全都道府県・指定都市教育委員 、それが配置や研修、給与等の処遇に適切に結び

評価システムの改善を目 都道府県・指定都市 会に委嘱した結果、 17年度中に５５教育委 つけられる評価システムを実現するため、引き続き各

指す。 教育委員会の数 員会が新たな評価システムを試行又は実施 都道府県・指定都市教育委員会を指導するとともに、

予定となっていることから、概ね順調に進捗 平成 18年度においても、新たな教員評価システム

している。 の導入・改善に係る取組も対象に含めた「学校の組



織運営に関する調査研究」事業を引き続き実施する

。

教員の実践的指導力の ・コンピュータを コンピュータを使って指導できる教員の割 引き続き、ｅ－教員プロジェクトを実施するとともに、

向上を図る一環として、 使って指導がで 合については、平成１６年度末現在、６８．０ ＩＴを活用した授業実践事例を紹介するＷｅｂサイトの

概ね全ての教員がコンピ きる教員の割合 ％となっており、進捗にやや遅れが見られる 充実・普及を推進。

ュータを使った指導を実 と判断。今後は授業実践のノウハウの提供

施できるようにする。 等の観点からの取組を一層推進する必要が

ある。

教員の資質向上に関し ・大学での教員 平成１ 6年度の調査においては、大学で 引き続き、教員の資質向上連絡協議会等において

ては、教員の養成・採用・ 研修 （現職教 の教員研修（現職研修）段階における連携 、教育委員会と大学との連携・協力等を促進していく

研修段階を通じた教育 育）の改善を目 の取組を行っている教育委員会は、全体の 。

委員会と大学との連携推 的とした大学と 62パーセントであり、達成目標の達成に向 また、大学の教員養成の改善・充実を図っていくた

進が重要であることから、 の連携の取組を け、概ね順調に進捗していると判断。 め、今後の教員養成・免許制度の在り方について、

各都道府県・指定都市教 行っている都道 また、学校現場や保護者、地域社会のニ 中央教育審議会における審議を踏まえ、引き続き、

育委員会の８割が、教員 府県・指定都市 ーズを反映した教員を養成していくためには 教員養成・研修の改革に関する総合的調査研究等

研修の改善を目的とした 教育委員会の割 、教員研修の改善を目的とした教育委員会 を行う。

大学との連携の取組を行 合 と大学との連携を一層推進していくとともに、 （平成１ 8年度予算案：１６３百万円）

うことを目指すとともに、 昨今さらに教員養成段階においても大学と

中核市においてもこれら 教育委員会との連携を推進していくことが求

の取組が促進されること められているため、今後は、教員養成、研修

を目指す。 の双方において教育委員会と大学との連携

を促していく必要がある。

公立小中学校施設の耐 ・公立小・中学校 公立小中学校施設の耐震化を推進するた 地方公共団体が、その策定する公立学校施設の

震補強や改築事業につ における耐震化 め、耐震補強等を行う際に必要な経費の補 耐震診断実施計画に基づき、耐震診断が着実に実

いて国庫補助を行うこと 率 助を実施。なお、平成 17年４月時点の耐震 施されるよう要請。（平成１７年度）

等により、地方公共団体 化率は 51.8％であり、その進捗率について 地方公共団体の関係者、設計実務者を対象とした

の計画的な取組みを支 は 2.7％にとどまっている。これは、例年と比 講習会を引き続き実施。（平成１７、 18年度）

援し、公立小中学校施設 較して同程度であり、耐震診断実施率の進 学校施設の耐震化推進計画策定支援事業等を引

の耐震化を重点的に推 捗率や、児童生徒等の安全を守るとともに災 き続き実施（平成 17 、 18年度）

進する。 害時に地域住民の避難場所となる公立小中 公立学校施設整備費のうち耐震化関連分として平

学校施設の耐震化の必要性等を勘案し、進 成１７年度予算においては、前年度比 18億円増の

捗にやや遅れが見られると判断。耐震補強 1,173億円（うち文部科学省計上分 1,088億円）を



等を行う際に必要な経費の補助を行うため 計上。また、平成１７年度補正予算においては、緊急

の予算の拡充に努める等、公立小中学校施 に耐震化対策を講じる必要のある施設について耐震

設の耐震化対策を推進する必要がある。 補強等を実施するため、 277億円を計上している。

なお、平成 18年度予算案においては、 1,137億円

（うち文部科学省計上分 1,039億円）を計上するとと

もに、地方の裁量を高め、効率的な執行に資するた

め、改築や補強、大規模改造等、耐震関連事業を中

心に、一部交付金化（「安全・安心な学校づくり交付

金」）を図ることとしている。

政府広報番組等を利用し、テレビなどを通じて耐

震性の重要性や緊急性を訴えた。

学校施設の安全対策に関する事務体制の強化を

図るための企画調整係長１名を措置。（ 18年度）

生徒や保護者が実質的 ・各都道府県等 平成１６年度現在、全国で４４都道府県に 引き続き中高一貫教育校の設置促進を図るために

に中高一貫教育校を選 で設置されてい １５３校の中高一貫教育校が設置されており 必要な取組を推進していく。

択することが可能となるよ る中高一貫教育 、概ね順調に進捗していると判断。

う、通学範囲の身近なと 校の学校数

ころに数多く設置されるこ

とを目標に整備を促進す

る。

施策目標２－４ 快適で豊かな文教施設・設備の整備 【主管課】大臣官房文教施設企画部施設企画課

【関係課】大臣官房文教施設企画部施設助成課、初等中等教育局参事官

児童生徒が安心 公立小中学校施設の耐 ・公立小・中学校 公立小中学校施設の耐震化を推進するた 地方公共団体が、その策定する公立学校施設の

して学習でき、教 震補強や改築事業につ における耐震化 め、耐震補強等を行う際に必要な経費の補 耐震診断実施計画に基づき、耐震診断が着実に実

育内容・方法の多 いて国庫補助を行うこと 率 助を実施。なお、平成 17年４月時点の耐震 施されるよう要請。（平成１７年度）

様化や社会のニ 等により、地方公共団体 化率は 51.8％であり、その進捗率について 地方公共団体の関係者、設計実務者を対象とした

ーズに対応した の計画的な取組みを支 は 2.7％にとどまっている。これは、例年と比 講習会を引き続き実施。（平成１７、 18年度）

文教施設・設備の 援し、公立小中学校施設 較して同程度であり、耐震診断実施率の進 学校施設の耐震化推進計画策定支援事業等を引

整備を図る。 の耐震化を重点的に推 捗率や、児童生徒等の安全を守るとともに災 き続き実施（平成 17 、 18年度）

進する。 害時に地域住民の避難場所となる公立小中 公立学校施設整備費のうち耐震化関連分として平

学校施設の耐震化の必要性等を勘案し、進 成１７年度予算においては、前年度比 18億円増の

捗にやや遅れが見られると判断。耐震補強 1,173億円（うち文部科学省計上分 1,088億円）を



等を行う際に必要な経費の補助を行うため 計上。また、平成１７年度補正予算においては、緊急

の予算の拡充に努める等、公立小中学校施 に耐震化対策を講じる必要のある施設について耐震

設の耐震化対策を推進する必要がある。 補強等を実施するため、 277億円を計上している。

なお、平成 18年度予算案においては、 1,137億円

（うち文部科学省計上分 1,039億円）を計上するとと

もに、地方の裁量を高め、効率的な執行に資するた

め、改築や補強、大規模改造等、耐震関連事業を中

心に、一部交付金化（「安全・安心な学校づくり交付

金」）を図ることとしている。

政府広報番組等を利用し、テレビなどを通じて耐

震性の重要性や緊急性を訴えた。

学校施設の安全対策に関する事務体制の強化を

図るための企画調整係長１名を措置。（ 18年度）

児童生徒５．４人に１台の ・公立学校における 平成１６年度末現在、公立学校における 引き続き、コンピュータの整備及び高速インターネ

教育用コンピュータを整 教育用コンピュータ１ 教育用コンピュータの整備は８．１人に１台の ットの接続環境の整備を推進。

備する。 台当たりの児童生徒 割合、高速インターネット接続率は８１．７％ （コンピュータ整備及びインターネット接続に係る経費

数 となっていることから、概ね順調に進捗して については地方交付税により措置）

概ねすべての公立学校 ・公立学校における いると判断するが、更なるＩＴ環境整備の推

が高速インターネットに 高速インターネットの 進が必要。

常時接続できるよう推進 接続率

を図る。

５年間で環境を考慮した ・公立学校における 平成１６年度には、環境を考慮した学校施 引き続き、環境を考慮した学校施設（エコスクール

学校施設（エコスクール） エコスクールの事業 設（エコスクール）のパイロット・モデル事業に ）のパイロット・モデル事業を実施することにより、エコ

を２００校以上整備する。 実績 98校を認定し、当該年度までに当初想定し スクールの整備を推進。（１７、１８年度）

ていた目標を大幅に上回っており、想定した

以上に達成と判断。

施策目標３－１ 大学などにおける教育研究機能の充実 【主管課】高等教育局高等教育企画課

【関係課】高等教育局大学振興課・専門教育課・医学教育課・学生支援課・国立大学法人支援課・

私学部私学行政課

活力に富み国際 ファカルティディベロップ ・ファカルティディベロ 大学の教育内容・方法については、各大 引き続き審議会の答申等の提言内容を各種会議

競争力のある大 メント（ＦＤ）、厳格な成績 ップメントの取組を行 学の自主性及び創意工夫のもと、ファカルテ 等を通じて周知するとともに、各大学のカリキュラム改

学づくりを目指し 評価（ＧＰＡ）等の教育内 っている大学数 ィディベロップメント（教員が授業内容・方法 革等の進捗状況に係る調査等を通じてこれらの取組



て、大学の改革を 容・方法の改善などに取 ・厳格な成績評価（Ｇ を改善し、向上させるための組織的な取組） を促進。

推進するとともに り組む大学を増加させる ＰＡ）の取組を行って やＧＰＡの実施など様々な取組を通じ、充実 また、今後の大学教育の改革課題に機動的に対

、大学の適切な 。 いる大学数 が図られているところであり、その取組を行う 応するための調査研究を大学等に委託する「大学改

評価システムを育 大学数も増加しており、想定どおり達成と判 革研究委託事業（先導的大学改革推進委託）」を引

成すること等によ 断。 き続き実施するため、所要額を平成 18年度予算案

って、大学などに 今後も引き続き、各大学の自主的な取組 に計上。

おける教育研究 を促していくとともに、大学教育の新たな展

の充実を図る。 開などに対応する各大学の取組を支援、促

進することも必要。

大学におけるインターン ・大学におけるインタ インターンシップ推進のため、全国フォー インターンシップフォーラムの内容等を紹介すると

シップを推進することによ ーンシップ実施率 ラムの開催や大学に対する必要経費の支援 ともに、インターンシップ実施状況調査の公表を実施

り、教育研究内容と社会 を行うとともに、現代的教育ニーズ取組支援 。（平成 17年度）

での実地経験を結びつ プログラムの公募テーマの一つとしてインタ インターンシップ推進のための経費に加え、インタ

けるためのカリキュラムの ーンシップに関するテーマを設定するなど、 ーンシップの質の向上を図る観点から、高度な専門

多様化を促進する。 施策を着実に実施できたことから、概ね順調 人材育成を目的とした「派遣型高度人材育成協同プ

に進捗と判断。 ラン」を引き続き平成 18年度予算案に計上。

今後、インターンシップを実施する大学を

一層増加させるためには、大学に対する情

報提供や各大学の取組に応じた重点的な財

政的支援を図るとともに、質の向上を図って

いくことが重要な課題。

診療に必要な基本的な ・共用試験トライ 平成 14年度のシステム導入以来、共用 ２１世紀の医療を担う良き医師・歯科医師を養成す

知識、技能及び態度を アルに参加して 試験トライアルに参加している医歯学系学部 るため、平成１７年度からの共用試験の正式実施に

有する医師・歯科医師の いる学部数 数の割合が高水準で順調に推移し、平成 当たり、全国医学部長病院長会議や医学・歯学教育

養成を促進する。 16年度で 99％に達していることから、想定 指導者のためのワークショップ等を通じ、各大学にお

どおりに達成と判断。 いて、その円滑な実施及び活用が図られるよう促した

平成 17年度からは「共用試験システム」 。（平成 17年度）

の実施主体が「共用試験実施機構」へ全面

移行するが、今後も 21世紀の医療を担う良

き医師・歯科医師の養成に向け、本システム

が適切に活用されていくことが重要。

国公私立大学を通じた － 特色ある優れた取組について、「特色ある 「特色ある大学教育支援プログラム」、「現代的教



競争的環境の下で、各 大学教育支援プログラム」において 58件、「 育ニーズ取組支援プログラム」を実施し、選定された

大学の優れた教育改革 現代的教育ニーズ取組支援プログラム」にお 取組について、事例集の発行及びフォーラムの開催

の取組を促進することに いて 86件、「海外先進教育研究実践支援 を通じて、社会に情報提供。

より、高等教育の活性化 プログラム」において 520名を選定・支援す また、大学教育の国際化をさらに推進するため、「

を図る。 るとともに、一部については、事例集を作成 海外先進教育研究実践支援プログラム」に戦略的国

するなど、広く社会に情報提供することにより 際連携支援事業及び長期海外留学支援事業を拡充

、各大学において積極的な教育改善の取組 した上で、「大学教育の国際化推進プログラム」として

がある程度行われており、想定どおり達成と 実施。

判断。 加えて、「地域医療等社会的ニーズに対応した医

「特色ある大学教育支援プログラム」、「現 療人教育支援プログラム」、「大学・大学院における

代的教育ニーズ取組支援プログラム」、「海 教員養成推進プログラム」、「『魅力ある大学院教育』

外先進実践支援プログラム」については、必 イニシアティブ」を引き続き実施し、国公私立大学を

要な見直しを行いつつ、今後も継続的な公 通じた大学教育改革の支援を充実させた。（平成 17
募を行うことが重要。 年度）

さらに、今後は医師、薬剤師や教員など、 「特色ある大学教育支援プログラム」、「現代的教

特定の人材養成に特化した国公私立大学を 育ニーズ取組支援プログラム」等を継続的に実施す

通じた大学教育改革の支援を展開していく ることにより、大学改革を推進するために必要な経費

ことも有効。 を平成 18年度予算案に計上。

法科大学院をはじめ、各 ・「法科大学院 法科大学院を始め各種の専門職大学院 「法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム

種の専門職大学院にお 等専門職大学院 における教育内容・方法の開発・充実等を図 」において、経営管理、会計、法務などの各種の専門

ける教育内容・方法の開 形成支援プログ るため、優れた教育プロジェクトを行う専門職 職大学院において行われる教育内容・方法の開発・

発・充実等を図り、高度 ラム」の 大学院に対して重点的に支援を行う「法科 充実等に取り組む優れた教育プロジェクトについて

専門職業人の養成を推 ・選定専門職 大学院等専門職大学院形成支援プログラム 重点的に財政支援を行うことによって高度専門職業

進する。 大学院数（ 」を実施した結果、多くの専門職大学院にお 人の養成を推進した。（平成 17年度）

申請大学院 いて質の高い高度専門職業人の養成を行う 専門職大学院と関係する業界団体等が積極的に

数） ための取組が積極的に進められていると考 連携し、各分野の人材ニーズに即した教育の質の向

・選定件数（ えられることから、想定どおり達成と判断。 上に寄与する関係団体等との連携の強化を図り、各

申請件数） 引き続き、国際的に通用する高度で専門 分野における指導的役割を目指す先導的な取組に

的な知識･能力が必要とされる多様な分野で ついても、新たに重点的に支援する観点から、平成

の専門職大学院の創設・拡充や国際水準の 18年度予算案においては「法科大学院等専門職大

高度で実践的な教育を実施するための具体 学院教育推進プログラム」所要額を計上。

的内容や方法の開発・充実等を図るとともに



、今後は、各分野において指導的役割を果

たす専門職大学院を重点的に支援すること

によって、国際的に活躍できる高度専門職

業人の養成をより積極的に推進することが重

要。

国公私立大学を通じた － 「 21世紀 COEプログラム」については、 「 21世紀ＣＯＥプログラム」の採択拠点を継続して

競争的環境の下で、各 平成 14 、 15年度の採択拠点（それぞれ 支援するとともに、平成１５年度採択拠点に対しては

大学の個性や特色を活 50大学 113拠点、 56大学 133拠点）につ 中間評価を実施し、平成１４年度採択拠点に対して

かした世界的な研究教 いて継続的に支援を行い、新たに 28拠点 は間接経費を措置。また、創造性豊かな若手研究者

育拠点を形成し、国際競 にも支援を開始するとともに、平成 14年度 の養成機能の強化を図るため、中央教育審議会答

争力のある世界最高水 の採択拠点について中間評価を行った。 申「新時代の大学院教育－国際的に魅力ある大学

準の大学づくりを推進す また、「 21世紀ＣＯＥプログラム」への申請 院教育の構築に向けて－」も踏まえ、大学院におけ

る。 が契機となり、採択拠点以外の各大学にお る意欲的かつ独創的な教育の取組を重点的に支援

いても、全学的視野に立った戦略的な研究 する事業（「『魅力ある大学院教育』イニシアティブ」（

教育体制の構築に取り組むなど、国公私立 再掲））を実施。（平成 17年度）

大学を通じた競争的環境の醸成等が促され 新たに、「 21世紀ＣＯＥプログラム」の平成１５年度

、世界最高水準の大学づくりが着実に進展 採択拠点に間接経費を措置するための必要額及び「

しているところであり、想定どおり達成と判断 『魅力ある大学院教育』イニシアティブ」（再掲）の新

。 規公募を行うための必要額を平成 18年度予算案に

「 21世紀ＣＯＥプログラム」については、 計上。

世界最高水準の大学づくりに役立っており、

今後も必要な財政支援を適切に行うことが重

要。また、拠点としての機能をより適切に果

たしていくためには、間接経費の措置を併せ

て行うことが効果的である。さらに、大学院の

教育研究活動全体をより活性化していくため

には、現代社会のニーズに応えられる創造

性豊かな若手研究者の養成機能の強化を

図る必要がある。

教員の流動化を促進し、 ・任期制を導入 「大学教員等の任期に関する法律」に基 各大学の任期制の取組状況に関する調査の実施

大学における教育研究 している大学数 づき任期制を導入している大学は、平成１５ 等を通じて、その導入を引き続き促進。（平成 17年
活動の活性化を図る。 及び全体に占め 年１０月現在、前年度比２６％増の２４７大学 度）



る割合 となっており、想定どおり達成と判断。

今後も引き続き各大学における任期制の

導入を促し、教員の流動性を高めることが必

要。

大学の学部等の設置認 ・大学等の設置 平成 15年度からその一部が届出事項と 各大学の機動的・弾力的な組織改編に資するよう

可に関し、当該学部等が 認可・届出の件 なった公私立大学の学部等の設置の平成 、届出制の適切な運用を行った。（平成 17年度）

与える学位の種類及び 数 12年度から平成 14年度までの間における 平成 17年 1月の中央教育審議会答申「我が国の

分野を変更しないものに 年平均認可申請件数が 229件であるのに 高等教育の将来像」においてなされた、「設置認可の

ついては届出での設置 対し、平成 16年度の認可又は届出件数は 重要性と的確な運用」についての提言等を受け、今

を認めることにより、公私 314件（うち届出は 189件）であり、約 37％ 後、設置認可制度の必要な見直しを実施予定。

立大学のニーズに応じた の増加がみられることから、公私立大学の機

機動的・弾力的な組織改 動的・弾力的な組織改編が十分に行われて

編を促進する。 おり、想定どおり達成と判断。

平成 16年４月から、文 ・文部科学大臣 平成 16年４月から認証評価制度が導入 認証の申請に基づき、新たに１機関を認証評価機

部科学大臣から認証を による評価機関 され、年度中に法科大学院の評価を行う機 関として認証するとともに、「大学改革研究委託事業（

受けた評価機関により、 の認証件数 関も含め、４機関６件の認証がなされるととも 大学評価研究委託）」として、認証評価制度における

全ての大学が定期的に に、そのうちの１機関が適切に評価を実施し より質の高い評価の実施体制や方法等の整備充実

評価を受けることとする たことから、認証評価制度全体が円滑に実 に関する調査研究を認証評価機関等に委託して実

認証評価制度を導入し、 施されているものと考えられ、想定どおり達 施。（平成 17年度）

新たな大学の事後評価 成と判断。 評価の充実を図るため、引き続き「大学改革研究

システムの構築を図る。 今後は、認証評価機関の更なる質の向上 委託事業（大学評価研究委託）」を平成 18年度予算

による認証評価制度の充実に加え、評価の 案に計上。

多様化を図るなど、事後評価のシステム全体

を発展させていく必要がある。

国立大学の法人化及び ・公立大学法人 平成 16年４月に 89の国立大学法人、１ 国立大学法人法施行令を一部改正（平成 17年
公立大学法人制度の創 数 の公立大学法人が成立し、各大学では学長 12月 28日）し、国立大学法人の長期借入金等の対

設により、各大学の自主 のリーダーシップの下、機動的かつ迅速な意 象範囲を拡大するなど、財政面のみならず制度面か

性・自律性を高め、国公 思決定により、それぞれの個性・特色を生か らも各国立大学の取り組みを支援。

立大学の教育研究の活 した教育研究活動などが積極的に取り組ま また、平成 18年度以降に公立大学法人設立の準

性化を図る。 れており、想定どおり達成と判断。 備を進めている地方公共団体に対して必要な助言・

国立大学法人については、法人制度が円 指導を行うとともに、公立大学法人（７法人）にアンケ

滑に定着し、各大学が法人化のメリットを最 ート調査を実施し、法人化を契機とした特色ある取組



大限に活かすことで、更なる教育研究の活 について取りまとめ、地方公共団体等に対し情報提

性化が図られるよう、国立大学法人運営費 供。（平成 17年度）

交付金の確保など、財政面も含めた支援を 各国立大学法人における教育研究活動の活性化

図ることが重要。 に向けた取り組みが一層促進されるよう、継続的な財

また、公立大学法人の設立を検討してい 政支援を図るため、平成 18年度予算案においても

る地方公共団体に対し、その円滑な手続き 必要な運営費交付金額を確保。

のための支援を行うことが今後も引き続き必

要。

学校法人制度の改善を － 私立学校法の一部改正など、学校法人の 改正私立学校法が平成 17年４月に施行されたこ

図ることにより、学校法人 管理運営体制の改善のために必要な制度 とを受け、学校法人監事研修会、学校法人の運営等

が課題に対して主体的・ 改正がなされ、各法人においても、新制度へ に関する協議会等の各種会議や学校法人運営調査

機動的に対応していくた の移行のための準備が円滑に進んでいるこ 等を通じ、法施行後に、学校法人の管理運営におい

めの体制改善を行い、も とから、想定どおり達成と判断。 て、取り組むべき課題等についての周知を図り、各学

って私立大学の活性化 校法人の自主的な改善努力を促した。（平成 17年
を図る。 度）

今後は、全ての学校法人において所要の寄附行

為の変更が行われた後の平成 18年度以降におい

て、各学校法人における管理運営の改善の状況に

ついて、調査を行い、検証する予定。

施策目標３－２ 大学などにおける教育研究基盤の整備 【主管課】大臣官房文教施設企画部計画課

【関係課】高等教育局国立大学法人支援課・専門教育課・医学教育課

国立大学等施設 国立大学等施設緊急整 ・国立大学等施設緊 「国立大学等施設緊急整備５か年計画」 ５か年計画の所要経費として最大約１兆６,０００億
を重点的・計画的 備５か年計画に基づき、 急設備５か年計画の の整備目標の約６００万㎡に対し、平成１６年 円を見込んでおり、平成１７年度予算において９０１億

に整備し、大学な 平成 17年度までに約 達成状況 度までに約４００万㎡（６７％）の整備を実施し 円を確保し、整備推進を図っている。（ 17年度）

どにおける教育研 600万㎡の国立大学等 ている。整備対象別に見てみると、「大学院 また、新たな５か年計画（平成 18～ 22年度）を策

究基盤の整備を の施設整備を重点的・計 施設の狭隘解消等」 （９４．３％）、「卓越した 定し、引き続き、老朽化対策を中心とした施設の整備

図る。 画的に行う。 研究拠点等」 （８７．６％）、「先端医療に対 について計画的・重点的に推進する。

応した大学附属病院」 （９１．５％）、「老朽

化した施設の改善」 （５３．３％）、となってい

る。「老朽化した施設の改善」については当

初想定した整備水準を下回っており、全体と

しては、一定の成果が上がっているが、一部



については想定どおりには達成できなかっ

た。

今後とも、「５か年計画」に基づき計画的に

整備を推進するとともに、老朽化対策を中心

とした施設整備について計画的・重点的な

推進を図ることが必要。

施設の効率的・弾力的利 ・施設の効率的・弾 対象とする大学等全てにおいて施設検討

用を図るための施設検討 力的利用を図るため 委員会等の設置を完了しており、想定どおり

委員会等の設置などの の体制づくりの整備 達成。

体制づくりを推進する。 状況

施設の効率的・弾力的利 ・施設の効率的・弾 施設の効率的・弾力的利用に関する学内

用を図るための学内規定 力的利用に関する学 規定の整備は約９４％に達しており、想定ど

の整備を推進する。 内規定の整備状況 おり達成。

施策目標３－３ 意欲ある学生への支援体制の整備 【主管課】高等教育局学生支援課

教育を受ける意 学生が経済的な面で心 ・基準適格申請者に 奨学金を希望する学生に応えられるよう、 平成 17年度において、貸与基準を満たす希望者

欲と能力のある者 配することなく、安心して 対する貸与率 貸与人員を増員（対前年度比約 10万人増 全員に貸与できるよう無利子有利子合わせて適切な

がより多くこれを 学べるよう、基準適格申 員の 96万５千人に貸与）したことによって、 事業規模を確保し、充実を図った。（貸与人員 103
受けられるよう奨 請者に対する貸与率の 基準適格申請者に対する貸与率は対前年 万 4千人（約７万人増））

学金の充実を図 改善に努める。 度比 1.5ポイント増の 95.2%となった。奨学 平成 18年度予算案においては、基準を満たす奨

る。 奨学金を希望する者がよ ・貸与人員 金事業全体で基準を満たす希望者ほぼ全 学金希望者が増加している状況に対応するため、事

り多くこれを受けられるよ 員を採用できることから、想定どおり達成した 業全体で対前年度比約 6万人増の 109万 2千人

う、貸与人員の増員に努 ものと判断。 の学生等に対し、 489億円増の 7,999億円の奨学

める。 今後とも基準を満たす希望者が奨学金を 金を貸与する予定。

受けることができるよう、学生のニーズ等を踏

まえ引き続き充実に努めていく必要がある。

学生生活費等の動向を ・貸与月額の推移： 平成 16年度は貸与月額が前年度据え置 近年の学生生活費の動向を考慮して無利子貸与月

踏まえ、学生が安心して 私立大学自宅外の きとなっているが、学生生活費等の動向を適 額を 1,000円増額。（平成 17年度）

学べるよう、貸与月額の 場合 切に踏まえた結果であり、学生の経済的負 今後とも、学生生活費等の動向を踏まえ、適切に

充実に努める。 担を軽減するに足る貸与月額となっているこ 貸与月額の充実に取り組む。

とから、概ね順調に進捗していると判断。

今後とも、学生生活費等の動向を踏まえ、

適切に貸与月額の充実に取り組むことにす



る。

施策目標３－４ 特色ある教育研究を展開する私立学校の振興 【主管課】高等教育局私学部私学行政課

【関係課】高等教育局私学部私学助成課・参事官

私立学校の振興 学校法人の収入構成に ・大学法人の帰属収 学校法人の収入構成に占める寄付金収 寄付金税制については、平成 17年度税制改

に向け、私立学 占める寄付金収入の割 入における寄付金収 入の割合は横ばいとなっており、厳しい経済 正において、個人が寄付した場合における寄付金控

校における教育 合を高める。 入の割合 環境や財政事情のなか、一定の成果があが 除の控除限度額を引き上げ（総所得の 25％→ 30
研究条件の維持・ っているが、現状レベルを維持するにとどま ％）、当該税制改正の趣旨について、各種会議等を

向上、経営の健 っており、一部については想定どおり達成で 通じて周知し、その活用を促進。また、平成 18年度

全性の向上を図 きなかったと判断。 税制改正において、個人寄付者に係る所得控除の

る。 学校法人の収入構成に ・大学法人の帰属収 学校法人の収入構成に占める事業収入 適用下限額を引き下げ（１万円→５千円）。

占める事業収入の割合 入における事業収入 の割合は増加しており、額で見ても増額とな 上記のほか、資金調達の多様化を促進し、経営基

を高める。 の割合 っている。厳しい経済・財政状況のなか、各 盤を強化する観点から、学校法人における外部資金

法人の努力により、想定どおり達成されたと の導入について、各種会議、経営相談等を通じ、指

判断。 導・助言。

私立大学及び私立高等 ・私立大学等におけ 私立大学等特別補助を中心に経常費補 平成 18年度予算案においては、私立大学等経常

専門学校における教育 る経常的経費に対す 助等の充実が図られ、一定の成果が上がっ 費補助については、対前年度 20億円増の 3,312億
又は研究に係る経常的 る経常費助成の割合 ている。しかしながら、私立大学等全体の経 5千万円を、私立高等学校等経常費助成費等補助

経費に対する補助金の 常的経費の増加もあり、経常的経費に対す については、対前年度 5億円増の 1,038億 5千万

割合を高めるため、経常 る補助割合が横ばいとなっている点につい 円を計上。

費補助のより一層の充実 ては、想定したとおりに達成しているとは言え

を図る。 ない。

私立の小学校、中学校、 ・私立高等学校等に 私立高等学校等の経常的経費等に対す

高等学校、中等教育学 おける経常的経費に る国庫補助の充実が図られ、一定の成果が

校、盲学校、聾学校、養 対する経常費補助の 上がっている。しかしながら、経常的経費に

護学校及び幼稚園の教 割合 対する補助の割合が横ばいになっている点

育に係る経常的経費に については、想定したとおりに達成している

対する補助割合の向上 とは言えない。

を図るなど、経常費補助

のより一層の充実を図る

。

財務状況を公開している ・財務状況を公開し 財務状況を公開している文部科学大臣所 改正私立学校法が平成 17年４月に施行されたこ

文部科学大臣所轄学校 ている文部科学大臣 轄学校法人の割合は、達成目標期間を通し とを受け、平成 17年度の文部科学大臣所轄学校法



法人の割合を高め、でき 所轄学校法人の割 て着実に増加し、平成 11年度の 63.8％か 人の財務の公開状況に関する調査について、調査

る限り１００％に近づける 合 ら平成 16年度には 97.4％となったことから 内容の改善を図った。調査結果については、次年度

。 、概ね想定どおり達成されたと判断。 以降の各学校法人の円滑な対応に資するよう、公表

平成 17年４月施行の改正私立学校法に を前年度に比べ３ヶ月前倒しし、早期の周知を図ると

おいて財務書類の関係者への閲覧が義務 ともに、各種会議等を通じ、公開方法等について各

付けられたため、今後は公開方法等につい 学校法人の実情に応じた積極的な取組の一層の周

て、ホームページへの掲載や広報誌の活用 知徹底を図った。

なども含め、より積極的な取組・工夫を促して

いくことが求められる。

施策目標４－１ 基礎研究の推進 【主管課】研究振興局基礎基盤研究課

【関係課】研究振興局学術研究助成課・学術機関課

研究者の自由な 第２期科学技術基本計 ・大学・大学共 大学・大学共同利用機関等における基礎 大学・大学共同利用機関等における独創的・先端

発想に基づく基 画の方針に沿って、基礎 同利用機関等に 研究関連予算（競争的資金は含まない）は、 的な基礎研究を着実に推進するため、平成 18年度

礎研究を幅広く、 研究について一定の資 おける独創的・ 平成 16年度予算においても所要額を運営 予算案において所要額を運営費交付金として計上。

着実に、かつ持 源を確保する。 先端的基礎研究 費交付金として適切に措置しており、想定ど

続的に推進し、人 の推進 おり達成と判断。

拡充に貢献すると 平成１７年度までに、第２ ・基礎研究を推 競争的資金拡充の指標については、現在 現在の厳しい財政状況等により大幅な拡充は困難

ともに、世界最高 期科学技術基本計画の 進するための競 の厳しい財政状況等により大幅な拡充は困 な中、対前年度比０．８％増の競争的資金（科学研究

水準の研究成果 競争的資金の倍増を目 争的資金（科学 難となったが、対前年度比４．０％増、平成１ 費補助金及び戦略的創造研究推進事業）を計上。（

や、新たなブレー 指すとの方針に沿って、 研究費補助金及 ２年度比１．３倍の拡充となったことから、一 １８年度予算案 237,476百万円）

クスルーをもたら 基礎研究を推進するた び戦略的創造研 定の成果があがっており、想定どおり達成と

す優れた研究成 めの競争的資金（科学研 究推進事業） 判断。

果を生み出す。 究費補助金及び戦略的

創造研究推進事業）の拡

充に努める。

優れた研究成果が生み － 科学研究費補助金については、第一線の 科学研究費補助金においては、間接経費の拡充

出され活用されるよう、間 研究者によるピア・レビューの仕組みを導入 、プログラムオフィサーの充実を図るとともに、

接経費の拡充等、競争 し、公正な審査・評価を実施しており、また中 計画的な日本学術振興会への移管、独立した配分

的資金の制度改革を進 間・事後評価の結果を一般に公開するなど、 機関におけるよりきめ細かな審査・評価体制の構

める。 透明性を確保している。なお、間接経費の拡 築にそれぞれ引き続き努めている。

充については、平成 13年度以降、規模の

大きな研究種目から順次導入を図ってきて 科学技術振興機構が実施する戦略的創造研究推



いるが、未だに全研究種目に導入されるまで 進事業では、研究機関への委託研究費 30％の間

に至っていない。戦略的創造研究推進事業 接経費に加え、間接経費に準ずる研究環境経費の

では、研究機関への委託研究費 30％の間 拡充に努めるとともに、研究評価においても、国内外

接経費に加え、間接経費に準ずる研究環境 の科学技術動向の調査・分析等を行う研究開発動向

経費の拡充に努めるとともに、研究評価にお センターが研究領域の事前評価等に加わることでより

いても、国内外の科学技術動向の調査・分 一層の透明性確保に引き続き努めている。

析等を行う研究開発動向センターが研究領

域の事前評価等に加わることでより一層の透

明性確保に努めている。

以上を総合的に判断すると、一定の成果

は上がっているが、一部については達成で

きなかったと判断。

施策目標４－２ ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進 【主管課】研究振興局ライフサイエンス課

【関係課】研究振興局基礎基盤研究課

ライフサイエンス タンパク質の全基本構造 ・タンパク質構造 平成 14年度に「タンパク３０００プロジェクト」 タンパク３０００プロジェクトにおける研究開発は順調

研究を戦略的・重 の 1/3 （約 3000種）以 解析数 を創設。本プロジェクトにおけるタンパク質の に成果を創出していることから、引き続き研究開発を

点的に推進するこ 上の構造及び機能を解 構造解析は平成 17年 10月までで、 2738 推進する。タンパク質の構造解析による成果の特許

とにより、革新的 析し、解析結果の特許化 個（うちタンパク質の公的なデータベースで 化だけにとどまらず、構造解析結果の創薬への応用

な創薬・医や環境 を図る。 ある PDBへの登録数は 2071個）にのぼっ を追求するために、疾患に関連したタンパク質を選定

問題への対応の ており、年度当初想定していた構造解析数 し、その構造機能解析に取り組んでいる。成果の産

ための基盤技術 2194個という目標に照らし、想定した以上 業移転を促進するために、各年度に全国の４箇所で

を開発し、ゲノム に達成している。また生命活動に関する数 産学連携フォーラムを開催する。構造解析の進捗状

情報を活用した 々の重要なタンパク質の機能解析を実施し、 況等をとりまとめ、成果を外部に発信するために、デ

創薬や個人にあ 科学的にも優れた成果を上げており、国内 ータベースを構築した。

った医療等を実 外で 341(平成 17年 10月時点）の特許出

現し、活力ある経 願がなされるとともに、合計 3006報（平成

済社会の創造に 17年 10月時点）のプロジェクトの成果に関

資する。 わる論文が発表されていることから、想定し

た以上に順調に進捗している。

今後はそれらの得られた優れた成果を創

薬等に応用し、国民の健康を通じて社会へ

の貢献を行うためのより具体的な施策の実



施が必要となる。

ライフサイエンス研究の － 平成 16年度においては、「ナショナルバ 平成 17年度順調に事業は進捗しており、引き続

基盤となる生物遺伝資源 イオリソースプロジェクト」の実施機関におけ き評価結果を踏まえた予算措置を実施した。なお、

（バイオリソース）及びそ る体制の整備も進んでいる。また、 H16年 C評価、 D評価を受けたリソースについては、評価

のゲノム情報について、 度にナショナルバイオリソースプロジェクトの 指摘事項に対応するために業務計画の見直しを図る

戦略的に開発・収集・保 評価委員会において実施された評価では、 など改善を図った。また、利用者からの意見等を通じ

存・提供を行う体制を確 全 25 リソース中 S評価が５件、 A評価が て、ニーズに合った高品質のリソースの収集・提供を

立する。 ６件、 B評価が８件、 C評価が５件、 D評価 目指すために各リソースの運営委員会において外部

が１件であり、Ｓ、Ａ、Ｂが全体に占める割合 利用者側の意見を反映できるように委員会の半数以

が 76％であったことから、生物遺伝資源の 上を外部利用者とし、目標設定などの検討を行った。

収集・提供は着実に実施されており、想定ど また、プロジェクト終了後の対応についても検討の場

おり達成している。 としてナショナルバイオリソースプロジェクト推進委員

リソースの収集については順調に進捗し 会や各リソース中核機関全体会合において今後のバ

ているが、さらに系統的、体系的に収集する イオリソース事業のあり方に関する検討を重ねた。ま

とともに、利用者からの意見の反映等を通じ た、本プロジェクトより提供されたリソースを利用した

て、ニーズに合った高品質のリソースの収集 成果の追跡調査を行うなど事業の改善・発展を図っ

提供を目指すことが必要。また、ライフサイ ている。

エンス研究に必要な研究基盤としての位置

づけを踏まえ、５年間のプロジェクト期間終了

後の体制についても検討が必要。

基礎研究の成果を実用 － 平成１４年度に「２１世紀型革新的ライフ 本目標については、新たな領域を切り開く課題を

化につなげていくための サイエンス技術開発プロジェクト」を創設。ポ 先導的に進める研究課題等を推進することにより、一

実施体制や支援体制を ストゲノム研究の基礎的な研究成果につい 定の成果をあげたと評価を受けたため、平成１６年度

整備し、基礎研究成果の て、実用化を図ること等を目標として公募を において終了している。

臨床応用への橋渡し研 行い、採択した研究課題を、引き続き推進し

究（トランスレーショナルリ てきた。

サーチ）や最先端の解析 平成１６年度に、実施している課題のうち、

機器開発を推進するなど 実用に向けた成果が出ているもので、方向

により、革新的な成果を 性、手法等が近いプロジェクトが存在するも

創出する。 のについては、進捗状況を適切に評価した

上で他の関連プロジェクトと一体的に研究を

進めることが望ましい。また、成果が見込ま



れない研究課題については中止も視野に入

れて見直しを進めるべきとされた。

これらの整理を進め、本目標については

平成１６年度をもって終了させることが望まし

い。

対象とする疾患について ・サンプル数（疾 平成 15年度に「個人の遺伝情報に応じ 平成１７年度においても、引き続き、適正なインフォ

30万人規模のサンプル 患症例数） た医療の実現プロジェクト」を創設。血液サン ームドコンセント（ IC)の取得に基づき、サンプル及び

及び臨床情報を収集す プル及び臨床情報の収集・保管・管理のた 臨床情報を収集・蓄積している。なお、既に収集され

るとともに、ＳＮＰ（一塩基 めの設備整備を完了し、サンプル等の収集 た研究資材の提供に着手しており、プロジェクト内に

多型）の解析を実施し、 に係るインフォームド・コンセント（ IC ）の取 おける審査等を経た上で、大学や研究機関へサンプ

個人個人にあった予防・ 得を実施し、大学や研究機関へのサンプル ルの配布を実施している。

治療を可能とする医療の 提供にむけた申請の募集も開始した。平成 なお、これまでの当初目標は、 IC取得数としてい

実現に資するための基 16年度末までにおいては、サンプル提供同 たが、プロジェクトの性質上、サンプル数が重要であ

盤を整備する。 意(ｲﾝﾌｫｰﾑﾄﾞ･ｺﾝｾﾝﾄ)取得数は約 10万弱 り、そのサンプルを活用した疾患関連遺伝子研究の

であり、当初設定した目標数には達していな 成果が最も重要なものと考えることから、指標としては

いが、サンプル数では、約１３万に達しており 、サンプル数を用いるのが適切と考える。

、今後のサンプル収集の努力が期待される。 サンプル収集のための人材育成、スキルの向上に

一方、ＳＮＰ解析については、順調に進捗 ついては、交流会、勉強会等を開催し、主治医との

しており、疾患関連遺伝子研究においても、 協力体制の強化を図ってきたところである。平成１７

筋萎縮性側索硬化症(ALS)と強く関連する 年１２月現在のサンプル数は、約１８万強となっている

遺伝子を複数同定するなど、成果を上げて 。

いる。 また、平成１７年度より、収集されたサンプル及びＳ

目標より遅れている IC取得を加速するた ＮＰ解析技術を活用した疾患関連遺伝子研究を本格

め、引き続き医療機関との連携強化、人材の 的に着手したところであり、公募等により１２機関との

育成、スキル向上を図るとともに、バイオバン 共同研究を実施している。

ク事業、ＳＮＰ解析に基づく疾患関連遺伝子 平成１８年度も着実にサンプル等を収集・蓄積して

研究を本格的に推進していく必要がある。 いくとともに、未着手の疾患についても、疾患関連遺

伝子研究を実施する予定。

再生医療の実現のため － 平成 15年度創設の「再生医療の実現化 研究用幹細胞バンクを活用した研究者支援の加速

に必要な幹細胞利用技 プロジェクト」により整備した研究用幹細胞バ と幹細胞分離技術の向上、動物モデルで得られた細

術等を世界に先駆けて ンクにおいて、研究用臍帯血の提供を開始 胞分化に関する操作技術等のヒト細胞における検証

確立し、その実用化を図 している。（平成 16年度実績：７機関 48件） 、及び幹細胞移植と他の治療法の併用等による幹細



る。 また、同プロジェクトにおいては、幹細胞の 胞治療の多面的な検討を引き続き推進する。また、

分離・培養技術や細胞分化に関する操作技 外部評価等を踏まえた効果的・効率的な研究開発を

術等の研究開発を進めるとともに、細胞移植 実施（厚生労働省との連携、応用への展開等）する。

技術の開発や細胞増殖因子の活用等、幹

細胞を用いた治療法の多面的な検討を行っ

ている。

今後とも、研究用幹細胞バンク事業にお

ける試料の収集・提供を着実に推進し、広く

研究者に幹細胞を用いた研究の機会を提供

する事が重要である。また、幹細胞に関する

利用技術等の研究開発を着実に進めること

が必要である。

実際の生体や細胞を用 － 平成 15年度に「細胞・生体機能シミュレ 総合科学技術会議の評価などを踏まえ、プロジェ

いて実施している薬剤応 ーションプロジェクト」を創設し、これまでプロ クト全体を再構築して精選重点化を図った。まず、基

答解析等を、先端生命 ジェクト全体としては、各々のシミュレーション 幹テーマを設定し、テーマに連携した目的別の研究

情報技術等によってシミ 開発は概ね順調に推移している。また、プロ チーム体制に再編成した。 さらに研究拠点機能の

ュレーションするプログラ ジェクト自体の持つ学術的､医学的、経済的 支援・強化として情報技術の導入を拡充することに加

ムを開発する。 及び社会的な意義や所期の成果の大きさに え、より効果的かつ効率的な施策として要素技術など

何ら変更を加える必要がないことを鑑み、計 を公募により導入したところであり、医療分野におけ

画どおり国家的な重要な施策として積極的 る実用化に向けたシミュレーション開発を加速化させ

に推進すべきものである。 ている。

高齢者が健康で幸福な － 平成 15年度に「光技術を融合した生体 平成 18年度予算政府案において、 5.38億円が

生き方を実現できることを 機能計測技術の研究開発」を創設し、計画 計上されている。

目標に、がんなどをごく に沿って着実にトレーサー技術の開発等が 平成１７年度に実施した中間評価の結果を受け、

初期の段階で発見、早 実施されている。 スクリーニング技術については新たに開発することを

期治療を可能とするレー 引き続き、トレーサー技術の開発、スクリー 中止し、近赤外線を利用した乳がん検査の診断技術

ザー技術、分子バイオ技 ニング技術の開発、ＰＥＴ高度化技術の開発 の開発に研究資源を集中させることとしている。

術、ポジトロン CT （ PET について、計画に沿って着実に実施すること

)などの光技術を融合し が必要。

た診断・検診技術等を開

発する。

国家的・社会的要請の高 － 国家的・社会的要請の高い脳、ゲノム、免 これまでの成果や国際動向の変化をふまえつつ、



い脳、ゲノム、免疫・アレ 疫・アレルギー研究やバイオインフォマティク 外部評価等により重点化を図りながら、引き続き積極

ルギー研究やバイオイン ス研究等の分野については、理化学研究所 的に推進する。

フォマティクス研究等の や科学技術振興機構の独立行政法人等に

分野において、基礎的・ おいて、中期目標のもとで重点的に研究開

先導的な研究を推進す 発が推進されており、概ね順調に進捗してい

る。 る。

転写調節領域を中心とし － 平成１６年に「ゲノムネットワークプロジェク 成果の社会還元の一環として、平成１８年１月２５

たゲノム機能、遺伝子や ト」を創設。ゲノム機能情報を有する機関（横 日に、ゲノムネットワークプラットフォームよりデータの

タンパク質の相互作用等 軸機関）から生命現象の解明を行う機関（縦 一般公開が開始された。また、平成１７年１１月には、

の集中的解析を行うとと 軸機関）へのデータ提供については順調に 既存のプロジェクトにおける解析の強化・補完を図る

もに、これらのデータの 進展している。 cDNA クローン等リソースに ため、新しい手法を用いた解析等の研究を行う協力

活用により、各種疾患、 ついても、整備が着実に進み、知的財産権 機関を募集し、一層の研究推進のための体制を整備

生命現象システムを解明 の整理や規則等の取り決めが整い次第、配 した。

する。 布事業を本格的に開始できることとなった。 横軸機関の産出する基盤データが出揃ってきたた

データの一般公開の開始、シンポジウムの め、今後はそれを活用する縦軸機関の研究との連携

開催など社会への還元も進んでおり、全体と の強化に重点を置く。

して計画は順調に推移している。

がんに関してこれまで得 － これまでに優れた成果が現れているがん トランスレーショナル・リサーチ専門支援機関による

られた基礎研究の成果を 免疫療法や分子標的療法の基礎研究の成 プロトコル作成支援や臨床データマネジメントなどの

実用化につなげる研究を 果を臨床に応用する橋渡し研究を推進する 支援、課題の進捗管理等を継続して実施する。また、

推進し、新しいがん治療 ため、平成 16年度に創設した「革新的なが 「 21世紀型革新的先端ライフサイエンス技術開発プ

法の開発につながる成 ん治療法等の開発に向けた研究の推進」プ ロジェクト」におけるがんのトランスレーショナル・リサ

果を創出する。 ロジェクトにおいて、研究課題を公募し、 57 ーチの実施課題について、一体的に進めることを検

件の応募の中から 10件を採択した。平成 討する。平成 18年度に中間評価を実施して継続す

18年度までに臨床試験を実施することとし る課題の選定を行うなど、効率的・効果的な研究開

ており、年度後半からプロトコル開発など臨 発を実施する。

床試験の準備を実施している。

トランスレーショナル・リサーチから早期の

実用化に向けた研究開発を推進するため、

個別課題の選定にあたっては、実現可能性

について評価項目を設け、審査を行った。

実施中の課題においては、遅くとも平成 18



年度に臨床試験を開始する予定である。

施策目標４－３ 情報通信分野の研究開発の重点的推進 【主管課】研究振興局情報課

先端的な情報科 大学等における情報通 － 平成１６年度は、光・電子デバイス技術の 本評価結果を受けて、平成１７年度も引き続き「ＩＴ

学技術の研究開 信技術のうち、実用化が 開発について、世界で初めて通信波長帯に プログラム」の研究開発を推進中。左記中間評価の

発及び研究開発 期待できる技術（モバイ おける単一光子の発生に成功するなど国際 結果に基づき、一部の課題については進め方を見直

に関する情報化 ル、光、デバイス）等につ 的にも優位な成果を実用化への道筋をつけ し、成果を挙げている課題に予算を重点配分すること

を推進する。 いて重点投資を行い、プ つつ当初計画を前倒しで実現しているプロ とした。

ロジェクト研究として推進 ジェクトもあり、また他のプロジェクトの大半も

し、プロジェクト研究成果 平成１６年８月に実施した本研究開発の中間

の実用化・企業化を目指 評価において高い評価を得ており、情報科

す。 学技術の研究開発が着実に推進されている

。

観測実験・シミュレーショ ・スーパーＳＩＮＥＴのノ スーパーＳＩＮＥＴについては、平成１６年 「スーパーＳＩＮＥＴ」において、平成１７年度３月末

ン等で大容量のデータを ード（接続拠点）数 度中に２機関増加して計３０ノードとするなど までに最先端研究施設など更に５機関整備する予定

扱い、超高速・広帯域の 、概ね順調に進捗しており、情報通信分野 。平成１８年度も引き続き、運営体制の充実等により、

ネットワークを必要とする の研究開発を推進するという観点から、引き 活用の推進を図る。

高エネルギー・核融合科 続き、スーパーＳＩＮＥＴの整備充実とその活

学をはじめとする先端分 用を推進していく必要がある。

野の研究を一層推進す

るため、先端的研究機関

を最速 10Gbpsの回線

で接続するスーパー

SINETのノード（接続拠

点）数を平成１５年度まで

に２８機関において整備

し、さらに順次拡充する。

世界最高水準の高度情 － 平成１６年度は、ソフトウェア開発における 本評価を受けて、平成１７年度も引き続き

報通信システム形成のた 開発データ自動収集・分析システムなど高い 「 e-Society基盤ソフトウェアの総合開発」を推進中。

めの鍵となるソフトウェア 生産性を持つ高信頼ソフトウェア作成技術の また平成１７年８月に実施した本研究開発の中間評

開発を実現させ、いつで 開発やインターネット情報を短時間で自動的 価の結果に基づき、所期の目的を達成し得る成果を

もどこでも誰でも安心して に収集・検索する技術など情報の高信頼蓄 挙げるよう研究開発計画に反映させることとした。

参加できるＩＴ社会の構 積・検索技術等の開発を行い、概ね順調に



築に資する。 進捗しており、情報科学技術の研究開発が

着実に推進されている。

分散したコンピュータを ・グリッドコンピュ 平成１６年度は、グリッドコンピューティング 本評価を受けて、平成１７年度も引き続き「超高速

高速ネットワークで結び、 ーティング環境 環境構築に必要なグリッド基盤ミドルウェア コンピュータ網形成プロジェクト」を推進中。また平成

百テラフロップス級の計 の計算処理能力 のプロトタイプ版（α版）が完成し、ナノ分野 １７年８月に実施した本研究開発の中間評価の結果

算処理能力を持つグリッ （テラフロップス） においてナノシミュレーション用ソフトウェア に基づき、１００テラフロップス級からペタフロップス超

ド・コンピューティング環 の高速化及びグリッド化に向けた方法論の 級の計算環境にも対応可能とするよう目標を上方修

境を構築し、産学官連携 開発や試作化が進んだ。また、グリッドコンピ 正することとし、「最先端・高性能汎用スーパーコンピ

の推進や、ナノ分野と情 ューティング環境の計算処理能力が１５テラ ュータの開発利用」事業の中で研究開発を実施する

報通信分野との連携の フロップスを実現するなど、概ね順調に進捗 こととした。

下で行う融合領域研究を しており、情報科学技術の研究開発が着実

進展させることにより世界 に推進されている。

水準の高速コンピューテ

ィング環境の実現を目指

す。

大学等が持つ研究ポテ － 研究初年度の平成１６年度は、「文化財の 「情報科学技術に関する研究開発の推進方策」(平

ンシャルを最大限に活用 デジタル・アーカイブ化」で１ｃｍ 未満の解 成１４年６月科学技術・学術審議会研究計画・評価分

し、教育、文化・芸術分 像度を達成し、計画以上に進捗したプロジェ 科会決定)等に沿い、平成１７年度も当初計画通りに「

野における知的資産の クトや、「教育機関向けデジタル・アーカイブ 知的資産の電子的な保存・活用を支援するソフトウェ

電子的な保存・活用等に 利用システム」でユビキタス環境下で学習支 ア技術基盤の構築」の研究開発を実施。なお、平成１

必要なソフトウェア技術 援が可能となるプロトタイプシステムの研究 ８年の夏に中間評価を実施することとしている。

基盤の構築のための研 開発を行うプロジェクトなど、概ね順調に進

究開発を推進し、人々の 捗しており、情報科学技術の研究開発が着 スーパーコンピュータに係わる関係省庁や大学、

教育、文化・芸術に触れ 実に推進されている。 国内研究機関との連絡等にあたるため、計算科学技

る機会の増大と、新たな 術推進係長１名を措置。（平成１８年度）

コンテンツ作成・配信技

術の創出を行う。

施策目標４－４ 環境分野の研究開発の重点的推進 【主管課】研究開発局海洋地球課地球・環境科学技術推進室

【関係課】研究開発局海洋地球課・宇宙開発利用課

地球温暖化、水 地球温暖化等の地球規 ・打ち上げられ 人工衛星からの地球観測分野における平 ARGO計画については、平成 17年度に評価・助

循環、資源循環、 模の環境変動等の解明 た衛星数 成１６年度の進捗状況については、陸域観 言会議において実施する全体評価をもとに、ミレニア

有害化学物質等 に役立つため、 人工衛 ・運用中の衛星 測技術衛星（ＡＬＯＳ）が、当初平成 16年度 ム・プロジェクト以後も ARGO計画の国際的な枠組



の地球環境問題 星、ブイ等を活用し大気 数 の打上げを予定していたが、 H－Ⅱ A ロケ みのもとに、国際的な目標の常時 3,000台のフロー

は、我々人類の 、海洋、陸域における観 ・成果の外部発 ット６号機の打上げ失敗等を受け、信頼性向 トによる地球規模での海洋観測システムの構築に引

社会生活と密接 測を行う。また、南極域に 表 上の観点から、衛星の設計の基本まで遡っ き続き貢献する。また、人工衛星については、これま

な関連を有し、重 おける研究・観測を行う。 ・ ARGO計画： た総点検を実施したことなどにより、平成 17 での施策の進捗を維持しつつ、高度な地球観測技

大な影響を及ぼ 更に、地球観測サミット 投入フロート数 年度に打上げを変更し開発中である。温室 術の確立に向けて、地球観測衛星の着実な開発、打

す恐れがあること において承認された「全 及び割合 効果ガス観測技術衛星（ＧＯＳＡＴ）、全球降 上げ、運用を引き続き推進する。

から、総合科学技 球地球観測システム（Ｇ ・南極・ドームふ 水観測／二周波降水レーダ（ＧＰＭ／ＤＰＲ） さらに、地球観測に関する政府間会合（ GEO ）へ

術会議の環境分 ＥＯＳＳ）１０年実施計画」 じ基地における については、それぞれ平成１９年度、２１年度 の積極的な参画を通じ、 GEOSS構築の推進及び

野推進戦略や地 を推進するため、今後１０ 第二期氷床深層 の打上げを目指し、引き続き順調に開発中 我が国地球観測体制の強化を図る。地球観測の推

球観測の推進戦 年間にわたり地球観測に 掘削計画 である。米国の地球観測衛星Ａｑｕａに搭載さ 進体制の強化を図るため、地球観測統合利用専門

略を受け、その影 係る体制強化を図る。 れた改良型高性能マイクロ波放射計（ＡＭＳ 官 1名を措置。

響を科学的に解 Ｒ－Ｅ）については、平成１４年５月に打ち上 また、南極地域観測については、過去１００万年の

明し、適切な対応 げられ、観測データの取得や一般への配布 地球気候変動の解明に資する南極氷床下３,０００m
を図るための研究 が行われている。 の氷床コアの採取をはじめ、多項目の観測を引き続

開発を推進する。 ARGO計画の平成 16年度の進捗状況 き実施する。平成１８年度以降の南極地域観測第Ⅶ

については、世界 17カ国と EU 、世界気象 期計画を策定するため、１７年度始めに観測事業計

機関（ＷＭＯ）、政府間海洋学委員会（ＩＯＣ） 画検討委員会を設置し審議を行う。

の協力の下に、国際ＡＲＧＯ計画（目標投入 また、現在の南極観測船「しらせ」が平成１９年度

フロート数： 3000基）の実施に参画しており で退役し、２１年度に「しらせ」後継船が就航するまで

、地球変動予測の実施に不可欠な海洋デー の１年間の輸送の空白期間における輸送体制につ

タを投入している。我が国において、平成 16 いて、南極輸送問題調査会議の下に新たに設置した

年度までのフロート投入目標は 380基であ 「輸送問題計画文科会」において、更に検討を進め

ったところ、 374基（ 98％）を投入し、 7346 る。

の塩分水温データを取得した。 さらに、南極地域観測事業を統合的に推進する観

南極地域観測事業における平成 16年度 点から、１７年度初めに外部評価委員会を設置し、毎

の進捗状況については、南極域での環境変 年度観測計画の事後評価を実施し、次年度の観測

化の把握を目的とした多項目の観測を引き 計画に反映することを目指す。

続き行い、観測データの収集が進んだ。特

に、「ドームふじ氷床深層掘削計画」におい

ては、途中、電気系統のトラブルがあったも

のの、最終的には

１,４４８mを掘削し、氷床下１,８５０m までの



氷床コアを採取しており、最終年度である３

年目の掘削において３,０００m （残り１,１５０
m ）の氷床コアの採取は十分達成可能であ

る。

また、地球観測に係る体制強化について

は、わが国は地球観測サミットにおいて共同

議長として平成 16年 4月に東京で開催さ

れた第２回地球観測サミットで 10年実施計

画の枠組文書を採択、平成 17年２月に開

催された第３回地球観測サミットで全球地球

観測システム（ GEOSS ） 10年実施計画を

承認し、 10年実施計画の推進のための国

際調整メカニズムとして、地球観測に関する

政府間会合（ＧＥＯ）を設置した。

以上を踏まえ、概ね順調に進捗していると

判断。

地球温暖化等の地球規 ・温暖化の研究 平成１６年度の地球変動予測研究におい 引き続き、全球大気・海洋各モデル及び高解像度

模の環境変動の予測モ 開発課題数 ては、全海洋を対象とする水平格子 10km 結合モデルの開発を進め、それらのモデルを用いた

デルの開発研究を通じて ・水循環変動予 以下の渦解像世界海洋循環モデルの原型 数値実験や計算結果の解析を行いながらクオリティ

モデルの高精度化を図 測の研究開発課 版及び水平格子 5km以下の全球雲解像大 を向上させる。

る。また、気候変動に関 題数 気モデルの原型版を開発した。また、高解像 各シミュレーションプログラムを用いて、実際の大

する政府間パネル（ＩＰＣ ・共通基盤技術 度結合モデルについては、海洋（約 20km ） 気・海洋諸現象のメカニズム解明とその予測に役立

Ｃ）第４次評価報告書に 開発の研究開発 、大気（約 100km ）の高解像度の海洋・大 てる必要があり、そのための研究を進める。

資する日本モデルを開 課題数 気・陸面結合気候モデルを開発し、それを用 ｢人･自然･地球共生プロジェクト｣における温暖化ミ

発する。 いて IPCC ランを実施した。これらの成果を ッションとして，引き続き「日本モデル」の開発を行い

生かし、更に高精度な約 10km メッシュスケ ， IPCC第 4次評価報告書への更なる寄与を目指し

ールの全球大気・海洋各モデルの開発、及 て，温暖化予測の精度向上を図る。水循環変動予測

び高解像度結合モデルの開発に向け順調 ミッションとして、引き続き日本を中心としたアジア･モ

に進捗している。 ンスーン地域における陸水循環過程の解明に向けた

また、全球大気大循環シミュレーションプ 、高解像度の水循環モデル開発促進を図る。また、

ログラムについて、より高度な陸面モデルの 研究成果報告会の開催等により、引き続き成果の普

導入や雲や大気放射過程の改良を行った。 及に努める。



また、全球海洋大循環シミュレーションプログ

ラムについて、海氷サブ・モデルを導入する

改良を行った。さらに、全球大気海洋結合プ

ログラムについても改良を行った。

新しい計算格子系を用いた全球・領域結

合非静力学シミュレーションプログラム（大気

、海洋、結合）を開発した。このプログラムを

用いて行った台風の進路予測シミュレーショ

ンでは、実際の台風の進路や中心気圧の変

化等を高精度に再現し、このプログラムの有

効性を証明した。

なお、地球シミュレータに最適の計算性能

効率化を行うことによって、シミュレーション

の高速化に成功している。

RR2002 ｢人･自然･地球共生プロジェクト｣

について、温暖化ミッションとして６件，水循

環変動予測ミッションとして５件の研究開発

を進めてきた。平成 16年 9月に科学技術・

学術審議会研究計画・評価分科会による中

間評価を実施し、引き続き推進することが適

切という評価を得た他、平成 17年 3月に同

分科会地球科学技術委員会の委員等による

講評を実施し、広域水循環モデルの開発や

水資源予測の素過程のモデル化等が順調

に進展しており進捗状況は良好であるという

講評を得ている。

以上の状況を踏まえ、概ね順調に進捗し

ていると判断。

「持続型経済社会」の実 ・従来方針と比 リーディングプロジェクト｢一般･産業廃棄 引き続き、｢一般･産業廃棄物･バイオマスの複合処

現に向け、都市・地域か べたエネルギー 物･バイオマスの複合処理･再資源化プロジ 理･再資源化プロジェクト｣として、都市・地域から排出

ら排出される廃棄物・バ 変換効率 ェクト｣として，平成 16年度には，前年度に される廃棄物・バイオマスの無害化処理と再資源化

イオマスの無害化処理と 実施した各研究機関等における研究開発の にむけて、そのための要素技術開発や影響・安全性



再資源化（原料化･燃料 ための設備・機器等の構築及びシステムの 評価及び経済･社会システム設計に関する研究開発

化）に関する技術開発を 基本的な設計等をもちいて、システム開発導 行う。高効率ガス化・エネルギー変換に関するプロセ

行うとともに、その実用化 入を行うとともに実証実験を本格的に開始。 ス技術開発では、成果重視事業（旧：モデル事業）と

と普及を目指して，要素 高効率ガス化・エネルギー変換に関するプロ しての最終目標（平成１８年度目標）であるエネルギ

技術、影響・安全性評価 セス技術開発では，目標としたエネルギー変 ー変換効率：従来方式比１．７倍を目指し実証実験

及び経済･社会システム 換効率：従来方式比１．１倍を達成した。また 行う予定である。

設計に関する研究開発 平成 17年 3月には平成 16年度研究成果

を産学官の連携・協力に 報告会を開催し進捗状況の講評を行ったと

より行う。 ころであり，全体的に研究開発は概ね順調

に進捗しているとの評価を得た。以上の状況

を踏まえ、順調に進捗していると判断。

施策目標４－５ ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的推進 【主管課】研究振興局基礎基盤研究課

ナノテクノロジー 分野別バーチャルラボに － 分野別バーチャルラボについては、平成１ 引き続き、１０～２０年後の実用化・産業化を展望し

に関して、我が国 よって１０～２０年後の実 ６年度においては１５６２件の論文掲載がある た挑戦的な研究に関して研究者の緊密な連携の下

における産学官 用化・産業化を展望した など、着実にその成果が出てきており、概ね に効果的な研究を行うため、平成 18年度予算案に

の英知を結集した 挑戦的な研究に関して 順調に進捗していると判断。 おいて所要額を運営費交付金として計上。

戦略的な取組み 研究者の緊密な連携の

を行うと共に、物 下に効果的な研究を行う

質・材料に関して 。

、重点的に投資を 医療産業分野に適した － 生体適合材料の最終達成目標である臨 平成１７年度に実施された科学技術・学術審議会

行うことにより、総 産学官連携・医工連携研 床治験、厚労省申請に向けて、人工骨の開 研究計画・評価分科会ナノテクノロジー・材料委員会

合的かつ戦略的 究開発体制を確立し、ナ 発では従来の 1.5倍の強度を持つ多孔体の による中間評価結果を踏まえ、人工骨・人工靭帯等

な研究開発を進 ノテクノロジーとバイオテ 製造及び基本性能の実証、人工靭帯の開 の生体適合材料の開発、人工臓器の実証といった研

め、世界に先駆け クノロジーの融合によっ 発では臨床研究で良好な治癒・経過を確認 究を着実に実施し、実用化に向けた医工連携的な取

技術革新につな て、ヒトの機能を代替・補 するなど、概ね順調に進捗しており、人工臓 り組みを一層加速する。

がる成果を創出 助する生体適合材料の 器の研究の最終達成目標である小形動物

する。 開発および細胞とナノ生 実証実験に向けて、パターン化基板上での

体材料を複合化したナノ 培養に成功するなど、概ね順調に進捗して

医療デバイス・人工臓器 いると判断。

の研究を推進する。

2010年頃に訪れると予 － 新原理に基づくデバイス製作技術に関し 平成１７年度に実施された科学技術・学術審議会

想されるシリコン電子デ て、バイオナノドット製作効率改善、基盤吸 研究計画・評価分科会ナノテクノロジー・材料委員会



バイスの微細化の限界を 着特性改良や配列制御性向上など、製作に による中間評価結果を反映し、研究内容の選択と集

打破するため、より小型、 必要な技術、知識の蓄積が進められた。 中を図ったうえで、特定デバイスの作製とその特性追

より高速、より省電力のデ また、デバイス化に必要な材料特性の把握と 及を縮小し、個々のプロセスの詳細を検討して微細

バイスを、バイオテクノロ して、バイオナノドットの実験的電気特性の プロセスとして確立することに集中する。

ジーを利用した新原理プ 解明が進められ、プロトタイプデバイスの実

ロセスを用いて世界に先 現に向け、概ね順調に進捗していると判断。

駆けて開発し、 IT分野

において世界を先導する

ことを目指す。

広範な科学技術分野の － 感度向上実証用の原型機（ 300MHz級） 平成１７年度に実施された科学技術・学術審議会

研究開発に資するととも は、一部で技術的困難による遅延があったも 研究計画・評価分科会ナノテクノロジー・材料委員会

に、産業の技術革新のた のの設置・調整段階に入り、平成１７年度中 による中間評価結果を反映し、プロジェクト後半は世

めの基盤研究として重要 に計測信号取得の見通し。 界最高感度の達成と開放空間を活用したアプリケー

な、世界最先端のナノ計 走査型マルチプローブ統合制御装置の開 ションの開発の早期実現に向けて計画を再構築して

測、分析機器を開発する 発では、原子間力顕微鏡装置へ高感度変 推進する。

。 異計測光学系を組み合わせた装置分解能

の検証など、概ね順調に進捗していると判断

。

大型・特殊施設・設備を － ナノテクノロジー総合支援プロジェクトの技 これまでの施策の効果を維持しつつ、より高度で

活用したナノテクノロジー 術支援については、平成１６年度の支援件 多様な支援要請に対応するために、ウェブ利用申請

に関する高度技術支援 数が 1,000件を超え、関連研究発表が システムの一層の拡充、利用者のスキルアップのた

を行い、併せて情報収集 1,400件を超えており、概ね順調に進捗して めの講習の実施や、これまで充分に対応できていな

・発信および研究者の交 いると判断。 かったバイオ分野、分子領域における分光学的支援

流促進を図り、総合的に 情報支援に関してはナノテクノロジーに関 、放射光領域におけるナノデバイスへの展開等を図

研究活動を支援すること する情報収集・発信、研究者の交流促進を る一方、設備費等の面で合理化を図りつつ各種施策

を通じて、我国における 強力に推進している。 を推進している。

ナノテクノロジーを戦略

的に推進する。

物質・材料研究機構にお － 独法評価委員による「業務の実績に関す これまでの施策の効果を維持しつつ、平成１８年度

いて、物質・材料科学技 る評価」において、「現段階では、中期計画 からの第２期中期目標・計画（案）において、ナノテク

術に関する研究開発等 を十分達成し、今後、それを上回る成果が得 ノロジーを活用した物質・材料研究に大幅に重点化

の業務を総合的に行うこ られると判断される」と評価されており、概ね している。



とにより、物質・材料科学 順調に進捗していると判断。

技術の水準の向上を図り

、国際競争力があり持続

的発展が可能で、安心・

安全で快適な生活がで

き資源循環可能な社会

の実現に貢献する。

施策目標４－６ 原子力分野の研究・開発・利用の推進 【主管課】研究開発局原子力計画課

【関係課】科学技術・学術政策局原子力安全課、研究振興局量子放射線研究課、研究開発局開発企

画課立地地域対策室・原子力研究開発課・原子力計画課核融合開発室

エネルギーの供 エネルギーの長期的安 － サイクル機構が電気事業者等と連携して 「高速増殖炉サイクル実用化戦略調査研究」は、

給安定性や環境 定供給を実現するという 進めている「高速増殖炉サイクル実用化戦 途中段階の取りまとめであるフェーズⅡの最終取り

適合性に優れた 観点から、供給安定性や 略調査研究」については、現在フェーズⅡ まとめに向けて、研究開発を実施。（１７年度）

我が国の基幹電 環境適合性に優れた原 （ H13～ 17年度）段階であり、炉型、再処

源である原子力 子力の特性を技術的に 理法、及び燃料製造法に関する複数の実用

発電の特性を向 高める高速増殖炉サイク 化候補技術について明確化および研究開

上させつつ、また ル技術について、実用化 発計画等の検討を行っており、平成 17年度

、原子力の多様 に向けた技術確立を図る 末の最終取りまとめに向け、予定通り進捗。

な可能性を引き 。また、核融合技術につ 高速増殖原型炉「もんじゅ」の運転再開に 高速増殖原型炉「もんじゅ」については、改造工事

出しながら、当該 いても、実用化に向けた 向けた準備については、国の安全審査等に 着手への地元自治体の了解が得られたことから、安

分野における研 研究開発を進める。 おいて改造工事の安全性が確認され、改造 全性を向上させるための本格的な改造工事に着手（

究開発を進め、そ 工事着手への地元自治体の了解も得られた １７年度９月）。平成１８年度予算案においても、２２０

の研究成果を利 ことから、改造工事に向けた準備工事を進め 億円を措置。

用することにより、 ており、順調に進捗。早期の運転再開を目

社会・経済の発展 指し、その後は、１０年程度を目処に所期の

や国民生活の質 目的（「発電プラントとしての信頼性実証」と「

の向上を図る。 ナトリウム取扱技術の確立」）を達成すること

に優先的に取り組む。

ＩＴＥＲ計画については、ＩＴＥＲ建設準備の 平成１７年６月にＩＴＥＲの建設地が仏に決定すると

ための技術的な設計等の国際活動について ともに、我が国において欧州と協力し幅広いアプロー

は、他極と協力して、着実に推進。建設地の チ（ＩＴＥＲと並行して補完的に取り組むべき研究開発

合意に向けて、関係国との協議を精力的に プロジェクト）を実施することがけってした。ＩＴＥＲ計画



行ってきているものの、平成 16年度中には に関する協定等についても協議は大きく進展したが

合意は得られておらず、建設着手にやや遅 、最終的には協議は終了しておらず（平成１８年２月

れあり。（※なお、平成 17年 6月、 ITERの 時点）、ＩＴＥＲ建設の開始にはいたっていない。幅広

欧州への設置が正式に決定された。） ITER いアプローチについては、平成１７年度１０月に、その

の建設活動開始のためには協定案の策定 具体的プロジェクトを決定したところであり、その早期

が課題となっており、１７年度はできるだけ早 実施に向け、欧州と詳細な実施内容の調整を行って

期に協議を終了し、建設活動に着手する。 いる。

以上のことから総合して、進捗にやや遅れ ＩＴＥＲ建設活動の早期開始に向け、平成１８年度

が見られると判断。 予算案において、国際熱核融合エネルギー機構分

担金（１．６億円）と国際熱核融合実験炉研究開発費

補助金（１２億円）を措置。

ＩＴＥＲ計画推進体制の強化のため、核融合国際協

力専門官及びＩＴＥＲ計画係長を措置。（１８年度）

量子ビームテクノロジー（ ・重粒子線がん 大強度陽子加速器については、世界最高 所要の予算（平成１８年度予算案：３００億円）を確

加速器技術など先端科 治療の治療患者 レベルの中性子線強度を持つ加速器で、平 保し、大強度陽子加速器施設の建設・整備を着実に

学技術の発展に伴う高 数 成２０年度のビーム利用に向け、日本原子力 推進。また、省内に「量子ビーム研究開発・利用推進

度かつ多様な放射線利 ・重イオン加速 研究所と高エネルギー加速器研究機構が共 検討会」を設置して、施設の利用促進等に向けた施

用技術等）について、科 器施設における 同で整備を進めているものであり、平成１６年 策・課題の検討を実施。（平成１８年１月最終報告書

学技術・学術分野から各 共同実験者数 度には、ニュートリノ実験施設の建設に着手 取りまとめ）

種産業にいたる幅広い ・中性子の利用 するなど計画通り順調に進捗。今後とも着実

分野での利活用の促進 について に建設を進めるとともに、各種ビーム利用に

を図る。 （ JRR-3の例） 先立って産業界や研究者コミュニティが共同

利用しやすい仕組みの整備等に向けた検討

が必要となる。

RIビームファクトリーについては、水素か 所要の予算を確保し（平成１８年度予算案：１１億

らウランまでの全元素の RIを世界最大の強 円）、 RIビームファクトリーの建設・整備を着実に推

度でビームとして発生する加速器であり、理 進。また、省内に「量子ビーム研究開発・利用推進検

化学研究所において平成１９年度のビーム 討会」を設置して、施設の利用促進等に向けた施策・

利用に向け整備を進めているところ。平成１ 課題の検討を実施。（平成１８年１月最終報告書取り

６年度には、ビーム輸送系の整備を行うなど まとめ）

、計画通り順調に進捗。今後とも着実に建設

を進めるとともに、各種ビーム利用に先立っ



て産業界や研究者コミュニティが共同利用し

やすい仕組みの整備等に向けた検討が必

要。

既存の量子ビームテクノロジー利用施設と 所要の予算（平成１８年度予算案：５５億円）を確保

しては、特に放射線医学総合研究所におけ し、がんの疾患別の最適な重粒子線照射技術の確

る医療利用が着実に進んでおり、重粒子線 立など治療の高度化を推進するとともに、重粒子線

がん治療について平成１５年１０月に厚生労 がん治療普及のための情報提供や人材育成等を実

働省による高度先進医療の承認を受けたと 施。

ころ。平成１６年度末までの累計の治療患者

数は 2,192名。また、中枢神経、子宮に対

する照射や、超短期照射による臨床試験を

実施し、治療の最適化に向けデータを順調

に蓄積する一方で、普及に向けた装置の小

型化に関する研究開発についても順調に進

捗しているところ。今後は、普及へ向けた小

型加速器の要素技術開発や人材育成等が

重要。

以上のことから、概ね順調に進捗している

と判断。

我が国の原子力開発利 － 平成１６年度は、日本原燃株式会社再処 平成１９年度に予定されている六ヶ所再処理施設

用を円滑に進めるため、 理施設のウラン試験開始前までに、必要な の操業に向けて、事業の進捗に合わせて今後とも保

国際協力を進める。また 保障措置機器等の整備がなされた。さらに、 障措置体制の整備を着実に実施。平成１８年度予算

、電源立地対策として、 ウラン試験開始に伴い、六ヶ所保障措置分 案においては、２億円を措置。

発電の用に供する施設 析所が運営開始され、核燃料物質による保

の設置及び運転の円滑 障措置機器の調整が進められる等、日本原

化に資する。 燃株式会社再処理施設の操業開始までに、

保障措置システムの確立に向けて想定どお

りに着実に推進されており、概ね順調に進捗

していると判断。 平成１８年度予算案においては、事業を精査した

電源立地対策として、各立地自治体等か 上で所要の額（２２０億円）を措置した。また、電源立

らの申請に基づく補助金・交付金の交付等 地地域対策交付金においては、当該交付金事業の

を行った。引き続き、電源立地対策としての 透明性向上の観点から、平成１７年度実施分より地方



財政上の措置を講じることが必要。 公共団体が行う交付金事業の概要及びその評価を

地方公共団体において公表することとなったが、文

部科学省においても、それらの事業の概要をインタ

ーネット等で公表することとした。

放射性同位元素に関するセキュリティ対策の強化

を図るための放射性物質セキュリティ専門官１名と放

射線源管理係長１名を措置。（１８年度）

保障措置の実施の強化を図るための保障措置設

計専門官１名と査察官２名を措置。（１８年度）

施策目標４－７ 宇宙分野の研究・開発・利用の推進 【主管課】研究開発局参事官付

【関係課】研究開発局宇宙開発利用課

新たな活動領域 安全で安心な社会の構 ・開発中の衛星 地球観測・通信・測位分野における衛星の 今後打上げ予定の地球観測・通信・測位の各衛星

として更なる展 築、国民生活の豊かさ 数 開発については、打上げ年度を変更した衛 について、信頼性の一層の向上と確実なミッ

開が期待される と質の向上、経済社会 ・打ち上げられ 星があるものの、信頼性の高い衛星の技 ションの遂行を実現するために、「信頼性向上

宇宙において、 への貢献を目指し、信 た衛星数 術開発が着実に進められており、また、 プログラム」を創設。（平成１７年度）

人工衛星による 頼性の高い衛星開発技 ・運用中の衛星 現在運用中の衛星については、引き続き 「全球地球観測システム（ＧＥＯＳＳ）１０年

地球観測等の宇 術を確立するために、 数 順調に運用されていることから、概ね順 実施計画」に貢献するために、人工衛星によ

宙開発利用によ 地球観測・通信・測位 調に進捗していると判断。 る地球観測態勢の強化を目的とした、「地球観

り、安全で安心 分野における衛星の開 測衛星開発費補助金」を創設。（平成１７年度）

な社会の構築、 発、運用を行う。

国民生活の豊か 人類の知的資産の拡大 ・開発中の衛星 世界最高水準の特色ある太陽系探査科 太陽系科学探査技術の確立に資するため、新た

さと質の向上、 を目指し、世界最高水 数 学や天文観測のための科学衛星の開発に に水星探査プロジェクト（Bepi Colombo）の開発

経済社会への貢 準の特色ある太陽系探 ・打ち上げられ ついては、打上げ年度を変更した衛星があ に着手。（平成１７年度）

献等を目指す。 査科学や天文観測の技 た衛星数 るものの、信頼性の高い衛星の技術開発が

術を確立するために、 ・運用中の衛星 着実に進められており、また、現在運用中の

科学衛星の開発、運用 数 衛星については、引き続き順調に運用され

を行う。 ていることから、概ね順調に進捗していると

判断。

安全で安心な社会の構 ・Ｈ－ⅡＡロケ 我が国として重要な人工衛星とロケット 我が国の基幹ロケットであるＨ－ⅡＡロケット

築、国民生活の豊かさ ット打上げ回 を独自に宇宙空間に打ち上げる能力を維 の信頼性の一層の向上と確実なミッションの遂行

と質の向上、経済社会 数 持するために必要な技術開発を概ね順調 を実現するために、「信頼性向上プログラム」を

への貢献を目指し、我 ・Ｈ－ⅡＡロケ に実施し、概ねスケジュールどおりに我 創設。（平成１７年度）



が国として重要な人工 ット打上げ成 が国の基幹ロケットであるＨ－ⅡＡロケ 国の持続的発展の基盤であって長期的な国家戦

衛星とロケットを、必 功回数 ット７号機の打上げに成功したことから 略を持って取り組むべき技術（国家基幹技術）と

要な時に、独自に宇宙 ・Ｍ－Ⅴロケッ 概ね順調に進捗していると判断。 して、宇宙輸送システムの開発を推進。（平成１

空間に打ち上げる能力 ト打上げ回数 ８年度以降）

を維持することができ ・Ｍ－Ⅴロケッ

るような宇宙輸送シス ト打上げ成功

テムを開発する。 回数

国民生活の豊かさと質 － 国際宇宙ステーション（ＩＳＳ）計画におい 国際宇宙ステーション計画の国際的調整も含め

の向上、経済社会への て日本が開発を担当する日本実験棟「きぼう 、状況の変化に的確に対応しながら引き続き着実

貢献、人類の知的資産 」（ＪＥＭ）の開発は概ね完了し、確実な打上 に推進。

の拡大を目指し、国際 げ、運用に向けた準備を実施している。また

宇宙ステーション計画 、宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ）も、順調に

等の国際協力に参加し 開発が進捗している。さらに、有人宇宙活動

、国際約束を果たすと の基盤技術についても、「きぼう」の開発等に

ともに、有人宇宙活動 より効率的かつ効果的に蓄積している。以上

のための基盤的技術を より、概ね順調に進捗していると判断。

効率的かつ効果的に蓄

積する。

施策目標４－８ 海洋分野の研究開発の推進 【主管課】研究開発局海洋地球課

地球全表面の 7 地球環境変動の検証、 ・アルゴフロート ・海洋観測ブイシステムにより、海洋・大気に ・展開している海洋観測ブイシステムを着実に運用す

割を占め、多様な 定量化を行うため、アジ の投入フロート 関するデータを得、公開している。 るとともに、インド洋の海洋・大気等に関する観測網を

資源・空間を有す ア・太平洋域を中心とし 数及び割合－ ・国際 ARGO計画（目標投入フロート数： 強化していく。

る海洋に関する た地域で海面・陸面・大 3000基）を実施に参画しており、我が国に ・引き続き、国際 ARGO計画（投入目標フロート数

調査研究を行うこ 気の観測を実施するとと おいて、平成 16年度までのフロート投入目 3000基）に貢献する。

とで、気候変動、 もに、得られた観測デー 標は 380基であったところ、 374基（ 98％） ・データの公開を行うにあたり、引き続きデータの精

地殻変動等の地 タの研究者等への提供 投入し、 7346の塩分水温データを取得した 度を向上させる。

球変動現象を解 を行う。 。

明し、国民生活の ・北ユーラシアから、東南アジアにかけて、陸

質の向上など経 面気象水文観測、レーダー、ウインドプロフ

済社会への貢献 ァイラー、ＧＰＳ等の大気観測により、各種デ

を目指す。 ータを取得し、大気水循環のダイナミクスに

ついての理解を深めた。



・海洋地球研究船「みらい」による南半球周

航航海で水温、塩分等のデータを取得した

。

・パラオ周辺域において、地上気象観測やウ

インドプロファイラー観測などを実施し、モン

スーン変動に伴う降水過程の観測体制を強

化した。

以上のように、海面・陸面・大気の観測を

着実に行い、データの蓄積が進み、多くの

研究者の利用に資していることから概ね順調

に進捗しており、引き続き、観測網の強化を

通じて、観測研究を継続的に進めていくこと

が必要である。また、データの公開を行うに

あたり、引き続きデータの精度を向上させる

必要がある。

自然の気候変動や人間 ・<気候変動予測研究>太平洋、インド洋、 ・引き続き、現象と過程に関する研究を行い、各種

活動に起因する地球温 北極海、ユーラシア大陸アジア域等における モデルの開発を進め、それらのモデルを用いた数値

暖化等の地球環境変動 気候変動および海洋・大気中に生起する関 実験や計算結果の解析を行いながらクオリティを向

について、その現象と過 連現象についての知見を蓄積するため、モ 上させる。

程の研究を行い予測モ デルを開発して数値実験を行った。

デルを開発する。 ・<水循環変動予測研究>流域・地域スケー

ルから全球スケールまでの水循環モデルを

開発するため、水循環変動の諸物理過程の

解明研究を行った。

・<大気組成変動予測研究>温室効果ガス及

び大気汚染物質の放出量の増加が気候、

環境に与える影響を把握するための研究を

行った。

・<生態系変動予測研究>気候・環境変動が

海洋・陸域生態系の機能・構造へ与える影

響等を予測・評価するモデルの開発を行っ

た。



・<地球温暖化予測研究及び分野横断型モ

デル開発および総合研究>全海洋を対象と

する水平格子 10km以下の渦解像世界海

洋循環モデルの原型版及び水平格子 5km
以下の全球雲解像大気モデルの原型版を

開発した。

以上のように、地球環境変動について、現

象と過程に関する研究を行い各種モデルの

開発を行ったことから、概ね順調に進捗して

おり、引き続き、実施するとともに、それらの

モデルを用いた数値実験や計算結果の解

析を行いながらクオリティを向上させる必要

がある。

海域の地震・火山活動を ・構造イメージン ・日本列島の地殻変動に密接に関係するフ 目標達成に向けて、新しいプレート挙動モデルの開

引き起こす地球内部の動 グの進捗状況（ ィリピン海プレート・太平洋プレートの沈み込 発を進めるとともに、シミュレーションの高度化・信頼

的挙動（ダイナミクス）に モデル対象域の み帯及び伊豆・小笠原・マリアナ弧に重点を 性向上のために、海域での地殻活動モニタリングの

ついて、調査観測等によ 範囲：広さ 置いて構造イメージングを進めた。 充実を図るなど、引き続き研究開発を推進する。

り現象と過程に関する研 600km× ・マントル対流モデルと結びついた地球内部

究を推進するとともに、海 300km×深さ 構造モデルを開発するため、観測研究を実

底地殻変動による災害の 50km ） 施した。

軽減に資するモデルを ・プレート沈み込み・マントル深部物質上層

開発する。 等による地球内部の物質移動についての知

見を蓄積するため、地球深部起源マグマの

科学的・岩石学的解析、地球内部の超高圧

下での物性実験等を行った。

以上のように、調査観測等による現象と過

程に関する研究を行い、地球内部プレート

の動的挙動モデルの開発が進んでいること

から、概ね順調に進捗していると判断。新し

いプレート挙動モデルの開発を進めるととも

に、シミュレーションの高度化・信頼性向上

のために、海域での地殻活動モニタリングの



充実を図る必要がある。また、引き続き、地

震・電磁気観測を実施し、データの解析等を

行い、より精度を向上させたマントル対流モ

デルの開発や物性研究においては実験方

法の改良を行い、より高温・高圧での物性実

験法の開発を進める必要がある。

海洋の多様な生物・生態 － ＜極限環境生物展開研究＞既に完了し 目標達成に向けて、生物の多様性をゲノム科学的

系を把握するとともにそ た 3種の極限環境微生物のゲノム解析の結 アプローチからすすめるなど、引き続き、研究開発を

の機能等に関する研究 果に基づき、微生物の特性とゲノム情報との 推進する。また、「ちきゅう」の運航が始まった際には

を行う。また、得られた成 関連を解明する研究を進めている。 、海底コアが採取されることから地殻内微生物の探索

果を基に社会と経済の発 ＜地殻内微生物研究＞地殻内の微生物 を始めとした新たな研究を行う。

展に資するため、産業応 の生息環境・種類・量を解明する研究を進め

用への展開に資する研 ている。

究開発等を行う。 ＜海洋生態・環境研究＞中・深層以深の

深海生態系における生物生産、食物連鎖、

物質循環を解明する研究を進めている。

以上のような研究が進んでおり、また民間

企業との接点となる深海バイオフォーラムを

開催するとともに、民間企業との共同研究を

実施し、研究成果の還元も順調に行われて

いることから、概ね順調に進捗していると判

断。

引き続き、生物の多様性をゲノム科学的ア

プローチからさらに進め、効率的な地殻内微

生物の探索・解析手法の開発を進める必要

がある。

海上・海中・海底・地殻 ・自律型無人潜 自律型無人潜水機の研究において、自律 自律型無人潜水機の実運用化に向けて自律性能

内等の多様な環境下で 水機の航続距離 航行性能の確立ならびに航続距離の長距 や観測性能を向上・充実させるべく研究開発を進め

の調査観測機器開発等 離化を目指して研究を実施した。動力源とし る。

、海洋に関する研究開発 てはリチウムイオン電池と、更なる航続距離

の進捗のために必要な の延長をねらって開発された閉鎖型燃料電

基盤技術を開発する。 池を潜水機としては世界で初めて搭載し研



究を実施した。

＜次世代の総合海底観測ネットワーク＞

給電システム、センサーインターフェイスなど

の検討を行い、試作品の作成や理論的解析

を行った。

＜センサー＞熱水域の地下構造解明に

資するセンサーについて、化学的計測手法

の中で、電気化学的な計測手法について基

礎的な検討などを行った。

＜水中音響＞水中音響技術の研究にお

いて、水槽実験及び海域実験を行い、伝搬

特性等のデータを取得した。

以上のように、各プロジェクトによる技術開

発が進んでおり、海洋に関する研究開発の

進捗のために必要な基盤技術の開発は、概

ね順調に進捗しており、引き続き、自律型無

人潜水機の実運用化に向けて自律性能や

観測性能を向上・充実させるべく研究開発を

進める。

地球環境変動、地球内 － 地球深部探査船「ちきゅう」の建造が進み 地球深部探査船「ちきゅう」は、平成１７年度夏に完

部ダイナミクス、海底地殻 、平成１７年度夏ごろの完成が見込まれるこ 成・引渡が行われ、現在、運航に向けた試験運用を

内微生物等の地球科学 とから概ね順調に進捗していると判断。完成 実施している。

に関する研究を促進する 後には、国際運用に向けた試験運用を実施

ために、最終的に水深 する必要がある。

2500mの海底下から深

度 7,000m掘削し、地層

からマントル物質を含む

有用な試料を採取できる

地球深部探査船の建造

を行う。

施策目標４－９ 社会基盤等の重要分野の推進や急速に発展しうる領域への対応 【主管課】科学技術・学術政策局計画官

【関係課】研究開発局地震・防災研究課・防災科学技術推進室、研究開発局



参事官付、研究振興局基礎基盤研究課

豊かで安心・安全 全国主要９８断層帯の活 － 地震調査研究推進本部地震調査委員会 平成１７年度より、より効果的・効率的な地震防災

で快適な社会を 断層調査結果等により、 は、主要９８断層帯を対象とした活断層調査 対策の推進に資するため、将来強い揺れに見舞わ

実現するために、 「全国を概観した地震動 の結果等を踏まえた長期評価等を基に、平 れる可能性が高い地域において特定の地震を対象

社会の抱えている 予測地図」を作成する。 成１７年３月、「全国を概観した地震動予測 により高精度の長期予測及び強震動予測を行うことと

リスクを軽減する 地図」を作成・公表し、想定どおり目標を達成 して、従来の基盤的調査観測に加えて、地域や箇所

研究開発や国民 したと判断。なお、「地震に関する基盤的調査 を絞った重点的調査観測を実施している。

の利便性を向上 観測計画」において定められた、基盤的調

させ、質の高い生 査観測の対象となるべき基準を新たに満た

活を実現するた すことが明らかとなった断層(帯)のうち、長期

めの研究開発成 評価を行うために必要なデータが得られて

果を創出する。 いないものについては、速やかに調査に着

手する必要がある。

また、長期評価を行った主要９８断層帯に

ついて十分な信頼度が得られていないもの

については、これまでの活断層調査を補完

する調査を行うことが重要である。さらに、強

い揺れに見舞われる可能性が高いことが示

された地域の特定の地震については、長期

的な地震発生時期及び地震規模の予測精

度の向上、地殻活動の現状把握の高度化、

強震動予測精度の向上等を図るため、重点

的な調査観測を行う必要がある。

地震災害に負けない都 － Ｅ－ディフェンス（実大三次元震動破壊実 平成１７年度、１８年度は、大都市大震災軽減化特

市を創るため、地震によ 験施設）は、平成１７年３月に完成し、想定ど 別プロジェクトにおいて、Ｅ－ディフェンスを用いた実

る被害を最小限にするた おり目標を達成したと判断。 大実験を、鉄筋コンクリート、木造建造物、地盤基礎

めの共用の研究施設「Ｅ を対象に実施する。

－ディフェンス（実大三次

元震動破壊実験施設）」

を完成させる。

大都市圏において大地 － 大都市圏における地震災害による人的・ 平成１６年度に引き続き「大都市大震災軽減化特

震が発生した際に人的・ 物的被害の軽減化に向け、「大都市大震災 別プロジェクト」を着実に推進。



物的被害を軽減化できる 軽減化特別プロジェクト」（平成１４～１８年度

ことを目指した研究開発 ）を継続して実施しており、それぞれのサブ

を推進し、地震防災対策 テーマについて年次計画どおり進捗しており

に関する科学的・技術的 、概ね順調に進捗していると判断。平成１６

基盤を確立する。 年度に「科学技術・学術審議会研究計画・評

価分科会防災分野の研究開発に関する委

員会」において実施された中間評価におい

ては、所期の研究開発目標を達成しつつあ

るとの評価を受けており、今後とも同プロジェ

クトを着実に推進することが重要である。

地震、火山噴火など自然 － 「防災研究成果活用による総合防災研究 平成１６年度に引き続き「防災研究成果活用による

災害発生可能性の高い 成果普及事業」は、平成１６年度に公募を実 総合防災研究成果普及事業」を着実に推進。

地域において、最新の科 施し、「科学技術・学術審議会研究計画・評

学的知見・成果の普及を 価分科会防災分野の研究開発に関する委

通じた防災力の向上に 員会」の審査結果を踏まえ、２課題選定した

資する事業を推進し、地 。平成１６年度は、３ヵ年事業の初年度に当

震防災対策に関する科 たり、それぞれの課題において、年次計画ど

学的・技術的基盤を確立 おり事業が進捗しており、概ね順調に進捗し

する。 ていると判断。今後とも同プロジェクトを着実

に推進することが重要である。

地球観測等への利用が － 平成１６年度は北海道大樹町において定 平成１６年度の定点滞空飛行試験をもって、予定

可能な成層圏プラットフ 点滞空飛行試験を実施した。要求値を十分 していた所期の研究開発を終了し、想定どおりの成

ォーム飛行船システムを 満足し、定点滞空性能を確認できた。また、 果を達成。平成１７年度は、第三者機関において、こ

実現するため、平成 16 同時に搭載した機器により実施した通信・放 れまでの成果や問題点等をとりまとめ、事後評価を実

年度までに、「成層圏滞 送及び地球観測の両ミッションにも成功した 施した。今後は、成層圏プラットフォーム飛行船シス

空飛行試験」及び「定点 。よって、平成１６年度の達成度合いとしては テムを実現するための技術実証機の開発ににあたり

滞空飛行試験」を通じて 、想定どおり達成。平成１５年度の成層圏滞 課題となる要素的な研究開発に注力し、その研究開

飛行船の成層圏到達技 空飛行試験の結果とあわせ、成層圏到達技 発に目処が付いた段階で、将来構想についても考慮

術及び定点滞空技術を 術及び定点滞空技術とも実証した。 の上、研究開発のあり方を判断する。

確立する。

国産小型旅客機及びエ － 国産小型旅客機及びエンジンとも、独立 国産小型旅客機については、計画が見直され、

ンジン開発の実現を目指 行政法人宇宙航空研究開発機構が、それぞ 初飛行が平成１９年度から平成２３年度に変更された



して、民間企業主体の研 れ民間企業と共同研究契約を結び、企業が 。そのため、変更後の計画に基づき、独立行政法人

究開発プロジェクトへの 必要とする技術開発に協力するとともに、後 宇宙航空研究開発機構が民間企業との共同研究を

技術協力等を通じて研 継機への適用を目指した革新技術の研究開 実施し、企業が必要とする技術開発に協力している。

究開発成果の実用化を 発を実施した。 エンジンについては、計画の変更はなく、引き続き

図る。 機体については、共同研究項目６項目の 、独立行政法人宇宙航空研究開発機構が民間企業

すべておいて企業の要求する成果が得られ との共同研究を推進している。

ており、また、エンジンについては、１６年度

中に成果を出さなければならない共同研究

項目３項目のすべてにおいて企業の要求す

る成果が得られ、機体・エンジンの設計等に

反映された。

よって、平成１６年度の達成度合いとしては、

概ね順調に進捗。

テラヘルツ光を利用した － 「新産業基盤「未踏光学（テラヘルツ光学 平成１７年８月に実施した「新産業基盤「未踏光学

医療システム及びその基 ）」開発・創生プロジェクト」において、計画に （テラヘルツ光学）開発・創生プロジェクト」の中間評

盤技術を開発するととも 沿って研究を実施した。平成１６年度におい 価結果などを踏まえ、引き続き、研究を着実に実施し

に、テラヘルツ光高感度 ては、小型電子デバイス（タンネットダイオー ている。

検出・イメージング等の ド）を用いた高感度・高分解能な小型イメー

検出技術を研究開発す ジングシステム等の要素技術の構築等に成

る。 功しており、概ね順調に進捗していると判断

。

施策目標５－１ 競争的かつ流動的な研究開発システムの構築 【主管課】科学技術・学術政策局調査調整課

【関係課】科学技術・学術政策局基盤政策課、研究振興局学術研究助成課、基礎基盤研究課

、研究環境・産業連携課

競争的資金の改 競争的資金の倍増の方 ・競争的資金予算額 文部科学省では、平成１６年度には厳し 基本計画の最終年度にあたる平成１７年度におい

革及び拡充等に 針に沿って文部科学省 い財政状況の中、対前年度比4.1パーセン ては、競争的資金の倍増目標を踏まえて、文部科学

より競争的な研究 における競争的資金の ト増となる2,825億円を確保し、平成１２ 省の一般歳出予算が対前年度比で減額となる厳しい

開発環境を整備 倍増を目指す。 年度比1.2倍の拡充となったことから、一 財政状況のもとで抜本的な拡充を図り、対前年度比

するとともに、任 定の成果が上がっており、概ね順調に進 784億円、28パーセント増となる3,609億円を措置。

期制の広範な普 捗と判断されるが、引き続き競争的資金 平成18年度においては、産学共同シーズイノベー

及等による人材の の拡充に取組む。 ション化事業を新設予定。

せ、競争的かつ 第２期科学技術基本計 － 従来より事前、中間、事後評価を適切に 引き続き、公平で透明性の高い評価の実施すると



流動的な研究開 画、総合科学技術会議 実施し、中間評価の結果を踏まえた研究計 ともに、PO・PDを配置することにより、競争的資金

等の方針を踏まえながら 画の変更、縮小、中止など適正な処理に努 制度の一連の業務を一貫して管理する実施体制を整

公正で透明性の高い評 めている。平成１６年度は「競争的研究資 備する。また、本省の配分機能の独立した配分機

価の確立を図るとともに、 金制度改革について（意見）」（平成１５ 関への移行を図る。

評価に必要な体制を整 年４月２１日）を踏まえ、各制度において 競争的資金に係る制度横断的な事項等の増加に

える。 第２期科学技術基本計画、総合科学技術会 対応し、制度改革を進めるため、競争的資金係長

発システムを構築 議等の指摘事項（PO、PD）による一元的管 １名を措置（18年度）。

する。 理・評価体制の整備、本省の配分機能の独

立した配分機関への移行等）への対応が

進捗していることから、概ね順調に進捗と

判断されるが、引き続き制度改革に取組む

必要がある。

競争的資金の中の間接 ・間接経費（文部科 間接経費措置額が増加しており、措置対 間接経費は研究機関の研究環境やマネジメント体

経費を拡充する。 学省） 象プログラムも増加していることから、概 制の整備に不可欠であり、引き続き間接経費措置額

ね順調に進捗と判断。 及び対象プログラムの拡充を図っていく。

国研、独法研究機関、大 ・国研、独法研究機 任期制の広範な普及については、任期 引き続き、国研、独法研究機関、大学等におけ

学等において任期制の 関における新規採用 制に馴染まない部分があるなど、各研究 る任期制に係る取組状況ついての実態調査を実施

広範な普及を図る。 者のうち任期付研究 機関の個々の事情に拠るところがあるが し、調査結果を広く関係機関に周知予定。（17年

員の占める割合 、国研、独法研究機関における新規採用 度）

・大学の各年度 者の約４９パーセントが任期付で採用さ

における採用者 れているなど、常勤研究者に占める任期

のうち任期付教 付研究員の割合が増加していることから

員の占める割合 、概ね順調に進捗していると判断。

人材の流動性向上については、研究機

関によって、研究の継続性等により任期

制が馴染まなないという実態があり、さ

らに実態を調査することが必要。

国研、独法研究機関、大 ・国研、独法研究 研究職の採用に関する公募の導入につ 引き続き、国研、独法研究機関、大学等における

学等の研究者の採用に 機関の各年度に いては、採用するポストの特殊性など、各研 公募に係る取組状況ついての実態調査を実施し、調

ついて原則公募を目指 おける採用者の 究機関個々の事情に拠るところがあるが、国 査結果を広く関係機関に周知予定。（ 17年度）

す。 うち公募による 研、独法研究機関における新規採用者の約

採用者の占める 80パーセントが公募により採用されるなど、



割合 公募による採用者の割合が増加していること

・大学の各年度 から、概ね順調に進捗していると判断。

における採用者 人材の流動性向上については、研究分野

のうち公募による の特殊性により研究者のマーケット等が小さ

採用者の占める く公募では必要な人材が集まらないという指

割合 摘もあり、さらに実態を調査することが必要。

ポストドクターの流動性 ・日本学術振興 国研、独法研究機関、大学等における若 引き続き、日本学術振興会特別研究員事業（ PD
向上に向けた環境の整 会の特別研究員 手任期付研究者の割合が増加するとともに、 及びＳＰＤ）におけるポストドクターの流動性向上に向

備を促進し、学位取得後 (PD及びＳＰＤ) 日本学術振興会の特別研究員（ＰＤ及びＳＰ けた取組（原則、出身研究室と異なる研究室で活動

の早い段階から、多様な における新規採 Ｄ）において、新規採用者のうち出身研究室 する者を採用する）を推進。（ 17年度）

研究環境の選択による若 用者のうち出身 以外の研究室を選定した者の割合は 93パ 引き続き、大学の教員や国研、独法研究機関の任

手研究者自身の創造性 研究室以外の研 ーセント（ 15年度）から 95パーセント（ 16 期制、公募の状況について継続的に調査を実施。

豊かで広い視野を有する 究室を選定した 年度）に増加しており、概ね順調に進捗して （ 17年度）

研究能力の涵養を目指 者の占める割合 いると判断。 18年度より、ポストドクター等が社会の様々な分野

す。 ・国研、独法研 へ進出することを推進するため、「科学技術関係人材

究機関における のキャリアパス多様化促進事業」を開始予定。

若手研究者（３５ 科学技術に関する人材政策の推進を図るため、人

歳以下）に占め 材政策企画官１名、課長補佐（基礎人材担当）１名を

る任期付研究員 措置。（ 18年度）

の割合

・大学における

本務教員（助手

）に占める任期

付助手の割合

施策目標５－２ 評価システムの改革 【主管課】科学技術・学術政策局計画官

科学技術を振興 評価が適切に実施され、 ・評価結果の資源配 「国の研究開発評価に関する大綱的指針 「文部科学省における研究及び開発に関する評価

するため、研究者 その結果が活用されてい 分への反映結果を 」及び「文部科学省における研究及び開発 指針」の普及・啓蒙や研究開発評価研修の開催等を

を励まし、優れた ることを社会に示すため 公表した国立試験研 に関する評価指針」に示された、評価結果の 通じて、関係機関に研究開発評価に関する有用な情

研究開発活動を に、すべての自然科学関 究機関等の数 資源配分等への反映状況の公表について 報等を提供することにより、評価結果の資源配分等

奨励していくとの 係の国立試験研究機関 は、公表機関が１２機関に達し、想定以上に への反映状況の公表を促した。（ 17年度）

観点から適切な 等において、評価結果の 達成したと判断。

評価を実施する。 資源配分等への反映状



また適切な評価 況の公表等、評価の透

の実施により、研 明性を確保する。

究開発活動の効 評価体制を構築し、円滑 ・文科省における 国内外の有識者による研究開発評価研修 研究開発評価に関する研修やシンポジウムを開催

率化・活性化を図 な運営・推進を行ってい 国の研究開発の を、文部科学省職員の他、他省庁の職員等 した際にアンケートを実施し、さらなる内容の充実に

り、より優れた研 くために、評価人材の養 評価の総合的推 も交えて実施しており、概ね順調に進捗して 努めた。（１７年度）

究開発成果の獲 成・確保や評価に必要な 進（刊行物、育 いると判断。 「国の研究開発の評価の総合的推進」、「専門的

得、優れた研究 経費の確保等、適切な 成研修、シンポ 今後は更にアンケートの実施・分析結果 知見に基づく研究評価環境の整備」等について予算

者の養成を推進 資源の確保を促進し、評 ジウム等）に係る 等に基づき、研修等の内容の充実を図ること 要求をし、評価活動に必要な資源を確保した。（１７

し、社会・経済へ 価基盤を確立する。 予算の確保 が必要である。 年度）

・文科省が実施 「文部科学省における研究及び開発に 平成１７年３月に「国の研究開発に関する大綱的

の還元等を図ると する国内外の有 関する評価指針」に沿った研究開発評価の 指針」が内閣総理大臣決定されたのを受け、同年９

ともに、国民に対 識者による研究 推進により、優れた研究開発を見出し、伸ば 月に「文部科学省における研究及び開発に関する評

して説明責任を 開発評価研修へ し、育てる評価活動を成熟させるため、適切 価指針」を改定。

果たす。 の参加人数 な予算の確保が必要がある。さらに、平成１７

年３月に「国の研究開発に関する大綱的指

針」が内閣総理大臣決定されたことに伴い、

適切な研究開発評価を推進していくことが必

要である。

評価を効果的かつ効率 ・評価活動の実 政府研究開発データベースの収録項目 大綱的指針や文部科学省評価指針を踏まえ、評

的に推進するために、研 態を把握するた への対応及び文部科学省としての独自の視 価データベースの整備・活用等について関係機関や

究開発データの一元化 めに行ったヒアリ 点を加味することも考慮しつつ、効率的な評 関係部局への周知を図った。（１７年度）

や優れた評価活動を把 ングの機関数 価の実施に資するよう、政府としてのデータ また、平成１７年１２月には研究開発評価実例集を

握し、広く周知する等、 ・政府研究開発 ベースの整備を順調に進めている。また、評 作成し、研究機関や大学等の評価活動を広く紹介し

評価業務に携わる人材 データベースへ 価業務に携わる人材のデータベースへのア た。

が情報共有できる環境を の登録件数 クセス体制を構築した。

構築する。 また一方、平成１５年度分のに実施した研究

機関や大学等に対するヒアリング結果を平成

１６年秋頃に実例集としてとりまとめ、ホーム

ページに公表しており、概ね順調に進捗して

いると判断。

今後とも引き続き、政府研究開発データベ

ースに参画し、構築したデータベースをより



広く普及させ、評価システムの効率化を図る

必要がある。また、評価実例集の作成及び

公表により、研究機関や大学等の評価活動

を広く紹介しており、他の研究機関等はそれ

を参考として各機関の特性に応じた評価シ

ステムを構築するにあたり参考とできるため、

今後とも着実に推進していく必要がある。

施策目標５－３ 創造的な研究機関・拠点の整備 【主管課】科学技術・学術政策局調査調整課科学技術振興調整費室

【関係課】研究振興局研究環境・産業連携課

優れた成果を生 既存の組織とは独立した － 科学技術振興調整費を活用し、既存の組 それぞれの機関の取組については中間評価等の

み出す研究開発 、或いは、既存の組織の 織・部局とは独立した研究機構の設立、既存 結果や組織改革の進捗状況等を踏まえ、それぞれの

システムを実現す 枠組みを越えた組織体 の組織・部局を横断的に統合する研究機構 実施機関について今後の課題を明確化し、次年度

るため、機関のマ 制を構築し、先導的・融 の設置など、戦略的研究拠点として採択され 以降の事業計画に適切に反映することとしている。ま

ネージメントの改 合的な研究開発を実施 た各研究機関において組織改革が進められ た、公募要領の改定や、総合科学技術会議における

革等を促進し、国 することにより、研究機関 ており、概ね順調に進捗していると判断。 科学技術振興調整費の新規プログラムの設計等、政

際的に一流の研 の組織改革を行う。 策にも反映しているところである。

究開発拠点を構 政策評価の結果については、課題管理等に活か

築する。 し、各実施機関の取組がよりよい取組となるよう、必要

に応じて助言等を行っていくよう努めていく。

従来の研究開発体制で － 科学技術振興調整費を活用し、組織・部 それぞれの機関の取組については中間評価等の

は対応することができな 局間の連携を強化するとともに、積極的に外 結果や組織改革の進捗状況等を踏まえ、それぞれの

い、新興分野・融合領域 部人材を任期付研究員として登用することに 実施機関について今後の課題を明確化し、次年度

に対応できる体制・環境 より、自然科学と人文・社会科学との融合を 以降の事業計画に適切に反映することとしている。ま

を整備し、当該分野・領 推進し、新たな学問領域の創成を目指した た、公募要領の改定や、総合科学技術会議における

域における先導的な研 取組が実施されており、概ね順調に進捗し 科学技術振興調整費の新規プログラムの設計等、政

究拠点の形成を図る。 ていると判断。 策にも反映しているところである。

政策評価の結果については、課題管理等に活か

し、各実施機関の取組がよりよい取組となるよう、必要

に応じて助言等を行っていくよう努めていく。

人事・給与等のシステム － 科学技術振興調整費により整備された拠 それぞれの機関の取組については中間評価等の

の改革、人材流動化の 点において、特任教員の雇用による人材流 結果や組織改革の進捗状況等を踏まえ、それぞれの

向上、外国人研究者の 動化の向上や実績を重視して評価する新た 実施機関について今後の課題を明確化し、次年度



受け入れ等を推進するこ な人事システム等を導入することにより、組 以降の事業計画に適切に反映することとしている。ま

とにより、研究機関の組 織におけるマネジメント改革のモデルを発信 た、公募要領の改定や、総合科学技術会議における

織マネジメントの改革を しており、一部の取組については波及効果 科学技術振興調整費の新規プログラムの設計等、政

行う。 が見られており、想定した以上に順調に進捗 策にも反映しているところである。

していると判断。 政策評価の結果については、課題管理等に活か

し、各実施期間の取組がよりよい取組となるよう、必要

に応じて助言等を行っていくよう努めていく。

他の研究機関のモデル － 研究開発そのものだけでなく、研究開発を それぞれの機関の取組については中間評価等の

となるようなベンチャー企 とりまく環境の充実化のために科学技術振 結果や組織改革の進捗状況等を踏まえ、それぞれの

業の推進、産学官連携 興調整費を活用することにより、先端的な研 実施機関について今後の課題を明確化し、次年度

の強化等の取組を実施 究開発により得られた成果を社会へ還元す 以降の事業計画に適切に反映することとしている。ま

することにより、研究成果 るための取組を積極的に行っているが、一 た、公募要領の改定や、総合科学技術会議における

を社会に還元する仕組 部については不十分な点も見受けられ、一 科学技術振興調整費の新規プログラムの設計等、政

みを構築する。 定の成果が上がっているが、一部について 策にも反映しているところである。

は想定どおり達成できなかったと判断。 政策評価の結果については、課題管理等に活か

し、各実施機関の取組がよりよい取組となるよう、必要

に応じて助言等を行っていくよう努めていく。

施策目標５－４ 優れた研究者・技術者の養成・確保 【主管課】科学技術・学術政策局基盤政策課

【関係課】科学技術・学術政策局調査調整課、研究振興局振興企画課、高等教育局大学振興課

我が国の将来の 第２期科学技術基本計 ・「ポストドクター等１万 日本学術振興会の特別研究員事業にお 政府全体として 10,562人（文部科学省 9,841人）

研究活動等を担う 画の方向性を踏まえ、ポ 人支援計画」対象事 いて、平成 16年度において研究報告書の のポストドクター等を支援するのに必要な経費を措置

優れた研究者・技 ストドクトラル制度等の質 業による支援人数の 改善を行ったり、流動性向上のための取り組 。平成 18年度は、政府全体として 10,460人（文部

術者の養成・確保 的充実を図りつつ、政府 推移 みを引き続き促進するなど、ポストドクトラル 科学省 9,720人）分の経費を措置予定。

全体として優れた若手研 ・日本学術振興 制度の質的充実に向けた取組を推進しつつ 大学・公的研究機関等におけるポストドクター等に

究者に対するフェローシ 会の特別研究員 、１万人規模の支援が確保されている。また 関する実態調査を実施し、調査結果を広く関係機関

ップ等による支援を継続 (PD及び SPD) 、支給される研究費等により、自立的な研究 に周知予定。（ 17年度）

的に行い、若手研究者 における新規採 が遂行されていることから、概ね順調に進捗 18年度より、「若手研究者の自立的環境整備促進

の自立性向上等を目指 用者のうち出身 していると判断。 」（科学技術振興調整費）を開始予定。

す。 研究室以外の研 ポストドクター等の実態把握に努めるため 科学技術に関する人材政策の推進を図るため、人

究室を選定した 、ポストドクター等の雇用状況調査を引き続 材政策企画官１名、課長補佐（基礎人材担当）１名を

者の占める割合 き実施することが必要。 措置。（ 18年度）

若手が自立して研究できる環境の整備を



促進することが必要。

競争的資金によるポスト ・競争的資金による 競争的資金によるポストドクターの雇用者 競争的資金の予算拡充により、ポストドクター等を

ドクターを確保する機会 ポストドクターの雇用 数が増加していることから、研究指導者の下 雇用する機会を充実するとともに、ポストドクター等の

の拡充を図り、研究指導 者数 で資質向上が図られているポストドクターが 雇用状況について実態調査を実施し、調査結果を広

者の明確な責任の下、若 増加していると考えられるため、概ね順調に く関係機関に周知予定。（ 17年度）

手研究者の質的向上を 進捗していると判断。 科学技術に関する人材政策の推進を図るため、人

図る。 材政策企画官１名、課長補佐（基礎人材担当）１名を

措置。（ 18年度）

ポストドクターの流動性 ・日本学術振興 国研、独法研究機関、大学等における若 引き続き、日本学術振興会特別研究員事業（ PD
向上に向けた環境の整 会の特別研究員 手任期付研究者の割合が増加するとともに、 及びＳＰＤ）におけるポストドクターの流動性向上に向

備を促進し、学位取得後 (PD及びＳＰＤ) 日本学術振興会の特別研究員（ＰＤ及びＳＰ けた取組（原則、出身研究室と異なる研究室で活動

の早い段階から、多様な における新規採 Ｄ）において、新規採用者のうち出身研究室 する者を採用する）を推進。（ 17年度）

研究環境の選択による若 用者のうち出身 以外の研究室を選定した者の割合は 93パ 引き続き、大学の教員や国研、独法研究機関の任

手研究者自身の創造性 研究室以外の研 ーセント（ 15年度）から 95パーセント（ 16 期制、公募の状況について継続的に調査を実施。

豊かで広い視野を有する 究室を選定した 年度）に増加しており、概ね順調に進捗して （ 17年度）

研究能力の涵養を目指 者の占める割合 いると判断。 18年度より、ポストドクター等が社会の様々な分野

す。 ・国研、独法研 科学技術関係人材が社会の多様な場に へ進出することを推進するため、「科学技術関係人材

究機関における おいて高度な専門性を活かして活躍できる のキャリアパス多様化促進事業」を開始予定。

若手研究者（３５ よう、産業界等への就職を促進するなど博士 科学技術に関する人材政策の推進を図るため、人

歳以下）に占め 号取得者のキャリアパスの多様化を促進す 材政策企画官１名、課長補佐（基礎人材担当）１名を

る任期付研究員 ることが必要。 措置。（ 18年度）

の割合

・大学における

本務教員（助手

）に占める任期

付助手の割合

技術士資格が欧米の同 ・技術士登録者数の 技術士登録者数は平成１６年度末現在で 引き続き、技術士制度の普及を図るなど技術士登

種資格と同程度に普及 推移 は 55,875人（対前年比 1,155人増）で着実 録者数の着実な増加を図る。（ 17年度）

することを目指し、技術 に増加しているため、概ね順調に進捗してい

士登録者数の着実な増 ると判断。

加を達成する。

海外の技術者資格との － ＥＭＦ(Engineer Mobility Forum)の枠 引き続き、具体的審査を行い、 APECエンジニア



相互承認に向けた協議 組みにおける技術者資格に関する検討等、 の増加を図るなど海外の技術者資格との相互承認に

を進める。 海外の技術者資格との相互承認に向けた協 向けた取組を推進。（ 17年度）

議が着実に進められていることから、概ね順

調に進捗していると判断。

科学技術理解増進活動 ・サイエンスチャ サイエンスチャンネルのモニター調査にお サイエンスチャンネルについて、開発した科学技

に携わる機関・者が、わ ンネルに関する いて、｢知識・教養｣高める上での「有用性」に 術番組をＣＳ放送、ケーブルテレビ、インターネットを

かりやすく親しみやすい モニター調査に 関する評価は 4.2 、｢実用性｣に関する評価 通じ全国に配信。平成 16年度に実施したモニター

形で科学技術を伝える活 おける「知識・教 は 3.4 、｢平明性｣に関する評価は 3.8で、 調査の結果を踏まえ、継続番組について見直しを図

動を進めることにより、国 養」と「実用性」、 平均値は 5段階中 3.8であり、尺度基準の り、より効果的な放送の実現を図った。また、調査結

民の科学技術に対する 「平明性」に関す 3 より高い評価が得られた。また、日本科学 果を踏まえ制作した新規番組が国内外で国際的に

関心と理解を深める。 る５段階評価の 未来館及び国立科学博物館の両者の入館 評価されるなど着実に実績を得ている。

平均値 者数は増加。これらを総合的に判断すると国 日本科学未来館について、広報活動等を引き続き

・日本科学未来 民の科学技術に対する関心は高まっており 積極的に実施するとともに、平成 17年度は特別企

館の入館者数 、加えてサイエンスチャンネルについてはそ 画展を実施し、入館者は既に昨年度の同時期を越え

・国立科学博物 の有用性、実用性が認められ、平明性、すな る 601,853人（平成17年4月～平成18年1月）に到達

館の入館者数 わち、わかりやすいとの回答もあったことから 。

、国民の科学技術に対する理解も進んでい 国立科学博物館では，広報活動等を引き続き積

ると考えられ、概ね順調に進捗していると判 極的に実施するとともに、平成１７年度より、大学生の

断。 科学リテラシー向上のため「大学パートナーシップ事

国民の科学技術に対する関心と基礎的素 業」を開始し，入会大学の学生の入館料を無料にし

養が高まっているか否かをより的確に評価で ている。また，女性をターゲットとした特別展「パール

きるようにするため、指標について、他の観 展」を開催するなど，入館者層の拡大に努めている。

点のものも利用していくことを検討し、開発・ 国民の科学技術に対する関心と基礎的素養が高

収集していくことが必要。 まっているか否かをより的確に評価できるようにする

ための指標については検討中。

施策目標５－５ 研究開発基盤の整備 【主管課】研究振興局研究環境・産業連携課

【関係課】研究振興局情報課・基礎基盤研究課・ライフサイエンス課、大臣官房文教施設企画部計画課

独創的・先端的な 2010年を目途に、知的 以下に示すように、一定の成果は上がっ 科学技術・学術審議会知的基盤整備委員会にお

研究開発を進め 基盤整備計画（科学技術 ているが、一部については想定どおり達成で いて、知的基盤整備計画の見直し作業を開始。

るため、施設整備 ・学術審議会阿部前会長 きなかった。

はもとより、知的 より遠山大臣に平成１３

基盤（①研究用 年８月３０日に答申）に記



材料、②計量標 載された重点的に整備

準、③計測方法・ する知的基盤の整備に

機器等、④データ ついて、右の指標に示さ （国立大学、独立行

ベース）、研究情 れているような整備目標 政法人等の研究機

報基盤などの研 を達成する。 関において保存され

究開発基盤の整 ている）

備を図る。 ①研究用材料（ ・微生物数 研究用材料（特に生物遺伝資源）につい ナショナルバイオリソースプロジェクトを通して、千

微生物等の生物 ・動物細胞数 ては、動物細胞数や動物（マウス系統）数等 葉大学、国立遺伝学研究所、大阪市立大学で微生

遺伝資源等） ・動物（マウス系 は概ね順調に整備が進められているが、微 物を重点的に整備。

統）数 生物数は伸び悩んでいる。

・作物遺伝資源

数

・シロイヌナズナ

数

②計量標準 ・計量標準 計量標準・標準物質については、概ね順

・標準物質 調に整備が進められている。

③計測方法・機 ・ライフサイエン 計測方法・機器等については、依然として 先端計測分析技術・機器開発プロジェクトについ

器等 ス分野の計測方 ラ ては、平成１８年度予算案は前年比１０億円増の１１１

法・機器 イフサイエンス分野をはじめ多くの計測方法 億円で実施予定。

・機器等を海外に依存しているため、平成１６

年度から先端計測分析技術・機器開発プロ

ジェクトを実施しているところである。

④データベース ・ゲノム配列等の データベースについては、材料物性デー 生物遺伝資源等に関するデータベースについて

データベース（Ｄ タベースのデータ数は順調に整備が進めら は現在、個別に整備されているデータベースの利便

ＤＢＪに１年間に れているが、ゲノム配列等のデータベースの 性の向上を図るため、データベース整備戦略作業部

登録された塩基 データ登録数等は順調に整備が進められて 会を開いて、平成１８年度以降取組の強化を目指し

配列データ数） いない。 ている。

・タンパク質構造

の解析データに

関するデータベ

ースのデータ数

（タンパク3000



プロジェクトによ

るPDB登録数）

・材料物性デー

タベースのデー

タ数

今後は、知的基盤整備計画を見直し、達 知的基盤整備体制の強化等を図るための課長補

成目標についても適当な値に見直すととも 佐１名を措置。（１８年度）

に、整備数の集計方法についても、積極的

に知的基盤整備に取り組んでいる機関にア

ンケート対象を絞り込む等の見直しを進める

必要がある。

知的基盤整備の重点化・効率化という課

題があり、このために知的基盤整備体制の

構築が必要。

多様な物質・材料の構造 ・大型放射光施 SPring-8の整備については、利用者の SPring-8が、より優れたより多くの成果をあげる「

解析をはじめとして、従 設(SPring-8)の 多様なニーズに対応すべく施設・設備の高 本格的利用期」に適した施設となるべく、平成 17年
来の光源では達成できな 利用者数及び産 度化等を実施してきたところであり、平成 16 度、産業利用の拡大を目的とした戦略活用プログラ

い未踏の科学技術領域 業利用率 年度は、台風被害とその復旧のため利用者 ム、支援体制の強化を目的とした支援要員の増員、

の開拓に寄与する施設 数は一時的に減少したものの、中期的に見 利用制度の整備・拡充を目的としたビームライン利用

である大型放射光施設 れば依然増加傾向にある。これまで、ボタン システムの開発に係る経費を措置。

（ SPring-8:Super 電池の劣化原因の解明や筋収縮を司る膜タ また、研究成果の量的拡大・質的向上を目的に、

Photon ring 8GeVの ンパク質カルシウムポンプの機構の解明など 高い精度の実験結果を簡便かつ即時に得ることを可

略称）の共用利用をさら の研究成果について、ネイチャーやサイエン 能とする高度実験技術の開発を推進。さらに、新規

に促進し、優れた研究成 スに 29件の論文が掲載されるなど、世界的 利用者の拡大を目的に、トライアルユースの新規分

果を社会に還元するため に高く評価される研究成果をあげており、今 野への展開を図るなど、施設の活用方策や施設・設

、施設整備等を進め、利 後一層の量的拡大・質的向上が期待される 備の整備に係る経費を措置（ 18年度）。

用者数が前年度に比べ ところである。一方、産業利用についても着

て拡大するよう運用を図 実に増加しており、当初目標を達成したとこ

る。 ろであるが、今後、産業利用率や新規利用

者の更なる拡大を図るため、トライアルユー

ス制度の拡充や戦略活用プログラムの推進

など、多様化するニーズに応じた利用制度



や支援体制の構築・整備を図ることが必要と

なる。

観測実験・シミュレーショ ・スーパーＳＩＮＥＴのノ スーパーＳＩＮＥＴについては、平成 16年 「スーパーＳＩＮＥＴ」において、平成１７年度中に最

ン等で大容量のデータを ード数（接続拠点） 度中に２機関増加して計３０ノードとするなど 先端研究施設など更に５機関整備する予定。平成１

扱い、超高速・広帯域の 、概ね順調に進捗しており、情報通信分野 ８年度も引き続き、運営体制の充実等により、活用の

ネットワークを必要とする の研究開発を推進するという観点から、引き 推進を図る。

高エネルギー・核融合科 続き、スーパー SINETの整備充実とその活

学をはじめとする先端分 用を推進していく必要がある。

野の研究を一層推進す

るため、先端的研究機関

を最速 10Gbpsの回線

で接続するスーパー

SINETのノード（接続拠

点）数を平成１５年度まで

に２８機関において整備

し、さらに順次拡充する。

世界水準の教育研究成 ・国立大学等施設緊 「国立大学等施設緊急整備５か年計画」 ５か年計画の所要経費として最大約１兆６,０００億
果の確保を目指し、国立 急整備５ヵ年計画の の整備目標の約６００万㎡に対し、平成１６年 円を見込んでおり、平成１７年度予算において９０１億

大学等施設緊急整備５ 達成状況 度までに約４００万㎡（６７％）の整備を実施し 円を確保し、整備推進を図っている。（ 17年度）

か年計画に基づき、平成 ている。整備対象別に見てみると、「大学院 また、新たな５か年計画（平成 18～ 22年度）を策

17年度までに約 600万 施設の狭隘解消等」 （９４．３％）、「卓越した 定し、引き続き、老朽化対策を中心とした施設の整備

㎡の国立大学等の施設 研究拠点等」 （８７．６％）、「先端医療に対 について計画的・重点的に推進する。

整備を重点的・計画的に 応した大学附属病院」 （９１．５％）、「老朽

行う（再掲）。 化した施設の改善」 （５３．３％）、となってい

る。「老朽化した施設の改善」については当

初想定した整備水準を下回っており、全体と

しては、一定の成果が上がっているが、一部

については想定どおりには達成できなかっ

た。

今後とも、「５か年計画」に基づき計画的に

整備を推進するとともに、老朽化対策を中心

とした施設整備について計画的・重点的な



推進を図ることが必要。

施策目標５－６ 科学技術活動の国際化の推進 【主管課】科学技術・学術政策局国際交流官

国際的な取組が 地球規模の問題の解決 － 科学技術振興調整費の「我が国の国際的 科学技術振興調整費の枠で，アジアとのパートナー

必要とされている を目指した研究や国際 リーダーシップの確保」の課題では、世界共 シップを更に強化すべく、 ”アジア科学技術連携強

研究を国際協力 的な取組が必要となる基 通の課題についての研究を実施している。 化”を平成 18年度予算に計上した。

プロジェクトとして 礎研究等について、国際 昭和 62年に我が国がベネチアサミットで これは、アジア諸国の大学・研究機関間、アカ

推進するとともに 協力プロジェクトを推進 提唱したヒューマン・フロンティア・サイエンス デミー間、研究助成機関間等の多層的な枠組みに

、研究成果等の する。 ・プログラム（ＨＦＳＰ）は、生体の持つ優れた おける交流を機動的かつ戦略的に支援（国際会議

積極的な海外発 機能の解明を中心とする基礎研究を の開催、人的交流等によるネットワーク（コミュ

信を行い、我が国 国際的に共同して推進するプログラムであり ニティ）構築）をするもの。また、アジア地域の

の科学技術活動 、我が国は積極的に支援している。 各地域の特色・情勢を踏まえ、政府間の合意等に

を認知させる。ま 国際機関会合、各国との科学技術協力協 基づき政策的に必要な地域共通課題解決型国際共

た、研究者国際 定下の合同委員会等においても、重点協力 同研究の立上げ、初動段階を支援する。

交流を促進すると 分野、共同研究プロジェクト等について確認

ともに、国内の研 、合意している。

究環境を国際化 以上のことから概ね順調に進捗していると

する。 判断。

研究者間のネットワーク ・国際研究集会 国際会議への研究者の参加を支援するこ 国内外の優秀な研究者を惹きつける国際競争力

を構築し我が国の研究 派遣研究員によ とが可能な制度として平成１５年度からは のある研究環境の実現を図るため、平成 17年度に

成果、研究水準を世界に る海外で開催さ JST戦略的国際科学技術協力推進事業、 大学国際戦略本部強化事業を開始し、大学による組

発信するため、海外で開 れる国際会議へ JSPS先端研究グローバルネットワーク事業 織的な国際活動の取組みを支援、研究情報の収集・

催される国際会議等で研 の派遣人数 による研究者派遣を実施している。 発信、ネットワーク構築等を実施。

究発表を行う研究者の派 ・研究者国際交 海外で開催される国際研究集会への派遣

遣の拡充、我が国の主 流状況調査（短 の場合を含む短期（３０日以内）の海外派遣

導により開催する国際会 期派遣） 者の数も順調に推移している。

議に対する支援を拡充 ・研究者国際交 我が国で開催する国際シンポジウムへ出

する。 流状況調査（短 席する外国人研究者を含む短期での受入の

期受入） 研究者数は増加傾向である。

・文部科学省が 以上のことから概ね順調に進捗していると

支援する国際シ 判断。

ンポジウムの件

数



研究者国際交流を促進 ・ 外国人特別研 外国人研究者の受入は増加傾向であり、 外国人研究者の受入促進・活躍拡大を図るため、

し、我が国の研究環境を 究員制度（日本 外国人特別研究員制度（日本学術振興会） 出入国管理制度や査証発給のあり方に係る必要な

国際化するため、外国人 学術振興会）に の受入人数においても増加傾向であり、概 見直しや運用改善を推進する。平成１７年度におい

研究者の受入れ、日本 よる受入人数 ね順調に進捗していると判断。また、外国人 ては研究者の短期の往来（派遣、受入）を促進するた

人研究者の派遣を拡充 ・研究者国際交 特別研究員制度については、終了後のネッ め、アジア太平洋経済協力（ APEC ）ビジネス・トラベ

する。 流状況調査（受 トワーク形成・維持にかかる取組みとして、連 ル・カード（ ABTC ）の研究者交付について APEC
入） 絡先の確保、 OB会の設立準備・設立に着 関連会合で提案。

・研究者国際交 手している。

流状況調査（派 海外への研究者の派遣は増加傾向である

遣） 。以上のことから概ね順調に進捗していると

判断。

施策目標６－１ 産業を通じた研究開発成果の社会還元の推進 【主管課】研究振興局研究環境・産業連携課

【関係課】科学技術・学術政策局調査調整課科学技術振興調整費室

産学官連携を強 大学発特許取得数を１０ ・国立大学における 科学技術振興機構による技術移転事業 大学知的財産本部整備事業については、４３大学

化するとともに、 年後に１５倍に増加する 特許出願件数 等の各種施策の推進に伴い、大学における を支援し、外部人材の活用の充実・強化を行い、さら

大学における知 。 特許出願件数は年々増加している状況であ に大学知的財産本部を核として、大学内の研究リソ

的財産の創出を るが、現状の大学発特許取得件数（年間２９ ースを結集し、組織的に産学官連携を推進するため

刺激・活性化し、 １件）は１０年後に年間１，３２０件達成目標想 の体制である「スーパー産学官連携本部」を整備（平

大学発の研究成 定される平成１６年度の目標（５８１件）に対し 成１７年度）。

果の産業化を拡 て５０.１％であり、目標達成度に対する進 平成１８年度からは、イノベーション創出につなが

充することにより、 捗状況は遅れている。 るような本格的な産学官共同研究への発展を目指し

研究成果の社会 、大学と企業が共同で行うＦＳ活動や、ＦＳ段階を終

還元を実現する。 えて本格的な育成段階に入る研究についてマッチン

グファンド形式で支援するよう、平成１８年度予算案

に計上した。

大学等の研究成果の特許出願関連支援、技術移

転相談窓口機能など技術移転活動を総合的に支援

。平成１８年度においても、外国特許出願の支援をは

じめとした総合的支援の充実・強化を引き続き推進

する。

大学発特許実施件数（大 ・大学等発研究成果 大学発ベンチャー創出推進事業やマッチ 大学知的財産本部整備事業については、４３大学

学の機関帰属）を５年後 に基づく特許の実施 ングファンドによる共同研究推進等の研究費 を支援し、外部人材の活用の充実・強化を行い、さら



に１０００件に増加する。 件数 助成制度の推進、技術支援機関（ TLO ）の に大学知的財産本部を核として、大学内の研究リソ

支援の増加等に伴い、大学発特許実施件 ースを結集し、組織的に産学官連携を推進するため

数については、増加傾向にある。 の体制である「スーパー産学官連携本部」を整備（平

平成１７年度の特許実施件数（ 477件）は 成１７年度）。

、５年後に１０００件の実施を得るという達成 平成１８年度からは、イノベーション創出につなが

目標のために想定される平成１６年度の目標 るような本格的な産学官共同研究への発展を目指し

（３４８件）に対して割合が１３７％であることか 、大学と企業が共同で行うＦＳ活動や、ＦＳ段階を終

ら、目標達成度に対する進捗状況は想定し えて本格的な育成段階に入る研究についてマッチン

た以上に順調に進捗していると判断。 グファンド形式で支援するよう、平成１８年度予算案

今後更に大学研究成果の技術移転を加 に計上した。

速するため、大学シーズと企業ニーズのマッ 大学等の研究成果の特許出願関連支援、技術移

チングを促進するための施策の充実を図る 転相談窓口機能など技術移転活動を総合的に支援

ことが必要である。 。平成１８年度においても、外国特許出願の支援をは

じめとした総合的支援の充実・強化を引き続き推進

する。

大学等の産学官連携、 ・知的財産・産学官 大学等の産学官連携、知的財産等に係る 平成１７年度においては、目利き人材養成プラグラ

知的財産、技術経営（Ｍ 連携専門人材の確 専門知識や経験を有する人材数は、順調に ムについて、新たに、若手研究人材等を対象とした研修

ＯＴ）に係る専門知識や 保・養成人数 増加していることから想定以上に達成してい を実施し、知的財産の専門人材育成ユニットについて

経験を有する人材を５年 ると判断。一方、人材数は増加しているもの は、継続して着実に実施した。産学官連携コーディネー

後に５倍に増加する。 の、特に産学官連携等にかかる専門人材育 ターについては、前年度と同数を確保した。 平成１８年

成に関しては、一般知識の習得など教育プ 度においても、知的財産の専門人材育成を引き続き

ログラムのみにとどまっており、また、本格的 実施するとともに、目利き人材養成プログラムの充実

に産学官連携を推進できる人材が不足して を図る。産学官連携コーディネーターについては、大

いることから、本格的に産学官連携を推進す 学等と地域との連携のためのコーディネーターを新

る人材を育成・確保することが必要である。 たに設け、産学官連携のコーディネート活動の高度

化に対応した人材を確保する。

施策目標６－２ 地域における科学技術振興のための環境整備 【主管課】科学技術・学術政策局基盤政策課地域科学技術振興室

【関係課】研究振興局研究環境・産業連携課

地域の研究開発 平成 18年度までに、知 ・知的クラスター創成 知的クラスター創成事業は、実施地域を１ 平成１７年度より、知的クラスター創成事業におい

に関する資源や 的クラスターを１０拠点程 事業実施拠点数 ５拠点から１８拠点へと拡大するなか、初年 て、初年度開始１２地域の中間評価結果を受けた計

ポテンシャルの活 度育成することで地域科 度開始１２拠点に対する中間評価を行い、３ 画の見直し及び資金の傾斜配分や、産業クラスター

用や地域におけ 学技術振興のための環 地域において、技術的評価、地域の取り組 計画との連携プロジェクト、地域における科学技術・



る科学技術振興 境整備を促進する。 み・主体性、事業推進体制等に一部課題が 産学官連携人材の育成を実施。

のための環境整 残ったものの、残り９地域は順調にクラスター 平成１８年度予算において、更なる関係府省との

備を行うことにより 形成に向けて事業が進捗している。また１５ 連携強化等のための経費を計上。

、地域経済の再 年度以降に開始した地域においても、多くの

生・活性化を推進 成果を創出している地域があることから、知

し、我が国の科学 的クラスターが１０拠点以上育成され始めて

技術の高度化・多 おり、地域科学技術振興のための環境整備

様化、ひいては当 が概ね順調に進捗していると判断。

該地域における 平成 18年度までに、産 ・都市エリア産学官 都市エリア産学官連携促進事業は、実施 平成１７年度より、都市エリア産学官連携促進事業

革新技術・新産 学官連携の拠点となるエ 連携促進事業実施 地域を２８拠点から３７拠点へと拡大するなか の実施地域として、８地域を新規に採択し事業を実

業の創出を通じた リアを１５～２０ヶ所程度 拠点数 、初年度開始地域１９拠点に対する終了評 施するとともに、平成14年度の都市エリア産学官連携

我が国経済の活 育成することで地域科学 価を行い、一部の地域において、目標達成 促進事業（一般型又は成果育成型）のうち、特に優れた

性化を図る。 技術振興のための環境 度、事業成果、事業計画、地域の取り組み 成果をあげ、かつ、今後の発展が見込まれる５地域にお

整備を促進する。 等に課題が残ったものの、多くのエリアにお いて、これまでの成果を活かした産学官連携活動を展

いては、着実に成果をあげ、「論文」「特許出 開。

願」「新事業、新企業、新商品」のいづれに

おいても成果が出ている地域は全国３７地域

中、１８地域あった。以上より、産学官連携の

拠点となるエリアは１５地域以上育成されてき

たことによる、地域科学技術振興のための環

境整備は概ね順調に進捗していると判断。

平成 18年度までに、各 ・産学官共同研究実 １６年度産学官共同研究数は９，３７８件であ 各地域における大学等の産学官連携による共同

事業を通じた大学等の産 施件数 り、知的クラスター創成事業及び都市エリア産 研究事業として、知的クラスター創成事業や都市エリ

学官連携による研究開 学官連携促進事業開始以前の、平成１３年度 ア産学官連携促進事業等を実施。平成１ 8年度に

発を３割程度増加させる の産学官共同研究数５，２６４件と比較して、 おいても、産学官連携による研究開発を増加させるよ

ことによる地域科学技術 約１．８倍増加しており、大学等の産学官連携 う引き続き、実施。

振興のための環境整備 による共同研究開発を通じた地域科学技術振

を促進する。 興のための環境整備の進捗が想定した以上に

達成していると判断。

平成 18年度までに、地 ・特許出願件数 １４年度開始当初の知的クラスター創成事 今後も特許出願が促進されるよう、知的クラスター

域施策を通じた大学等の 業及び都市エリア産学官連携事業によって 創成事業や都市エリア産学官連携促進事業を引き

特許権の出願件数を３割 生じた特許件数１２６件と比較して、１６年度 続き、実施。



程度増加させることで、 の特許出願件数は６９５件と、約５．５倍増加

我が国の科学技術の高 しており、我が国の科学技術の高度化、多様

度化・多様化、ひいては 化、我が国経済の活性化に資する革新技術

当該地域における革新 、新産業の創出に向けた取組として、想定以

技術・新産業の創出を通 上に達成していると判断。

じた我が国経済の活性

化を図る。

平成 18年度までに、産 ・知的クラスター 平成１４年度における共同研究参加企業 地域ごとの合同成果発表会のみならず、地域レベ

業クラスターとの合同成 創成事業と都市 数３８６社に比べて、平成１６年度での参加 ルのセミナーや、全国レベルのフォーラム・合同発表

果発表会への参加等を エリア産学官連 企業数は７４１社と、約１．９倍と増加しており 会を東京で開催。

起因とする、知的クラスタ 携促進事業にお 、事業実施地域数の増加率においても（３１ 今後も、地域ごとに開催される産業クラスター計画

ー創成事業や都市エリア ける参加企業数 地域→５５地域。１．７倍）以上に増加してい との合同成果発表会や、中央でのフォーラム等を通

事業における参加企業 ることから、想定以上に達成していると判断。 じ、地域の産学官連携による研究開発の取組を外部

を増加させる。 に発信していく。

平成 18年度までに、す ・都道府県、政令 平成１５年度に全都道府県が策定したこと 国と都道府県及び政令指定都市の地域科学技術

べての都道府県、政令 指定都市におけ に加え、多くの政令指定都市も着々と科学 行政担当者が、地域科学技術振興の観点から、第三

指定都市が独自の科学 る科学技術大綱 技術政策大綱や方針を策定し始め、平成１６ 期科学技術基本計画に向けた意見交換を行う「地域

技術政策大綱や方針を 等の策定数 年度の策定割合は約９２％と増加しており、 科学技術振興会議」を開催。

策定するように促すこと 想定どおり達成していると判断。

で、地域の主体的な科学

技術活動による地域経

済の活性化のための環

境整備を促進する。

施策目標６－３ 国民の科学技術に対する理解の増進及び信頼の獲得 【主管課】科学技術・学術政策局基盤政策課

【関係課】生涯学習政策局社会教育課、初等中等教育局教育課程課

国民の科学技術 科学技術理解増進活動 ・サイエンスチャ サイエンスチャンネルのモニター調査にお サイエンスチャンネルについて、開発した科学技

に対する関心と基 に携わる機関・者が、わ ンネルに関する いて、｢知識・教養｣高める上での「有用性」に 術番組をＣＳ放送、ケーブルテレビ、インターネットを

礎的素養を高め かりやすく親しみやすい モニター調査に 関する評価は 4.2 、｢実用性｣に関する評価 通じ全国に配信。平成 16年度に実施したモニター

る。また、低い年 形で科学技術を伝える活 おける「知識・教 は 3.4 、｢平明性｣に関する評価は 3.8で、 調査の結果を踏まえ、継続番組について見直しを図

齢段階から能力 動を進めることにより、国 養」と「実用性」、 平均値は 5段階中 3.8であり、尺度基準の り、より効果的な放送の実現を図った。また、調査結

にふさわしい教育 民の科学技術に対する 「平明性」に関す 3 より高い評価が得られた。また、日本科学 果を踏まえ制作した新規番組が国内外で国際的に

を行うことを通じ、 関心と理解を深める。 る５段階評価の 未来館及び国立科学博物館の両者の入館 評価されるなど着実に実績を得ている。



科学技術をリード 平均値 者数は増加。これらを総合的に判断すると国 日本科学未来館について、広報活動等を引き続き

しうる人材層を厚 ・日本科学未来 民の科学技術に対する関心は高まっており 積極的に実施するとともに、平成 17年度は特別企

く育む。 館の入館者数 、加えてサイエンスチャンネルについてはそ 画展を実施し、入館者は既に昨年度の同時期を越え

・国立科学博物 の有用性、実用性が認められ、平明性、すな る 601,853人（平成17年4月～平成18年1月）に到達

館の入館者数 わち、わかりやすいとの回答もあったことから 。

、国民の科学技術に対する理解も進んでい 国立科学博物館では，広報活動等を引き続き積

ると考えられ、概ね順調に進捗していると判 極的に実施するとともに、平成１７年度より、大学生の

断。 科学リテラシー向上のため「大学パートナーシップ事

国民の科学技術に対する関心と基礎的素 業」を開始し，入会大学の学生の入館料を無料にし

養が高まっているか否かをより的確に評価で ている。また，女性をターゲットとした特別展「パール

きるようにするため、指標について、他の観 展」を開催するなど，入館者層の拡大に努めている。

点のものも利用していくことを検討し、開発・ 国民の科学技術に対する関心と基礎的素養が高

収集していくことが必要。 まっているか否かをより的確に評価できるようにする

ための指標については検討中。

学校と科学館、大学等と ・サイエンス・パ サイエンス・パートナーシップ・プログラム サイエンス・パートナーシップ・プログラムについて

の連携による教育活動や ートナーシップ・ に関するアンケート調査で、科学技術や理 、学校や大学等からの申請件数が着実に増加（ 787
教員研修の推進などによ プログラムに関 科・数学に対する興味関心が増加した又は 件（平成 16年度： 678件））。また、事業終了者を対

り理数教育の充実を図り するアンケート どちらかといえば増加したと答えた児童・生 象に追跡調査を行ったところ、事業終了後も約９割の

、子どもの科学技術に対 調査で、科学技 徒は 61 ． 9％であったことから、概ね順調 学校と大学等との間で連携関係が継続されていると

する興味関心を高める。 術や理科・数学 に進捗していると判断。 ともに、事業参加生徒の約９割が、事業に参加した

に対する興味関 ことで科学技術や理科・数学に対する興味・関心が

心が増加した又 高まったと考えていることが明らかとなった。

はどちらかといえ 本事業については、これまで調査研究として、学校と

ば増加したと答 学校外の機関との連携による理数教育の在り方やそ

えた児童・生徒 の支援手法の在り方を研究してきたが、それらについ

の割合 て一定の研究成果を得たため、平成 18年度は独立

行政法人科学技術振興機構に実施主体を移し、事

業の仕組みや手続き等をに必要な改善を加えて普

及・推進を図ることを予定している。

高校等と大学等とが連携 ・理科と数学がど 理科と数学がどの程度わかるか、との問い スーパーサイエンスハイスクール（ SSH ）について

して先進的な理数教育 の程度わかるか に対する回答の平均値が、教育課程実施状 、平成 17年度より指定期間を長期化（ 3年→ 5年）

や高大接続の取組を進 、との問いに対 況調査対象の一般高校生に比べて、スーパ し、国際的な科学技術系人材の育成施策としての位



めることにより、生徒の科 する回答の平均 ーサイエンスハイスクール（ SSH ）の高校生 置づけを明確化するとともに、高大の接続の在り方に

学技術に関する能力を 値について、教 の方が 13％高かったことから、概ね順調に ついての研究も推進。現在までの取り組みにおいて

高める。 育課程実施状況 進捗していると判断。 は、大学と連携した先進的な学習活動を行うこと等を

調査対象の一般 通じ、生徒の理系分野に関する勉学・進学意欲、進

高校生と、スー 学実績が向上したり、教員の指導方法や学校運営の

パーサイエンス 在り方の改善、教員の意識改革に繋がっているなど

ハイスクール 、様々な効果が現れている。

（ SSH ）の高校 平成 18年度は通常の取組に加えて学校が設定し

生が回答した数 た特定の研究課題に取り組むことを目指す学校に予

値との差（ SSH 算を充当するなど、施策としての一層の充実を図るこ

の回答の高さ） ととしている。

施策目標７－１ 生涯スポーツ社会の実現 【主管課】スポーツ・青少年局生涯スポーツ課

国民の誰もが、そ 国民の誰もが生涯にわた ・総合型地域ス １年間で新たに育成されている総合型地 全国的な組織基盤を有する民間スポーツ団体を活

れぞれの体力や りスポーツに親しむことが ポーツクラブ数 域スポーツクラブは２８４クラブ、新たに総合 用して、総合型地域スポーツクラブの効率的な育成

年齢、技術、興味 できる場の育成・支援を ・総合型地域ス 型地域スポーツクラブを育成を開始した市町 を推進する「総合型地域スポーツクラブ育成推進事

・目的に応じて、 行う。 ポーツクラブを 村は１４４であり、想定どおりに達成したと判 業」を引き続き実施。（平成 17 ， 18年度）

いつでも、どこで 育成している市 断。 総合型地域スポーツクラブの充実・強化のための

も、いつま親しむ 区町村数 全国の各市町村において少なくとも１つは 環境を整備するため、総合型地域スポーツクラブマ

ことができる生涯 総合型地域スポーツクラブを育成するという ネジャー研修会等を引き続き開催。（平成 17 ， 18
スポーツ社会を実 目標達成のため、引き続き各種事業に取り 年度）

現する。 組んでいく必要がある。

スポーツ参加促進のため ・全国スポーツ・ 全国スポーツ・レクリエーション祭の参加 日本全国においてスポーツ・レクリエーション活動

に普及啓発を行う。 レクリエーション 者は延べ３０万人、開催県の人口に占める を振興するため、全国スポーツ・レクリエーション祭等

祭参加者数の開 割合は３６．４％であり、想定した以上に達成 の普及啓発事業を引き続き実施。（平成 17 ， 18年
催都道府県人口 したと判断。 度）

に占める割合

スポーツ指導者の養成・ ・スポーツ指導 スポーツ指導者養成活用システム整備事 スポーツ指導者の養成や効果的な活用方法につ

確保を行う。 者養成活用シス 業に基づきスポーツ指導者養成等の事業を いて実践研究をはじめとする調査研究を新たに実施

テム整備事業に 行った都道府県は４０であり、概ね順調に進 。（平成 18年度）

基づきスポーツ 捗したと判断。

指導者養成等の 今後は、スポーツ指導者が活用されるシス

事業を行った都 テムづくりに取り組む必要がある。



道府県数

施策目標７－２ 我が国の国際競技力の向上 【主管課】スポーツ・青少年局競技スポーツ課

平成 22年まで 平成 17年度までにトッ ・競技者育成プ オリンピック３４競技団体中、競技者育成 スポーツコーチサミット等で競技団体に対し働きか

にオリンピック競 プレベルの競技者を組 ログラム作成済 プログラムを作成した競技団体は平成１６年 けを行ったところ、平成１７年６月現在で２６競技団体

技大会における 織的・計画的に育成する 競技団体数 度において２０団体にとどまっており、進捗に が競技者育成プログラムの作成を行っており、今年

メダル獲得率 ため、一貫指導システム やや遅れがみられると判断。 度中にほぼ全ての団体において作成できる予定。

3.5％を実現す を構築する。 ＪＯＣと緊密に連携を図り、オリンピック競 また、競技者育成プログラムの普及促進を図るた

る。 技３４競技団体において早期に競技者育成 め、「競技者育成プログラム普及促進事業」を新たに

プログラムが作成されるよう、引き続きＪＯＣを 実施する。（１８年度）

通じて当該競技団体に働きかける等の取組

を実施していく必要がある。

平成 20年までにハード・ － ナショナルレベルのトレーニング中核拠点 引き続き、基本設計の検討を行うとともに同設計を

ソフト両面において充実 施設の整備に向けて、予定通り建設用地の 完了し、用地取得及び建設工事への着手を行うこと

した機能を有するナショ 一部取得及び基本設計に着手し、順調に進 とした。また、ナショナルレベルの本格的なトレーニン

ナルレベルの本格的なト 捗したと判断。 グ拠点整備に向けて、所要の予算を計上した。（１７

レーニング拠点を整備す 年度）

る。

専門的な技術指導を行う ・専任コーチ配 オリンピック競技３４競技団体への専任コ 引き続き、選手強化事業（（財）日本オリンピック委

専任コーチを競技団体 置競技団体数 ーチの配置は３０団体において行われており 員会補助）の実施するために、所要の予算を計上し

に配置し、配置に当たっ 、順調に進捗したと判断。 た。（１７年度）

てはメダル獲得の期待の

高い競技に重点を置く。

競技者各人の特性に応 ・公認コーチ、ア 平成１６年度末の指導者登録者数は、１６ 引き続き、（財）日本オリンピック委員会及び（財）日

じた専門的な技術指導を スレチックトレー ５２９人であり、進捗にやや遅れがみられると 本体育協会と緊密に連携を図り、両団体を通じた競

行うことができる指導者（ ナー，スポーツド 判断。 技団体への働きかけや支援を行った。

コーチ、スポーツドクター クター資格登録 また、スポーツ指導者養成事業（（財）日本体育協

、アスレティックトレーナ 者数 会補助）を実施するために所要の予算を計上した。（

ー）を平成 20年までに １７年度）

新たに５千人養成する。

トップレベルの選手に対 ・補助事業等に 国内外における合宿回数は、基準及び前 引き続き、選手強化事業強化合宿事業（（財）日本

し、国内外での強化合宿 よる合宿実施回 年より増加しており、想定通り進捗したと判断 オリンピック委員会補助）及び重点競技強化事業を

を実施する。 数 。 実施するために所要の予算を計上した。（１７年度）



平成 20年までに高度な － 海外先進事例調査及びカリキュラムトライ 平成１７年度中に、モデル事業の報告書をとりまと

専門的能力を有する指 アルの実施を行ったところであり、想定通り めることとした。

導者を養成・確保するた 進捗したと判断。

めの研修制度（ナショナ

ルコーチアカデミー）を確

立する。

スポーツ科学・医学・情 － 国立スポーツ科学センターは、スポーツ科 引き続き、国立スポーツ科学センター及び関係機

報に関する研究成果の 学・医学・情報に関する研究成果の活用に 関との間で連携・協力を実施した。（１７年度）

活用を図るため、国立ス ついて、全てのオリンピック競技対象団体と

ポーツ科学センターと関 連携しつつ実施しており、想定した以上に達

係機関との連携・協力体 成したと判断。

制を強化する。 関係機関等に対し、国立スポーツ科学セ

ンターの役割をより広く周知、理解されるよう

にし、また、スポーツ科学・医学・情報に関す

る研究成果の活用を図る事業について重点

化を図って実施するなどの検討が必要。

施策目標７－３ 学校体育・スポーツの充実 【主管課】スポーツ・青少年局企画・体育課

【関係課】スポーツ・青少年局参事官

学校と地域社会・ 地域のスポーツ指導者を ・学校の体育の 小学校においては、地域のスポーツ指導 平成１７年度から新たに、学校の体育の授業や運

スポーツ団体との 体育の授業や運動部活 授業や運動部活 者を学校の授業や運動部活動で活用した人 動部活動で児童生徒を指導する地域のスポーツ指

連携の推進や、 動に積極的に活用する 動に対する 数は、過去５年間の推移を見ると年々増加 導者の発掘、養成及び活用の在り方についての調査

児童生徒の運動 取り組みを推進する。 地域のスポーツ 傾向にあり、概ね順調に進捗していると判断 研究を実施している。

に親しむ資質・能 指導者の活用状 。

力を育成すること 況 都市部以外の地域の学校には、「近隣に

により、学校体育 外部指導者がいない」との意見もあり、このよ

の充実を図る。 うな意見に対応するため、地域のスポーツ指

導者の発掘・養成を重視した施策が必要。

複数の学校でチームを ・中学生の運動 運動部活動の参加率の推移を見ると、中 複数校合同の運動部活動や地域スポーツクラブと

編成する複数校合同運 部活動への参加 学生は７１％と高い参加率を維持しており、 の連携等、単独の学校の枠を超えた地域社会と運動

動部活動など他の学校 率 高校生も年々増加傾向にあり、概ね順調に 部活動の連携の在り方についての実践的な調査研

や地域との連携等、中学 ・高校生の運動 進捗している。 究事業を引き続き実施している。

校や高等学校において、 部活動への参加 運動部活動を活性化させるため、総合運



運動部活動を活性化す 率 動部などの新たな部活動の取組みを一層推

る取り組みを推進する。 進していく必要がある。

児童生徒の体力の低下 ・体力・運動能力 児童生徒の体力の傾向は１０年という期間 子どもの体力の向上に関心を持たせるための全国

傾向に歯止めをかける。 調査の結果 で判断しないといけないが、体力・運動能力 的な普及啓発事業を引き続き実施するとともにより直

・体力・運動能 調査結果の前年度からの低下率は増加して 接的・体験的な普及啓発を行う「元気アップ親子セミ

力調査の結果の いるため、想定どおりには達成できなかった ナー」を新たに全国で開催。（平成 17 ， 18年度）

低下率 。 子どもの体力の向上や望ましい生活習慣の形成を

児童生徒の体力低下は昭和６０年より低 図る「子どもの体力向上実践事業」を 32都府県 42
下傾向が続く深刻な問題があるため、引き続 地域において引き続き実施。（平成 17 ， 18年度）

き、学校・家庭・地域が連携して子どもの体

力の重要性に関する普及啓発、子どもの運

動週間や望ましい生活習慣の形成等に取り

組むよう、各種方策を行っていく必要がある

。

児童生徒の運動に親し ・学校プールの 学校プールの整備率は、小学校、中学校 学校体育施設整備の補助については、全国の事

む資質や能力を育成す 整備率 については、高い整備率となっており、整備 業量を勘案しながら、所要の予算を確保し、引き続き

る基盤として、学校プー ・学校の武道場 率も増加傾向にあるが、高校については、整 学校体育の基盤となる学校体育施設の整備を推進

ルや武道場の整備を促 の整備率 備率が減少傾向にある。また、武道場の整 する。

進する。 備率は、中学校については整備率は増加傾

向にあり、高校についても高い整備率を維持

している。以上のことから、一定の成果が上

がっているが一部については想定どおり達

成できなかったと判断。

施策目標７－４ 学校における健康教育の充実 【主管課】スポーツ・青少年局学校健康教育課

【関係課】高等教育局専門教育課・国立大学法人支援課

児童生徒が健康 全中学・高校における薬 ・中・高校生覚 平成１６年度の少年の覚せい剤事犯の検 平成１７年度においては、引き続き、薬物乱用防止

で安全な学校生 物乱用防止教育につい せい剤事犯検挙 挙人員は、平成１５年度と比べて減少してい 教室を開催するとともに、中高生が、自らの心と体を

活を送れるような て、実施割合を改善する 者数 るが、これまでの薬物と異なり簡便に服用で 守ることができるよう、薬物乱用をはじめとする飲酒、

条件整備を行う 。 ・少年のＭＤＭ きる錠剤型合成麻薬の乱用が拡大している 喫煙や性感染症などの問題について、総合的に解

とともに、生涯に 今年度は、平成１５年に Ａ等合成麻薬事 ことから、少年のＭＤＭＡ等合成麻薬事犯検 説する啓発教材を作成する等の取組を実施したとこ

わたって健康で 策定された「薬物乱用防 犯の検挙人員 挙人員は増加している。よって、一部につい ろである。

安全な生活を自 止新５か年戦略」（平成１ ては想定どおり達成できなかったと判断。 平成１８年度においては、薬物乱用防止教育の充



ら営んでいくた ５～１９年）を踏まえ、児 薬物乱用防止教育については、従来より 実を図るため、薬物乱用防止教育シンポジウムの開

めの知識や態度 童生徒の薬物等に対す 、薬物乱用防止教室の開催や教材の作成・ 催場所を増やすとともに、新たに、中高生に対しＭＤ

を養う。 る意識調査を実施する予 配布等の取組を行ってきているところではあ ＭＡ等合成麻薬などの薬物の乱用の危険性を啓す

定である。 るが、中・高生の覚せい剤事犯検挙者数が るための地域フォーラムを開催等の事業を実施する

依然として高い水準にあること等を踏まえ、 する予定である。

平成１７年度以降も継続的な取組が必要。

学校独自の危機管理マ ・学校独自の危 学校安全については、平成１４年度から、 平成１７年度においては、学校安全の充実に総合

ニュアルの作成など全て 機管理マニュア 学校安全の充実に総合的に取り組む「子ど 的に取り組む｢子ども安心プロジェクト｣をさらに推進

の学校における安全管 ルの作成状況 も安心プロジェクト」を推進し、この一環として するため、地域社会全体で学校安全に関する実践的

理に係る取組を進め、学 ・死亡見舞金支給件 、地域ぐるみの学校安全推進モデル事業の な取組を推進する地域ぐるみの学校安全体制整備

校における重大な事故 数 実施など、各種の取組を推進している。しか 推進事業や、防犯教室の推進等を実施したところで

件数を減らす。 ・障害見舞金支給件 し、学校や通学路において子どもに危害が ある。

数 加えられる事件が後を絶たないなどの課題 平成１８年度においては、地域ぐるみの学校安全

・警備員の配置 が残されていることから、一部については想 体制整備推進事業の拡充を行うとともに、子どもの安

を行っている附 定どおり達成できなかったと判断。 全に関する情報の効果的な共有システムに関する調

属学校数 平成１７年度以降においては学校等にお 査研究等の事業を実施する予定である。

・メンタルケアサ ける事件等が大きな問題になっている状況

ポートチームの を踏まえ、さらに、各学校においてそれぞれ

活動状況 の実態に合った対策が継続的に講じられる

よう、学校安全の施策の推進が必要。

全小・中学校における食 － 食に関する指導については、ティームティ 平成１７年度においては、４月から開始された栄養

に関する指導の取組状 ーチング、特別非常勤講師制度を活用した 教諭制度を円滑に実施するための栄養教諭育成講

況を改善する。 食に関する指導の取組状況が前年度より改 習事業、食生活学習教材の作成・配布、食に関する

善されていることから、概ね順調に進捗して 指導シンポジウムの開催等を実施したところである。

いると判断。 平成１８年度においては、栄養教諭を中核とした学

平成１７年度以降も従来の施策を引き続き 校・家庭・地域の連携による食育推進事業、地域に

実施するとともに、平成１７年４月から開始さ 根ざした学校給食推進事業等の事業を実施する予

れた栄養教諭制度を円滑に実施するため、 定である。

学校栄養職員が栄養教諭免許状を円滑に

取得できる講習を開設するための事業など

の取組が必要。

施策目標７－５ 青少年教育の充実と青少年健全育成の推進 【主管課】スポーツ・青少年局青少年課



【関係課】スポーツ・青少年局参事官

青少年の心と体 平成 17年度末までに、 ・自然体験機会を得 平成 14年度調査における自然体験機会 青少年が自然体験をする機会を維持または増加さ

の健全な発達を 自然体験機会を得た青 た青少年の割合 を得た青少年の割合を基準として達成状況 せるため、以下の施策を引き続き実施。（平成 17年
促し、正義感・倫 少年の割合を、平成 14 を確認することとしており、平成 16年度調査 度）

理観などを持った 年度の割合を基準として においては、平成 14年度調査と比較し、や 自然体験活動に関するモデル事業

豊かな人間性を 、維持し又は増加させる や減少しており、 15年度調査と比べると割 自然体験活動に関する普及・啓発

育むため、自然 。 合は維持されている。以上のことから、一定 国立又は公立青少年教育施設の利用の促進に向

体験活動の充実 の成果が上がっているが、一部については けた施策

、子どもの読書活 想定どおり達成できなかったと判断。

動の推進、問題を 平成 17年度末時点において、当該調査

抱える青少年へ 結果を維持または増加できるよう所要の施策

の支援、有害環 に取り組む必要がある。

境対策の推進、 平成 17年度末までに、 ・自然体験活動の指 自然体験活動に係る指導者の養成及び トレーナー２種の養成及び登録制度について、実

国際交流の促進 自然体験活動に係る指 導者の養成・登録制 登録制度の構築とは、一定の基準を満たし 際の運用を踏まえた改善を行うための検討を行った。

等により、青少年 導者の養成及び登録制 度 た指導者を登録・活用していくための仕組み （平成１７年度）

の健全育成の総 度を構築する。 ・新規登録の指 を構築することである。平成１６年度には、ト

合的な推進を図 導者人数 レーナー２種の養成カリキュラムの整備が行

る。 われ、その養成を行う講師の認定の選定基

準が検討された。また、新規に 2,841人の

指導者が登録されており、想定どおり達成と

判断。

自然体験活動に係る指導者の養成及び

登録制度の構築については想定どおり達成

しているところであるが、今後、制度の実際

の運用の中で実情に合わせた検討を行い、

養成・登録制度の改善を行う必要がある。

平成 17年度末までに、 ・自然体験活動に資 自然体験活動に資する場所の整備につ 自然体験活動に資する場所の整備については、

自然体験活動に資する する場所の登録件数 いては、「子どもの水辺」再発見プロジェクト、 今後もより一層の登録推進を図るため、登録制度の

場所の登録件数を増加 「あぜ道とせせらぎ」づくり推進事業、子ども 広報・周知を徹底し、登録状況の定期的な調査を実

させる。 達の海・水産業とのふれあい推進プロジェク 施するとともに、平成１７年度も「省庁連携子ども体験

トにおける登録件数の合計件数によりその達 型環境学習推進事業」において、登録された箇所に

成状況を確認しているところであり、当該登 おけるモデル的な事業への支援を引き続き実施。（



録件数については、昨年度実績と比較し、 平成１７年度）

約１．２倍の増加を示しており、想定通り達成 事業の成果を広く普及するため、都道府県行政関

と判断。 係者や民間団体関係者を対象としたフォーラムを開

自然体験活動に資する場所の整備につ 催し、３プロジェクトの更なる周知を図る。（平成１７年

いては、全体としては増加傾向にあるところ 度）

であるが、「子どもの水辺」再発見プロジェク

ト以外のプロジェクトにおいては、登録数が

伸びていない、或いは、伸び率が低くなって

おり、その原因としては、都道府県担当者の

認知度や意識が十分でないこと等が考えら

れる。

子どもの読書活動に関す ・子ども読書活 平成 16年度末においては、「子ども読書 広く子どもの読書活動についての関心と理解を深

る社会的気運の醸成を 動推進計画の策 活動推進計画」について、都道府県におい めるため、引き続きポスターの作成・配布、フェスティ

図るとともに、地域におけ 定状況 て 45都道府県が策定済み（平成 15年度 バルの実施等、全国的なキャンペーンを実施。（ 17
る子どもの読書活動推進 末においては４０都道府県）、市町村におい 年度）

体制の整備を図る。 て１８４市町村が策定済み（平成 15年度末 都道府県及び市町村に対し、「子ども読書活動推

においては４９市町村）であり、子どもの読書 進計画」を早期に策定するよう、機会を捉えて働きか

活動の推進については想定どおり達成して け。（平成 17年度）

いると判断。

今後、子どもの読書活動についての関心

と理解を一層深め、未策定の都道府県・市

町村での計画策定を推進することが必要で

ある。

非行等の問題を抱える青 ・非行等の問題 平成１６年度においては、「問題を抱える 非行等の問題を抱える青少年のための継続的活

少年に対して、自立心や を抱える青少年 青少年のための継続的活動の場（居場所） 動の場（居場所）の構築を一層推進するため、引き続

社会性を高めていくこと のための継続的 づくり事業」により、非行等の問題を抱える青 き、当該事業実施団体への支援を行うとともに、警察

を目的とした体験活動や 活動の場（居場 少年に対して、自立心や社会性を高めてい 庁等他省庁・機関に対して、事業への協力を要請す

スポーツ活動、社会奉仕 所）の構築状況 くことを目的とした体験活動やスポーツ活動 るなど、受入団体等の開拓や、青少年と受入団体等

活動などを行うことができ 、社会奉仕活動などを行うことができる継続 をつなぐコーディネーターの確保を実施。（平成１７年

る継続的活動の場（居場 的活動の場（居場所）として全国に６０箇所の 度）

所）を構築する。 場が構築されており、想定どおり達成してい

る。今後さらに、継続的活動の場（居場所）



つくりを推進する必要があるが、受入団体等

の開拓や、青少年と受入団体等をつなぐコ

ーディネーターの確保を行っていく上では、

警察庁等他省庁・機関と連携して行うことが

必要であることから、このような連携の強化が

必要である。

青少年を取り巻く有害環 ・青少年を取り巻 平成１６年度においては、青少年を取り巻 青少年を取り巻く有害環境への対応は急務となっ

境対策を推進する観点 くメディア上の有 く有害環境対策を推進する観点から、青少 ており、引き続き青少年の情報活用能力の育成等を

から、青少年の情報活用 害情報対策の推 年の情報活用能力の育成及び問題性や注 さらに進めるとともに、地域の大人たちが子どもを有

能力の育成及び問題性 進体制の整備状 意事項等についての啓発を推進するための 害環境から守る取組への支援を実施。（平成１７年度

や注意事項等について 況 モデル的な推進体制の整備は、想定どおり ）

の啓発を推進する。 達成している（ 11個所）。青少年を取り巻く

有害環境に関わる様々な少年非行の発生な

ど、青少年を取り巻く有害環境への対応は

急務となっており、さらに 青少年の情報活

用能力の育成及び問題性や注意事項等に

ついての啓発を推進する必要がある。

国際交流を通じ、我が国 ・海外に青少年 平成 16年度はドイツ、韓国、アメリカ、イ さらなる国際交流の推進のためドイツ、韓国、アメリ

及び各国における青少 等を派遣、招へ ギリスに 270人の青少年及び青少年育成指 カ、イギリスの各国青少年等の派遣・受入を実施。 （

年及び青少年育成指導 いした国・人数 導者の派遣・受入を実施しており、青少年の 平成 17年度）

者相互の認知度・理解度 国際交流の推進については、想定どおり達

の向上を図る。 成しており、引き続き青少年等の海外派遣・

日本への受入を進めていくことが必要である

。

施策目標８－１ 芸術文化活動の振興 【主管課】文化庁芸術文化課

【関係課】文化庁伝統文化課・美術学芸課

優れた文化芸術 優れた芸術創造活動へ ・直接的な牽引 支援を受けている芸術団体数が着実に増 団体の総体の活動を支援対象とする「芸術団体重

への支援、新進 の支援を継続し、芸術創 力となることが期 加していることから概ね順調に進捗している 点支援事業」の見直しを行い、新たに公演ごとのプロ

芸術家の人材育 造活動を活性化させる。 待され、支援を と判断。「芸術団体重点支援事業」について ジェクトを支援対象する「芸術創造活動重点支援事

成、子どもの文化 受ける芸術団体 は、「今後の舞台芸術創造活動の支援方策 業」を実施した。（１７年度）

芸術普及活動の の累積団体数 について（提言）」（平成１６年２月文化審議

推進等を通じて、 会文化政策部会）等を踏まえて、その支援



我が国の芸術文 目的及び支援対象事業をより明確にし、団

化活動水準の向 体の総体の活動ではなく、公演ごとのプロジ

上を図るとともに、 ェクト支援である趣旨に則した活動を支援対

国民全体が、芸 象とするなどの見直しを行い、今後も優れた

術文化活動に参 公演に対するきめ細やかな支援の拡充を図

加できる環境を整 っていく必要がある。

備する。 新進芸術家の海外への ・新進芸術家海外留 実践的な研修の機会の提供による累積派 引き続き「新進芸術家海外留学制度」、「新進芸術

留学や国内での研修を 学制度における累積 遣者数の増加が図られている。また、将来有 家国内研修制度」を実施した。（１７年度）

支援することにより、次代 派遣者数 望な芸術家を選定して派遣することにより質

を担う芸術家を育成する ・新進芸術家国 の確保も図られているところであり、概ね順

。 内研修制度にお 調に進捗していると判断。

ける累積派遣者 引き続き支援の継続の必要がある。

数

子どものための公立文化 ・子どものための 子どものための公立文化施設における公 引き続き「本物の舞台芸術に触れる機会の確保」、

施設における公演機会 公立文化施設に 演数や、学校における公演数は共に増加し 「芸術拠点形成事業」を実施した。（１７年度）

や学校における芸術文 おける公演機会 ており、順調に進捗していると判断。

化に触れる機会の提供 の累積提供数 引き続き多くの公演を行えるような支援の

を継続し、芸術文化の普 ・子どものための 継続・拡充の必要がある

及活動水準を向上させる 学校における芸

。 術文化に触れる

機会の累積提供

数

施策目標８－２ 文化財の次世代への継承・発展 【主管課】文化庁伝統文化課・美術学芸課・記念物課・参事官

文化財のうち重 国が新たに指定等する ・文化財の指定 平成16年度末現在の文化財の指定等件 引き続き、国が新たに指定する文化財のうち近代

要なものの指定 文化財のうち近代の分野 、選定及び登録 数（累積総数）は20,474件であり、そのうち近 分野のものの指定を積極的に行った。

等を行い、保護 のものの指定等を積極的 の件数のうち、 代の分野のものは21.0％（平成15年度 （１７年度）

のため必要な措 に行う。 近代分野の割合 19.2％）と増加しており、想定どおり達成さ

置を講ずるととも れていると判断。

に、専門職員等 引き続き近代分野の指定等を積極的に進

の資質向上や文 めていく必要がある。

化財に関する情 地方公共団体が実施す ・史跡等の公有 史跡等の公有地の割合が59.1％（平成15 引き続き、地方公共団体が実施する公有化事業を

報化の推進により る公有化事業を補助する 地の割合 年度 58.9％）と増加しており、想定どおり 補助することで、史跡等の適切な保存、管理、整備



、文化財の次世 ことで、史跡等の適切な 達成されていると判断。 及び公開を行った。 （１７年度）

代への継承・発展 保存、管理、整備及び公 開発の切迫度、買上げ規模等に応じ、「直

を図る。 開を推進する。 接買上げ方式」又は「先行取得方式」を行い

、適切な史跡等の保護及びその後の整備・

活用を図る必要がある。

文化遺産オンライン構想 － 平成１６年度より３４の博物館・美術館等の 引き続き、文化遺産オンライン構想を積極的に推

を積極的に推進すること 協力を得て文化遺産オンライン試行版を公 進することにより、国や地方の有形・無形の文化遺産

により、国や地方の有形・ 開し、本格稼動に向けた問題点･課題等の に関する情報を国内外に公開した。 （１７年度）

無形の文化遺産に関す 基礎データを収集することができたことから、

る情報を積極的に国内 想定どおり達成されていると判断。

外に公開する。 IT化の急速な進展への対応や、国民の多

様なニーズに対応する必要があるため、総

務省と相互に連携を図りつつ、国や地方の

有形・無形の文化遺産に関する情報を積極

的に公開することなどを目的とする「文化遺

産オンライン構想」を引き続き強力に推進す

る必要がある。

文化財の保存及び活用 ・公開承認施設 平成１７年度終了時点において、本研修 引き続き、文化財の保存及び活用に関する研修を

に関する研修を実施する のうち、文化財 を終了した学芸員が１名以上配置されている 実施し、文化財に携る人材の確保と資質の向上を図

ことにより、文化財の保存 の保存・活用に 公開承認施設の割合は55％程度（平成15年 った。 （１７年度）

・活用の取組を充実させ 関する研修会の 度 38％）と見込まれ、順調に増加しており

て、文化財に携る人材の 修了者が1名以 、想定どおり達成と判断。

確保と資質の向上を図る 上いる割合 更に事業内容を充実させ、文化財の保存

。 活用に関する専門職員等の資質向上を図る

ことを目指す必要がある。

都道府県及び市区町村 ・全都道府県の 約８割の都道府県より講習会への参加が 引き続き、都道府県及び市区町村の文化財行政

の文化財行政に携る者 うち、文化財の あり、想定どおり達成されていると判断。 に携る者を対象に、職務遂行に必要な基礎的事項

を対象に職務遂行に必 保存・活用に関 既受講者の要望を反映しながら、よりニー 及び実務上の課題に関する講習会を実施した。

要な基礎的事項及び実 する講習会を受 ズに呼応した講座を目指し、文化財行政に （１７年度）

務上の課題に関する講 講した都道府県 関する職員等の資質の向上を図る必要があ

習会を行い、文化財行政 の割合 る。

の向上に資する。



施策目標８－３ 文化振興のための基盤整備 【主管課】文化庁政策課・著作権課・国際課・芸術文化課・国語課・美術学芸課

高度化、多様化し 平成18年度までに、国立 ・国立新美術館の建 平成１６年度も、順調に建設工事が進捗し 平成１８年度中の開館に向け、引き続き「国立新美術

つつある国民の 新美術館の整備を行う。 設工事の進捗状況 ており、想定どおりに達成と判断。 館」 の準備及び整備を進めた。（１７年度）

文化への関心の 大型企画展の開催や全国的な公募展の

高まりに応えるた 施設提供など、我が国の美術の振興と国民

め、我が国の文 の美術鑑賞機会の充実を図る新しい国立の

化芸術活動の中 美術展示施設の平成１８年度の開館を目指

核となる文化拠点 して、引き続き、独立行政法人国立美術館

等の整備を行うほ で準備及び整備を進める必要がある。

か、文化に関する 平成17年度までに、九州 ・九州国立博物館の 平成16年度には、名称を「九州国立博物 引き続き「九州国立博物館」の準備及び整備を進め、

総合的な情報シ 国立博物館を開設する。 建設工事の進捗状 館」に正式決定し、平成17年10月15日（土） 予定通りに開館した。（１７年度）

ステムの構築を進 況 に開館することを発表するとともに、「展示工

める。また、文化 事（２年計画）」を完了しており、概ね順調に

活動を支える基 進捗していると判断。

盤する正しい理 引き続き、開館に向けて独立行政法人国

解の促進を図ると 立博物館での準備を進める必要がある。

ともに、著作権の 文化庁ホームページを含 ・情報提供システム 平成16年度には、文化庁ホームページの 引き続き「文化政策情報システム整備」を実施し、

適切な保護と公 めた文化情報総合システ へのアクセス数（文化 情報内容の充実を図ったことにより、文化庁 文化情報総合システムの内容の充実及び効果的な

正な利用を図り、 ムの情報内容の充実を 庁ホームページアク ホームページへのアクセス数（月平均）が平 運用を行い、文化に関する情報の積極的な推進を図

著作権制度の普 図る。 セス数） 成15年度の約1.5倍に増加していることから、 った。特に，文化庁ホームページ内にある子ども向け

及・啓発を行う。 概ね順調に進捗していると判断。 のページ「子ども文化教室」のリニューアルを実施し，

文化庁ホームページのアクセス数は年々 より幅広い世代に向けた文化に関する情報の発信に

増加しており、国民の文化に対する関心が 努めた。（１７年度）

高まってきていることがうかがえる。引き続き

、コンテンツの充実を図り、文化に関する情

報を国内外に総合的に提供することが必要

である。

国民の国語に関する意 ・国語問題研究 平成１６年度は、国語問題研究協議会の 引き続き「国語問題研究協議会」や「言葉」につい

識の把握に努めるととも 協議会への延べ 延べ参加者数が順調に増加しており，また， て考える体験事業を実施し、国語の普及・啓発を図

に、国語に関する協議会 参加者数 「言葉」について考える体験事業については った。（１７年度）

等の開催を通じて、国語 ，未開催の都道府県が減少しており，普及・

の普及・啓発を図る。 啓発が順調に図られていると考えられること



から，概ね順調に進捗していると判断。

今後も、さらなる国語の普及・啓発を図るこ

とが必要である。

著作権に関する講習会 ・著作権の普及・啓 平成１６年度は、著作権講習会の開催に 国民一般向けの講習会について、共催都道府県

等の開催やマンガ教材 発を図るための講習 ついて、国民一般、教職員、図書館職員等 全国のニーズに応じた内容に変更するとともに、中学

の学校への配布等を通 会等の開催箇所数・ の対象者別の講習会を計画どおり１３箇所で ３年生にマンガ教材の配布を行い、著作権制度の普

じて、著作権制度の普及 著作権の普及・ 開催し、3,449名の参加者に対する普及啓発 及・啓発に努めた。（１７年度）

・啓発を図るとともに、ア 啓発を図るため を行った。教職員向け講習会では、エル・ネ また、アジア諸国における海賊版対策事業につい

ジア諸国における海賊版 の講習会等の受 ットで同時中継及び再放送を行い、より多く て、引き続き海賊版対策セミナーを実施するとともに

対策を実施することにより 講者数 の教職員が視聴できるよう配慮するとともに、 、海外向け著作権教材を作成・配布し、海外におけ

、わが国の著作物を適切 ・「中学生向けマ 著作権教育に関するパネルディスカッション る我が国の著作物の保護を図った。（１７年度）

に保護する。 ンガ」の配布数 や著作権教育研究指定校の研究発表を実

施するなど内容の充実を図った。さらに、全

国の中学３年生全員にマンガ教材を配布す

ることができた。また、アジア諸国における海

賊版対策について、例年開催している各国

政府担当者を中心とした海賊版対策セミナ

ーに加えて、関係企業・団体や弁護士等も

交えた意見交換会等も開催した。さらに、新

たに海外向け著作権教材マスター版を作成

し、ベトナム語版も作成･配布した。以上から

概ね順調に進捗していると判断。

今後の課題として、著作権制度の普及・啓

発については、受講者のニーズに応じた講

習会の実施に向け、引き続き講習会の在り

方の検討を行い、また、著作権教育研究指

定校において、引き続き効果的な活用の研

究を行うことが必要である。

また、アジア諸国における海賊版対策に

ついては、関係省庁や権利者団体等とも連

携しながら、積極的な取組を行っていくこと

が必要である。



施策目標８－４ 国際文化交流の推進による芸術文化水準の向上、文化を通じた国際貢献、諸外国との相互理解の増進

【主管課】文化庁国際課

【関係課】文化庁芸術文化課・伝統文化課・美術学芸課・記念物課・参事官建造物担当

我が国の文化芸 平成１７年度までに、日 ・ハイレベルの芸術 量的な面においては、招へい人数は増加 引き続き「外国人芸術家・文化財専門家招へい事

術活動の水準を 本と関係の深い主要国（ 家・文化財専門家の 、質的な面においては、 世界各国で第一人 業」を実施した。（１７年度）

向上させ、文化を 英・米・独・仏・中・韓）を 招へい人数 者として活躍している芸術家・専門家を招へ

通じた国際貢献 はじめ、様々な国から計1 いしており、芸術家・文化財専門家の質は確

を行うとともに諸 50名のハイレベルな海外 保されている。また招へい国も主要６か国の

外国との相互理 の芸術家・文化財専門家 ほか７か国から招へいを行っているところで

解の増進を図る を招へいし、国際文化交 あり、概ね順調に進捗していると判断。

ために、文化芸術 流のためのネットワークの 今後も我が国と諸外国の芸術家・専門家

振興、文化財保 構築を図る。 との連携強化、日本文化の発信を図るため、

護における国際 引き続き、継続を図る必要がある。

文化交流を推進 平成１７年度までに、我 ・我が国の芸術団体 公演数については、前年度に比べ増加し 引き続き「国際芸術交流支援事業（二国間交流・

する。 が国の芸術団体が海外 による海外公演数 ているほか、公演の内容については世界の 海外公演）」を実施した。（１７年度）

公演を行うことにより、文 多様な芸術との相互刺激を通じて豊かな芸

化芸術振興及び国際文 術を生み出すことが期待されているものであ

化交流を推進する。 ることや、スタッフ、キャスト等の専門性が高

い等の観点から海外公演の質は確保されて

おり、概ね順調に進捗していると判断。

引き続き支援の継続の必要がある。

平成１７年度までに、海 ・海外の芸術団体と 公演数については、１２年度と比べると増 引き続き「国際芸術交流支援事業（国際共同制作

外の芸術団体と我が国 我が国の芸術団体と 加していること、世界の多様な芸術の相互刺 公演）」を実施した。（１７年度）

の芸術団体とが共同制 の共同制作公演数 激を通じて豊かな芸術を生み出すことが期

作公演を行い、文化芸術 待されている公演であることや、スタッフ、キ

振興及び国際文化交流 ャスト等の高い専門性などの観点から、共同

を推進する。 製作公演の質は確保されており、一定の成

果は上がっているが、前年度に比べ若干公

演数が減少しており、進捗にやや遅れが見

られると判断。

しかしながら、１２年度と比較すると指標は

順調に推移しており、「国際芸術交流支援事



業」をはじめとする関連施策の効果が現れて

いるものと推測され、引き続き支援の継続の

必要がある。

世界の文化遺産保護に ・文化財修復等に関 「アジア太平洋地域世界遺産等文化財保 引き続き「アジア太平洋地域世界遺産等文化財保

おける国際協力につい する招へい者数 護協力推進事業」、「アジア諸国文化財の保 護協力推進事業」、「アジア諸国文化財の保存修復

て我が国の経験や技術 存修復等協力事業（博物館・美術館の研究 等協力事業（博物館・美術館の研究協力）」、「アジア

を活用するために、文化 協力）」、「アジア諸国文化財の保存修復等 諸国文化財の保存修復等協力事業（文化財建造物

財専門家の派遣や招へ 協力事業（文化財建造物の保存修復協力）」 の保存修復協力）」を実施した。（１７年度）

い研修の充実を図ること を実施し、指標である招へい者数とは別に、

で、質の高い専門家を育 「アジア太平洋地域世界遺産等文化財保護

成する。 協力推進事業」については満足度について

アンケートを実施したところ、研修を受けた専

門家の９割以上の参加者が満足と回答して

おり、想定した以上に順調に進捗していると

判断。

今後も文化財専門家の派遣や招へい研

修を行い、技術者間の情報交換、研究等の

機会を提供するために、引き続き支援の継

続を図る必要がある。

施策目標９－１ 日本人の心の見える国際教育協力の推進 【主管課】大臣官房国際課国際協力政策室

【関係課】国際統括官付

開発途上国の貧 拠点システムを整備し ・拠点システムへ 大学・ＮＧＯ・開発援助機関等からな 我が国の教育経験・協力経験の整理・蓄積及び

困削減を進める 、協力経験の豊富な理 の参加団体数 るネットワークを形成し、我が国の国際 それらの国際教育協力関係者による共有がなされ

ための最重要分 数科教育、教員研修制 ・経験の浅い協力 教育協力のうち、協力経験が豊富な分野 、開発途上国に対して我が国教育経験を広く普及

野の一つである 度、教育行政、学校運 分野における現地 （理数科教育、教員研修等）に関しては するシステムの整備に向け、成果の普遍化や国際

教育分野に対し 営の諸分野において開 調査やワークショ 、協力経験の整理・蓄積及びこれらを踏 的発信、体制整備の充実等を図る。特に、以上の

て、国際教育協 発途上国における協力 ップ等の実施数 まえた協力モデルの開発等を、協力経験 取り組みに際して、教育支援に関する国際動向や

力懇談会（文部 経験を蓄積・分析し、 ・教育経験・協 が浅い分野（環境教育、障害児教育等） これに基づく我が国政府の援助政策等を踏まえた

科学大臣の私的 協力関係者に伝達する 力経験の整理・ に関しては、我が国教育経験の整理・蓄 改善を図る。（１７年度）

懇談会）におけ とともに、協力経験の 蓄積等成果の電 積及び開発途上国のニーズ分析等を推進

る議論を踏まえ 浅い他の分野において 子アーカイブス した。

つつ、我が国の は、ワークショップの への登録数 また、これらについて、国際教育協力



経験と人材を生 開催や開発途上国にお 関係者が自由に参照・活用できるよう、

かした効果的な ける現地調査などによ 国際フォーラム、国内報告会やインター

国際教育協力を り、我が国の教育経験 ネットＨＰ（電子アーカイブス）を通じ

実現させる。ま に関する情報提供と対 て、成果の幅広い普及等を推進した。

た、協力に携わ 話プロセスの強化を行 これらの取り組みについては、７２の

った現職教員が う。以上の活動を通じ 団体の参加と、２２回のワークショップ

コミュニケーシ 、我が国の教育経験を 等の実施、さらには５０９件に及ぶ成果

ョン、異文化理 広く途上国に普及する の電子アーカイブスを通じた普及等を通

解能力を身につ 。 じてなされ、我が国の教育経験を広く途

け、国際化のた 上国に普及するシステムの整備に向け、

めの素養を児童 概ね順調に進捗していると判断。

・生徒に波及的 次の段階として、教育支援に関する動

に広めることに 向やこれに基づく我が国政府の援助政策

よって、我が国 等を踏まえ、今後増大が見込まれる我が

の「内なる国際 国の教育援助プロジェクトにおいて、本

化」を推進する 事業の成果が一層有効に活用できるよう

。 、各地域ごとのきめ細やかな援助ニーズ

の把握や教育協力モデルの検証、成果の

広範な普及に係る取り組みを行う等、体

制整備の一層の充実等を図る必要がある

。

青年海外協力隊をはじ ・現職教員の青年 平成１６年度については、参加希望教 青年海外協力隊をはじめとする国際協力事業への

めとする国際協力事業 海外協力隊「特別 員数は１４７人と１００人を超えている 現職教員の毎年度の参加人数が１００人以上となるよ

への現職教員の参加体 参加制度」への参 が、健康診断で不合格となる割合が高い うに、教育委員会等に対する広報活動の強化を図る

制を整備・強化する。 加人数 。最終的に審査に合格した参加人数は６ 。（１７年度） また、１８年度春募集から参加の対象を

４人であり、平成１６年度における参加 国立学校教員（国立大学附属学校教員）に拡大する

人数の想定基準８４人に対する割合は７ 。

６．４％であったため、一定の成果があ

がってはいるが一部については想定どお

り達成できなかったと判断。

行政から草の根までを ・地方自治体と 地方自治体との公式会合（平成１６年 毎年１０回程度の地方自治体との会合及び年３

含めた幅広い機関との の会合開催数 度開催数３回）、拠点システム運営委員 回程度のＮＧＯとの定期的な会合を開催できるよ



協力を実現し、国際交 ・ＮＧＯ等との 会等によるＮＧＯ・コンサルタント企業 う、計画的に実施し、地方自治体やＮＧＯ等幅広

流に資するネットワー 会合開催数 との公式会合（平成１６年度開催数７回 い機関との連携強化に取り組む。

クを構築する。 ）を開催した。地方自治体との会合開催

数が想定基準（年間１０回）を下回ったことか

ら、一定の成果はあがっているが、一部に

ついては想定どおり達成できなかったと

判断。

「万人のための教育」 ・初等教育就学 ユネスコは、「万人のための教育（Ｅ ユネスコが「ダカール行動枠組み」によりＥＦ

を主導するユネスコへ 率（アジア太平 ＦＡ）」の達成を最優先課題に掲げ、ま Ａの取組を強化し始めてから５年を経て、ユネス

の協力を通じて、開発 洋地域） た、世界教育フォーラムにおいて採択さ コと関係機関との連携が効果的に機能し始め、ま

途上国における就学率 ・識字率（アジ れた「ダカール行動枠組み」においては た、我が国の協力は概ね順調に進捗し、効果をあ

の向上、識字率の向上 ア太平洋地域） 、２０１５（平成２７）年までに成人（ げているところである。そのため平成１８年度予

、教育のすべての局面 特に女性）識字率の５０％改善を目標と 算案においては前年度と同額を計上した。また、

における質の改善など しており、我が国としても、ユネスコの 文部科学省（ユネスコ国内委員会事務局）内にお

、「ダカール行動の枠 取り組みに積極的に貢献していくことは いては、ユネスコへの協力に関する総合的な企画

組み」で示された目標 重要である。 立案能力の強化、ユネスコ、他国際機関及び諸外

に向けた取り組みに貢 アジア太平洋地域の初等教育就学率及 国との高度な調整・交渉力を強化する体制を構築

献する。 び識字率は、共に上昇している。また、 し、ＥＦＡに向けた国内体制の強化を図っている

平成１６年度に実施した万人のための教 ところである。

育信託基金レビュー会合及びユネスコが

作成した実績評価報告書によれば、基金

が効果的に運用され、事業が着実に遂行

されていることが確認されており、アジ

ア太平洋地域の就学率の向上、識字率の

向上等に資する我が国の協力が概ね順調

に進捗していると判断。

施策目標９－２ 諸外国との人材交流の推進 【主管課】大臣官房国際課

【関係課】高等教育局学生支援課、初等中等教育局国際教育課、スポーツ・青少年局競技スポーツ課

諸外国との人材 留学生の受入れ・派遣 ・我が国が受け入 留学生受入れ体制の充実のための施策 優秀な留学生を確保すべきであるとの観点から、

交流等をとおし の両面で一層の交流の れている留学生数 を行い、平成１６年５月には、我が国が受入 留学を円滑に実施するための国内外における日本

て、国際的人材 推進を図るとともに、 ・日本政府奨学 れている留学生数が１１７,３０２人となり、「留 留学試験の実施、成績基準の明確化など国費外国

育成を推進する 留学生の質を確保する 金(派遣)留学生 学生受入れ１０万人計画」を達成した前年度 人留学生の選抜方法の見直し、成績評価を加味した



とともに、諸外 。 数 よりも約８千人増加した。 私費外国人留学生に対する奨学金の支給、等の取

国の人材育成へ また、日本から海外への派遣留学生数に 組を継続して実施。

の協力、我が国 ついても、長期留学生派遣制度等により、増 また、平成１８年度予算案においては、①留学生

と諸外国の相互 加（対前年度比８３人増の７９５人）しているこ 受入れの充実、学習奨励費及び授業料減免学校法

理解の増進、我 とから、受入れ・派遣の両面での一層の交流 人援助の充実による私費外国人留学生等への援助

が国の経済・社 の推進は概ね順調に進捗していると判断。 、②日本人学生の海外留学を支援するため、長期海

会構造の国際化 しかし、近年の留学生の急増に伴う大学 外留学支援や短期留学の支援等の事業を推進する

等を図り、豊か 等の受入れ体制は必ずしも十分ではなく、 こととしている。

な国際社会を構 留学生の質を示す指標の一つである学位取 なお、留学生に関する在留管理を適切に行うため

築する。 得率は、修士課程においては平成１５年度 に内閣官房に設置された「外国人の在留管理に関す

は前年度と比べて低下しており、今後も引き るワーキング・チーム」において、関係機関との連携

続き、留学生の質の確保とともに受入れ体制 を図りながら、在留に関する情報を正確に把握し、総

の充実を図ることが課題である。 合的に管理する仕組みを検討中である。

我が国と世界各国との 諸外国からの受 諸外国の教職員の招聘や、学者・専門 諸外国との相互理解の増進、国際交流のため、

二国間交流が活発にな 入れ･派遣者総 家の受け入れ及び派遣を通じた二国間交 引き続き交流の推進を図る必要があることから、

る中で、二国間におけ 数/受入れ・派 流により、教育・科学技術・文化分野に １８年度についても、継続的な人的交流を図る。

る国民間の相互理解を 遣予定者総数 おける意見交換・情報交換が行われ、相 なお、中国・韓国からの教員招へいについては

増進し、真の友好親善 ・諸外国の教職 互理解の増進、国際交流の推進が図られ 、将来にわたる友好関係発展のため、招へい人数

関係を構築するため、 員の招聘 ており、当初予定していた諸外国からの ２００名を１００名増やし、３００名として充実

教育・科学技術・文化 ・諸外国との相 受入れ・派遣者数（５００人）を上回っ を図る。（１８年度）

分野の交流を図る。 互交流 て実施できたことから、想定した以上に

達成と判断。

スポーツの普及・発展 ・交流競技会等 中国や韓国をはじめ、諸外国とのスポ スポーツの交流の推進に係る事業（日中スポー

に寄与するとともに、 の交流 ーツ交流について、各競技団体が実施す ツ交流事業、日韓スポーツ交流事業、スポーツ交

友好親善や国際的な視 る既存のスポーツ交流事業のほか、地方 流事業）を実施した。

野と資質を持った青少 自治体へ委嘱して行う事業などにより、 引き続き当該事業を実施するため、所要の経費を

年の健全育成を目的と スポーツの普及・発展に寄与するととも 予算案に計上した。（１７年度）

して、諸外国との交流 に、参加者の友好親善が図られている。

競技会等を行うスポー 昨年度と比較して、交流人員が増加して

ツ交流事業を推進する いることから、概ね順調に進捗と判断。

外国語教育の多様化を 派遣・受入れ者 平成１６・１７年度の２か年、中国語 平成１７年度は１６・１７年度の２か年指定の

推進するため、英語以 総数/派遣・受 推進地域４府県、韓国語推進地域２府県 ２年目として、引き続き当該事業を実施した。具



外の外国語教育に取り 入れ予定者総数 をそれぞれ指定し、当該府県５７校で、 体的には、中国及び韓国を対象に語学教育、人的

組んでいる都道府県を ・日本人高校生 中国語及び韓国語の教育に取り組んだ。 交流（派遣：中国２１名、韓国１４名、受入れ：

推進地域に指定し、地 の諸外国への派 また、推進地域の日本人高校生の派遣（ 中国２１名、韓国１４名）に引き続き取り組み、

域の関係機関との連携 遣者数 中国２１名、韓国１４名）及び中国と韓 相互理解、友好親善を図っている。なお、１８年

のもとに実践的な調査 ・研究対象言語 国の高校生の受入れ（中国２１名、韓国 度からは、新たに１８・１９年度の２カ年の指定

研究を行い、外国語教 国の高校生の受 １４名）を実施して、約１か月間、ホー により当該事業を実施する予定。

育の一層の推進を図る 入れ者数 ムステイをしながら現地校に通学させ、

。また、国際理解教育 語学学習や交流活動を実施し、相互理解

を推進する観点から、 、友好親善が図られたことから、概ね順

指定地域の高校生を諸 調に進捗したと判断。

外国に派遣するととも

に、研究対象言語国の

高校生を日本で受け入

れる。

施策目標９－３ 大学等による国際協力活動及び国際協力に携わる人材の育成・確保 【主管課】大臣官房国際課国際協力政策室

大学が有する「 大学組織および教員の ・国際開発協力の 大学組織及び教員のデータベースの登 これまでの施策の方向性（大学が有する「知」

知」を活用した データベースを整備し ための大学データ 録件数の割合が、登録大学数２６５大学 を活用した国際開発協力を効果的・効率的に進め

国際開発協力を 、登録大学を３００大 ベース登録数（大 （平成１６年度想定 ２３８大学）で１１１． るために、大学が組織として国際開発協力活動を

効果的・効率的 学、登録教員を３００ 学組織、大学教員 ７％、登録教員数３５６０人（平成１６ 行うための基盤を整備する。）を維持しつつ、引

に進めるために ０人まで増やすことで ） 年度想定 ２５５８人）で１３９．２％ き続きデータベースへの登録数の増加を図る。

、国際教育協力 、国内大学における国 であったため、想定した以上に達成と判

懇談会（文部科 際開発協力ポテンシャ 断。

学大臣の私的懇 ル（協力可能な教員、

談会）における 途上国への協力実績、

議論を踏まえつ 協力に関する抱負等）

つ、大学が組織 を把握し、援助機関等

として国際開発 の外部機関に対し国内

協力活動を行う 大学を紹介可能とする

ための基盤を整 。

備する。また、 サポート･センターを整 ・関係構築がなさ サポート・センターと連携した機関数 ポテンシャル（協力可能な教員、途上国への協

国際開発協力に 備し、同センターを通 れている援助・連 の割合が援助機関数７機関、国内外大学 力実績、協力に関する抱負等）を有するが、具体

携わる人材の育 じ、５の援助機関、１ 携機関数 関係機関数２６機関、その他連携機関数 的な取組に至っていない大学における国際協力、



成・確保を図る ０の国内外大学関係機 ５機関で１９０％（平成１６年度想定 プロジェクト受託の取組を促進すべく、関連情報

。 関、５のその他連携機 ２０機関）であったため、想定した以上 の収集及び提供や定期的な懇談会を開催するなど

関との連携を開始・強 に達成と判断。 、国内外の大学、援助機関との連携を継続・拡大す

化することで、大学等 る。

における国際開発協力

活動を支援する。

大学における国際開発 ・プロジェクト プロジェクト受託に関するセミナーの ポテンシャル（協力可能な教員、途上国への協

協力活動を支援するサ 受託に関するセ 参加者数が増加していることから概ね順 力実績、協力に関する抱負等）を有するが、具体

ポート･センターを通じ ミナー開催数、 調に進捗していると判断。しかしながら 的な取組に至っていない大学における国際協力、

、大学の国際協力、プ 参加大学数、参 、国際協力に有用な人材、専門性、関心 プロジェクト受託の取組を促進すべく、効果的・

ロジェクト受託に関す 加人数 を有するが、大学内の体制整備、とりわ 効率的な取組の観点から、実際の受託事例を分析

る情報の提供、大学か け事務担当者の理解不足等の要因により し、１６年度に実施したサポート・センターによ

らの相談への対応等、 具体的な取組に至っていない大学も少な る大学幹部への働きかけや「国際協力プロジェク

大学が組織として国際 くないことから、今後はこのようなポテ ト受託に関するセミナー」を開催するなど、大学

開発協力活動を行うた ンシャルを、具体的な取組に結び付ける 、援助機関等にフィードバックを行う。（１７年

めの基盤を整備する。 べく、連携促進を量的、質的に拡大して 度）

いく必要がある。

開発途上国の開発課題 ・開発援助人材 開発援助人材養成研究科等（開発途上 国際機関邦人等職員による日本の大学での講義

を専門とする若手人材 養成研究科等か 国の自立的、内発的発展を助け、これら 等の機会を促進することにより、より多くの学生

が国際開発協力活動等 ら国際機関や援 の国々の発展に資するため、国立の大学 に国際機関等での実務内容に触れる機会を設け、

に携わることを推進し 助関係機関等へ 及び大学院に設置されている学部、研究 国際的な舞台で活躍する人材の育成・確保を図る

、人材の育成を図る。 のインターンシ 科）からの国際機関や援助関係機関等へ （１７年度）。

ップ及び就職者 のインターンシップ及び就職者等の総数

等（青年海外協 は、１６年度においても順調に増加して

力隊、コンサル おり、概ね順調に進捗していると判断。インタ

タント含む）の ーン数や就職者のさらなる増加のため、より

総数 多くの学生に国際機関等での実務内容に触

れる機会を設ける等の取組が必要である。



２．事業評価結果の政策への反映状況

（１）新規・拡充事業評価
評価結果の政策への反映状況

№ 事業名 主管課 評価結果の概要 平成１８年度予算概算要求額等

（関係課） （平成１８年度予算案）

政策目標１ 生涯学習社会の実現

１ 地域子ども教室推進事業 生涯学習政策局 地域の教育力の向上を図り、地域社会で心豊かな子ども ９,３７２百万円

（地域教育力再生プラン） 生涯学習推進課 たちを育成するためには、地域の大人の協力を得て、子ど (６，６４４百万円)

もたちの放課後や週末における様々な体験活動や地域住

民との交流活動等を行う子どもの活動拠点（居場所）づくり

の支援が引き続き必要である。

緊急かつ計画的に全国へ事業を展開し、地域住民同士

の交流活動の場を設けることにより、継続的な地域活動の

きっかけとするなど、地域コミュニティーの充実が早期に図

られる等の効果が期待できる。

２ 異年齢子ども体験交流活 生涯学習政策局 近年の少子化、核家族化に伴い、これまでは子ども同士 ３３１百万円

動推進事業（地域教育力 生涯学習推進課 の集団活動や異年齢との交流活動等を通じて、日常生活 （－）

再生プラン） の中で自然に、子どもたちが身につけてきた子どもの対人

関係能力や社会性、規範意識、基本的生活習慣などを育 ・予算編成過程で廃止。

む機会が減少している。

このため、長期休業日や週末等の活用により、地域の大

人たちの協力のもと、異年齢・異学年の子どもたち同士が

様々な集団活動に参加する機会を設けることで、子どもた

ちの社会性の涵養が図られるなどの効果が期待できる。

３ 子どもの生活リズム向上プ 生涯学習政策局 今日の子どもの学力や体力の低下は、社会の根幹を揺 ２５０百万円

ロジェクト 男女共同参画学 るがしかねない喫緊の課題となっており、家庭における食 (１３０百万円)

習課 事や睡眠などの基本的生活習慣の乱れとの相関関係が指

摘され、家庭の教育力の低下がその要因の一つとなってい

る。

このため、子どもの望ましい基本的生活習慣を育成し、

生活リズムを向上させることの重要性について、親が再認



識し、親が親としての役割を果たすようになる環境づくりが

急務となっている。

子どもの生活リズムを向上させることを目指すモデル事

業やフォーラムの実施等により、このような機運を醸成し、

子どもの望ましい基本的生活習慣が育成されるという効果

が見込まれる。

４ 専修学校等におけるＮＰＯ 生涯学習政策局 ニートや職業教育に対応した施策については、近年の ２２４百万円

団体等と連携したニートに 生涯学習推進課 専修学校への進学率増加等からも専修学校が一定の役割

対する職業教育支援 （生涯学習政策 を果たすことが求められている。また、地域の身近な学習拠 ・専修学校におけるＮＰＯ団体等と連携したニートに

局社会教育課） 点である公民館等の社会教育施設等においてニート対策 対する職業教育支援事業 （１６６百万円）

及びニート予防に関する事業を行うことが効果的である。 ・公民館等におけるニート支援モデル事業

専修学校とニート支援にノウハウを持つＮＰＯ団体等が (１６百万円)

連携することにより、個人の将来の希望や適性合う、より適 ※事業評価結果を踏まえ、予算編成過程で２事業に

切な学習相談や進路相談を実施することができ、本事業を 分割。

実施していくうえで有効かつ効率的であると考える。

個々のニートに対して、個々のニーズに合わせたオーダ

ーメイドの講座やカウンセリングを実施することにより、より

効果の高い成果が期待できる。

５ 学校教育情報化推進総合 初等中等教育局 昨今の情報化の進展は著しく、学校においても、こうした ９３９百万円

プラン 参事官付 情報化の進展に適切に対応していくことが求められてい （７４０百万円）

る。また、各教科等の目的を達成し、「確かな学力」の育成

を図る観点からも、効果的なＩＴの活用を広め、定着させて

いく必要がある。

しかしながら、コンピュータを使って指導できる教員の割

合については進捗にやや遅れが見られる。

整備されてきた学校のＩＴ環境の利活用の適正化等を図

るためには、今後も継続的に教員のＩＴを活用した指導力の

向上等を図ることが必要であり、本事業においてＩＴを活用

した指導実践事例等の情報共有を図ることや研修等を実

施することは、効果が非常に期待できる。

６ 全国的な学力調査事業 初等中等教育局 ①児童生徒の全国的な学習到達度・理解度の把握・検 ４,２６７百万円

教育課程課 証、②各学校における教育指導の改善充実、③教育施策 （２，９２２百万円）



の成果と課題を検証、④国際的・科学的な視点からの質 ・全国的な学力調査に係る事務体制の強化を図る

の高い学力調査の推進を図る観点から、国が全国規模の ための室長補佐１名、学力調査企画係長１名、学力

調査を実施する必要がある。 調査企画係員１名を措置。（１８年度）

７ スーパー・イングリッシュ・ 初等中等教育局 英語教育の改善のための実証的資料を得ることを目的と ５２３百万円

ランゲージ・ハイスクール 国際教育課 して実施している本事業では、多様な学校環境のもと、英 （４５０百万円）

語教育を重視したカリキュラムの開発、大学や中学校等と

の効果的な連携方策等について取り組んでいるところであ

る。平成１４年度に開始した本事業については、 116件
119校が取り組んでおり、広く普及するため、引き続き効果

的な実証手法等の開発に取り組むことで一層効果が得ら

れるものと判断。

８ 小学校英語活動地域サポ 初等中等教育局 小学校英語活動は「総合的な学習の時間」を中心に約９ １４９百万円

ート事業 国際教育課 割の学校で実施されているが、小学校教員は英語指導の （８３百万円）

専門的な教育を受けておらず、指導に苦慮している。この

ため、１７年度から左記事業を実施して全国３０地域を指定

し、教材開発やワークショップの実践に取り組んでおり、本

事業の実施により小学校全体の取組等、教員の意識向上

が見られ引き続き実施することで一層の効果が得られるも

のと判断。

９ 国際教育総合推進プラン 初等中等教育局 「初等中等教育における国際教育推進検討会報告」を受 ７３百万円

国際教育課 け、国際化した社会を生きる人材を育成するために、学校 （５５百万円）

及び地域に於ける国際教育の推進の体制を図る必要があ

る。 ・当初の予定では、「国際教育総合推進プラン」とし

このため、本事業を通して、地域に於ける国際教育拠点 て国際教育拠点形成事業と国際教育資源連携促進

の形成、国際教育推進データベースの活用、全国フォーラ 事業を行う予定だったが、地域の国際教育資源の共

ムの開催等を行う。これにより、国際教育を実施する学校の 有化や連携を促進しつつ、学校を中心に地域の実

割合の増加等を通じて、各地域において国際社会で主体 情や特色を生かした先進的な取組をより効果的に実

的に行動するための必要な能力の基礎を育成する体制が 施する観点から、予算編成過程で事業の一本化を図

整備される効果が考えられる。 り、事業名を「国際教育推進プラン」に変更した。

１０ 帰国・外国人児童生徒教 初等中等教育局 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針（骨太の方 ９４百万円

育支援体制モデル事業 国際教育課 針）２００５」においても、外国人労働者受入とそれに伴う環 （５０百万円）

境整備の推進することが述べられており、外国人児童生徒



の教育支援体制の整備は国として責任をもって取組む必

要がある。

このためには、外国人児童生徒への教育支援体制が整

備され、日本語指導が必要な外国人児童生徒への指導の

充実を図る必要がある。

本事業の実施により、その地域において外国人児童生

徒の教育支援体制が整備されることによって、公立学校に

おける日本語指導が必要な外国人児童生徒のうち、学校

で日本語指導等特別な指導を受けている児童生徒数の割

合の増加という効果が見込まれる。

１１ 学校図書館支援センター 初等中等教育局 「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」や昨 １９７百万円

推進事業 児童生徒課 年７月に成立した「文字・活字文化振興法」などにおいて学 （１９７百万円）

校図書館の充実が求められている中、学校図書館支援セ

ンターの在り方について調査研究を行い、その成果を全国

に普及することにより、学校図書館支援センターを活用して

学校図書館の機能の充実・強化を図る取組の全国的な定

着につながることが期待される。

１２ 特別支援教育体制推進事 特別支援教育課 小・中学校等におけるＬＤ等を含めた障害のある児童生 ２３３百万円

業 徒等への支援体制整備については着実に進んでいるとこ （２０９百万円）

ろであるが、障害者基本法の改正（平成 16年６月）や発達

障害者支援法の施行（平成 17年４月）を踏まえ、国の責務

として早急に、関係機関と連携した総合的な支援体制の整

備が求められている。

このため、文部科学省では、「特別支援教育体制推進事

業」を厚生労働省と連携して実施し、ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能

自閉症等を含めた障害のある児童生徒等に対する福祉、

医療、労働等の関係機関と連携した総合的な支援体制の

整備を図っているところである。

本事業の実施により、小・中学校等における校内委員会

の設置や特別支援教育コーディネーターの指名、個別の

教育支援計画の策定等を促進し、乳幼児期から就労まで

の一貫した支援体制の整備について一層の充実が図られ



る。

１３ 就学前の教育・保育を一 初等中等教育局 「就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合 （所要経費については、幼稚園就園奨励費補助金

体として捉えた一貫した総 幼児教育課 施設（仮称）」の制度化は、幼児教育の機会の拡大や、地 等の幼稚園関係経費として確保。）

合施設（仮称） （高等教育局私 域の子育て家庭に対する支援の充実を図るための、国とし

学部私学助成 ての重要施策である。

課） 本事業の実施により、総合施設（仮称）制度の円滑な実

施が図られ、幼児教育の機会の拡大や地域の子育て家庭

に対する支援の充実が見込まれる。

１４ 豊かな体験活動推進事業 初等中等教育局 児童生徒の豊かな心を育むためには、知識だけでなく ４８６百万円

児童生徒課 様々な体験活動の推進を図ることが重要である。体験活動 （４７０百万円）

の実施状況については依然として各地域・学校による差が

あるが、本事業の実施により、全国の小中高校において７ ・政策群「都市と農山漁村の共生・対流の推進」と

日間以上のまとまった体験活動が実施されると見込まれ して位置づけ（平成１７年度）

る。 ・政策群「少子化の流れを変えるための次世代育

成支援」として位置づけ（平成１７年度）

１５ 情動の科学的解明と教育 児童生徒課 近年、真面目でおとなしく見える､従来の生徒指導の対 １４百万円

への応用に関する調査研 象となりづらい児童生徒が重大事件を起こしていることか （１４百万円）

究 ら、子どもの心の発達過程を踏まえた効果的な教育活動を ・「心に発達障害を抱える子ども」への支援体制の強

実施するために、子どもの情動や心の発達等についてのこ 化を図るための専門官１名を措置。（１８年度）

れまでの研究成果を教育現場の指導へ生かす方策を検討

していく必要がある。こうしたことを踏まえ、本事業で教育現

場と研究者との連携を促進することによって、各地域で行

われている教育活動に科学的な裏づけを当て、さらに科学

と連携した教育活動が実施されることが期待される。

１６ キャリア教育実践プロジェ 初等中等教育局 近年、ニートやフリーターが社会問題となっている。こうし ６３６百万円

クト 児童生徒課 た状況の下、今後の我が国を支えていく子どもたちには、 （４６６百万円）

激しい社会の変化に対応していく能力、主体的に自己の進

路を選択・決定できる能力などが求められており、児童生徒 ・政策群「若者・長期失業者の就業拡大」として位置

の勤労観、職業観を育成するキャリア教育の推進が喫緊の 付け（平成17年度）

課題である。

こうしたことから、「若者の自立・挑戦のためのアクションプ

ラン」（平成１６年１２月）などに基づき、中学校を中心に５日



間以上の職場体験を行う「キャリア・スタート・ウィーク」を実

施するとともに、地域の協力体制を構築する「キャリア教育

実践プロジェクト」を実施してきたところであるが、本事業の

実施により、キャリア教育を推進するための地域のシステム

づくりが構築され、児童生徒の勤労観、職業観が育成され

るなどの効果が見込まれる。

１７ 目指せスペシャリスト（「ス 初等中等教育局 近年、各地域においては、経済や産業の多様化と構造 ４２９百万円

ーパー専門高校」） 参事官 的な変化がある一方、地域を担う人材の空洞化が問題とな (２１１百万円)

っている。専門高校には、これまで以上に地域社会を担う

人材を育成するために、それぞれの特性を生かした教育の

展開や、専門高校と地域社会の結びつきを強めた教育の

在り方が求められている。

このため、平成１６年１２月に、文部科学大臣等の関係閣

僚の合意による「若者の自立・挑戦のためのアクションプラ

ン」において、本事業を推進することとしており、さらに、平

成１８年１月に本アクションプランについて改訂し、本事業

についても引き続き推進することとしている。

本事業の実施により、将来の地域社会の担い手となる専

門的職業人の育成を図ることができる。

１８ 専門高校等における「日 初等中等教育局 昨今の高い若年失業率、増加するフリーターや無業者と １２１百万円

本版デュアルシステム」推 参事官 いった問題が生じており、このような状況を放置するなら (８１百万円)

進事業 ば、我が国経済・社会の発展基盤の崩壊につながりかねな

いという社会事情の中、若年者雇用問題が社会における課

題となっている。そのような中、地域の専門高校において

も、地域の事情に応じて、地域社会等と連携を図ることが求

められている。

このため、平成１６年１２月に、文部科学大臣等の関係閣

僚の合意による「若者の自立・挑戦のためのアクションプラ

ン」において、本事業を推進することとしており、さらに、平

成１８年１月に本アクションプランについて改定し、本事業

についても引き続き推進することとしている。

本事業を実施することにより、企業実習と教育を組み合



わせた人材育成システムである「日本版デュアルシステム」

の効果的な導入を図るとともに、専門高校等における実践

的な職業教育の充実を推進することができる。

１９ 不登校への対応における 初等中等教育局 不登校児童生徒の要因や背景が複雑化・多様化する現 １５４百万円

NPO等の活用に関する 児童生徒課 状において、さらに多様なプログラムが求められるところで （１０４百万円）

実践研究事業 あり、特に、「あそび・非行」型の不登校児童生徒について

は学校での指導が困難なものが多く、また、適切な指導・支

援を行うことができないまま放置してしまうと問題行動につ

ながる可能性が非常に高いため、立ち直りや学校復帰を支

援するための効果的なプログラムの開発が急務である。

こうしたことを踏まえ、実績のある団体に調査研究を委託

することによって、各地域における不登校児童生徒への支

援充実に活用できる有効なプログラムを開発し、地域にお

ける支援の取組の充実につながることが期待される。

２０ 青少年の自立支援の推 スポーツ・青少 今日、青少年をめぐる新たな課題として、いわゆるニート ２１６百万円

進（政府全体の青少年の 年局青少年課 やひきこもりなど青少年の社会的自立の遅れや不適応が （１８５百万円）

自立支援策の一環として （スポーツ・青少 指摘されているところである。そこで、「若者自立・挑戦プラ

の「ニート」対策） 年局参事官） ン」など政府全体の青少年の自立支援策の一環として、い

わゆるニートなどを対象とした体験活動を実施するなど、

青少年の主体性・社会性をはぐくむ体験活動を推進する必

要がある。日本の社会全体の喫緊の課題であるという認識

のもと、国が全国各地域で取り組む必要のある事柄をモデ

ル的に実施し、開発されたプログラムを普及することにより、

全国の地方自治体において青少年の社会的自立を支援

する取組が推進されるものと考えられる。

２１ 「食育推進プランの充実」 学校健康教育課 学校における食育は、給食等、学校で実施されるものに ４３８百万円

～学校・家庭・地域が連携 とどまらず、家庭や地域に働きかけることによって効果的に （４４６百万円）

した取組の推進～（食育 推進することが可能となることから、子どもが多くの時間を過

基本法制定・栄養教諭制 ごす家庭や地域社会（生産者）と連携していくことが不可欠

度創設に伴う食育の推 である。しかし、家庭や生産者との連携については、地域

進） 差も大きいことから、そのあり方について調査研究を行うこと



等によって全国的に推進する必要がある。

そのため、栄養教諭を中核とした、学校・家庭・地域が連

携した調査研究の実施や、学校給食における地場産物の

活用の促進や米飯給食の推進等についての実践的な調

査研究の実施等の取組を行う。

これらの取組により、望ましい食習慣や食に関する正し

い知識を身に付けさせるための効果的な推進方策につい

て成果を得るとともに、食育の重要性等に関する関係者へ

の理解を図ることができる。また、食育に全国的に取り組む

契機を作り出すこととなる。

２２ 義務教育の質保証に資す 初等中等教育局 学校・地方自治体の裁量拡大の進展や学校教育の質に １，００１百万円

る学校評価システムの構 初等中等教育企 対する保護者・地域住民の関心の高まりに伴い、学校が自 （５８０百万円）

築事業 画課 ら改善を図るとともに、説明責任を果たし、設置者等が必要

な支援を行う学校評価システムを構築することにより、教育

の質を保証することが必要となっている。

「骨太の方針２００５」及び「中央教育審議会答申」を踏ま

え、ガイドラインを策定するなど、学校評価システムを構築

することが求められている。

本事業として学校評価のガイドラインに基づく評価実践

研究や学校の第三者評価に関する実践研究等を行うこと

により、専門性をもった研究を行うことができるとともに、情

報を集約することが可能となり、学校の改善に関する知見

を蓄積し、全国の用に供することができるものと判断。

２３ 盲・聾・養護学校教員専 特別支援教育課 現在、盲・聾・養護学校に在籍する児童生徒について ８３百万円

門性向上事業 （教職員課） は、障害の重度・重複化が進んでおり、より一層適切な指 （５２百万円）

導及び支援が求められている。このため、盲・聾・養護学校

に勤務している現職の教員の資質の向上を図ることが喫緊

の課題となっている。

このため、「盲・聾・養護学校教員専門性向上事業」を実

施し、各都道府県において現職教員を対象に実施する講

習会の指導者を養成する。

本事業の実施により、各都道府県における現職教員を対



象とした講習会の実施が促進され、盲・聾・養護学校の教

員の資質の向上を図る取組の充実が見込まれる。

２４ 教員研修評価・改善シス 初等中等教育局 教育委員会が実施する教員研修の内容や手法、効果等 ７８百万円

テム開発事業 教職員課 について客観的な評価・分析を行うための教員研修の評 （６６百万円）

価・改善システムを開発し、教育委員会に提供することが必

要である。本事業の実施により教育委員会が実施する教員

研修が効果的に実施されることが期待される。

２５ 公立小中学校施設の耐震 大臣官房文教施 公立学校施設は、児童生徒等が一日の大半を過ごす活 １３８,６８９百万円

化等 設企画部施設助 動の場であるとともに、非常災害時には地域住民の応急避 （うち、文部科学省計上分１２６，９８８百万円）

成課 難場所としての役割も果たすことから、その安全性の確保

は大変重要である。 １１３，７２１百万円

平成 17年３月に有識者会議の報告書において、地域 （うち、文部科学省計上分１０３，９４３百万円）

間の財政力格差がそのまま学校の安全性の格差につなが

らないよう、国が必要な財源を安定的に確保し、適切に学 ・学校施設の安全対策に関する事務体制の強化を

校施設の安全性を図っていく必要がある旨の提言がなされ 図るための企画調整係長１名を措置。（18年度）

たところである。

なお、地方の裁量を高め、効率的な執行に資するため、

耐震関連事業を中心に一部交付金化を図ることで、より効

率的に耐震化が推進されるものと考えられる。

本事業により、公立小中学校施設の耐震化が重点的に

推進されることで、その安全性が確保されるものと判断でき

る。

政策目標３ 個性が輝く高等教育の推進と私学の振興

２６ 地域医療等社会的ニーズ 高等教育局医学 へき地を含む地域における医療人の確保や個別の診療 １，１５０百万円

に対応した医療人教育支 教育課 科（小児科、産婦人科、麻酔科等）の専門医不足は大きな （１，２９３百万円）

援プログラム 社会問題となっており、医師など医療人の養成機関である

大学において特色ある優れた取組について財政支援を行 ・平成 18年度予算案では、社会的ニーズに対応し

うことにより、大学病院における教育を活性化させ、地域医 た質の高い医療人養成を政策的かつ機動的に推進

療へ貢献することが不可欠。 するため、プログラム名を「地域医療等社会的ニーズ

開発された教育プログラムは、幅広く情報提供されること に対応した質の高い医療人養成推進プログラム」と見

から、その波及効果により大学病院全体の教育の活性化を 直し、その中で、地域医療への貢献や６年制薬学教

推進することができる。 育支援に関する募集テーマを設定することとした。



地域医療に関する指標が一定水準であることを申請の

条件としており、本事業の得ようとする効果は十分達成可

能と判断される。

２７ ６年制薬学教育支援プロ 高等教育局医学 医薬品の安全使用、最適な薬物療法の提供など、医療 ４８０百万円

グラム 教育課 の担い手としての薬剤師の資質の向上が求められているこ （－）

とから、６年制薬学教育の充実・活性化を図ることによって、

質の高い薬剤師養成を推進するとともに、医療の質の向上 ・平成 18年度予算案では、社会的ニーズに対応し

に寄与することを目的とする。 た医療人養成を政策的かつ機動的に推進するため

開発された教育プログラムは、幅広く情報提供され、その に、関連プログラムを「地域医療等社会的ニーズに対

波及効果により薬学教育の活性化を推進する。 応した質の高い医療人養成推進プログラム」として実

本事業に対する応募と選定の状況、選定された取り組み 施し、その中で、６年制薬学教育支援に関する募集

の実績報告、作成した事例集や開催するフォーラムへの社 テーマを設定することとした。

会的反響等を通じて効果を把握する。

既に実施済みの特色ある大学教育支援プログラム等他

事業において、大学間の競争的環境の醸成による教育へ

の取組の活性化が図られている効果を考慮すると、本事業

についても、得ようとする効果は十分達成することが可能で

あると判断。

２８ 先導的ＩＴスペシャリスト育 高等教育局専門 近年不足が指摘され続けている高度なソフトウェア技術 １，０００百万円

成推進プログラム 教育課 者の育成は依然として十分ではなく、我が国の基盤を支え （６３０百万円）

るソフトウェア技術の向上等に支障を来し、国際競争力の

低迷につながることの懸念が広まっている。

このため、大学院を対象とし、世界最高水準のＩＴソフトウ

ェア技術者として求められる専門的スキルを有することはも

とより、長期的な社会情勢の変化とそれに対するＩＴの変容

等に応じたソフトウェア開発に先見性をもって対処し、企業

等において先導的役割を担えるポテンシャルを備えた「先

導的ＩＴ人材」の育成を行うための教育拠点形成を支援する

とともに、その成果等を広く社会に情報提供していくことが

必要である。

２９ 大学教育の国際化推進プ 高等教育局学生 社会、経済等のグローバル化の進展とともに、高等教育 ２，３８２百万円

ログラム 支援 における国際的流動性が高まる中、欧米諸国においても積 （１，９００百万円）



極的な留学生施策の実施や国境を越えた教育の提供が行

われており、我が国における大学教育の一層の国際化推 ・大学教育の国際化推進を図るため、国際企画室の

進が喫緊の課題となっている。 時限を平成２７年度まで延長するとともに、国際企画

このような背景の下、我が国の高等教育の国際的通用 専門官を１人措置。（平成 18年度）

性・共通性の向上と国際競争力の強化及び国際的に活躍

できる優秀な人材の育成が求められているため、大学等が

行う教職員や学生の海外派遣の取組や海外の大学との積

極的な連携等を図る取組のうち、特に優れた取組に対して

財政支援を行うことにより、各大学等における大学教育の

国際化を推進し、高等教育の更なる活性化を図る必要があ

る。

３０ 資質の高い教員養成推進 高等教育局専門 大学の教職課程において、今日の学校現場が抱える複 ９５０百万円

プログラム（教員養成ＧＰ） 教育課 雑・多様化する課題に十分対応し得る、高度な専門性と実 （９２３百万円）

践的な指導力を持った資質の高い教員の養成・確保及び

現職教員の再教育の一層の充実に資するよう、本事業を

実施する。

本事業による支援を通じて得られた成果が教職課程を

有する大学等へ波及することにより、大学等における教員

養成全体の質的向上が図られる。

本事業の有効性等については、外部有識者からなる本

事業の選定委員会などで事後的に検証、評価を行う。

３１ 「実践的総合キャリア教 高等教育局専門 ニート・フリーター問題等、若年者雇用が社会的問題と ７４０百万円

育」推進プログラム 教育課 なる中で、高い職業意識・能力を有する若者を育成する （－）

ことが重要であり、大学等におけるキャリアに関する教育

の重要性が高まっている。 ・本事業は、「現代的教育ニーズ取組支援プログラ

このため、大学等において、質の高い組織的なキャリ ム」の公募テーマの一つとして実施することとした。

ア教育を実施するための教育内容・方法の開発、実践

的かつ体系的なキャリア教育を実現し、学生の高い職業

意識・能力を育成する取組等を行う優れたキャリア教育

プログラムを、国公私を通じた競争的な環境の中で選定

し、支援することにより、大学等における質の高い組織的



なキャリア教育に対する大学等の取組が幅広く認知さ

れ、大学等間の競争的環境の醸成による教育の活性化

が図られる。

３２ 特色ある優れた大学教育 高等教育局大学 大学における教育の質の充実や世界で活躍し得る人材 ７,６４１百万円

の一層の展開（グッド・プラ 振興課 の養成は、非常に重要な課題となっており、各大学におけ （８，０６７百万円）

クティス(ＧＰ)） （高等教育局専 る教育面での改革の取組を一層推進していくことが必要不

門教育課） 可欠である。 ・「特色ある大学教育支援プログラム」：政策群「若年・

このため、国公私を通じ、大学教育の特色ある優れた取 長期失業者の就業拡大」として位置付け。（平成 18
組を選定し、財政支援を行うことにより、競争的な環境の整 年度）

備や資源配分の効率化を図るとともに、選定取組について

広く社会に情報提供することにより、高等教育全体の活性 ・「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」：政策群

化を促進する本事業を、新たなテーマ設定や財政支援の 「若年・長期失業者の就業拡大」及び「コンテンツビジ

強化等によって拡充することにより、各大学の個性・特色を ネスの振興」として位置付け。（平成 18年度）

生かした大学教育改革の促進と高等教育の更なる活性化

を図る必要がある。

３３ 派遣型高度人材育成協同 高等教育局専門 自らの専門分野の位置づけを社会的活動の中で理解 ３９０百万円

プラン 教育課 し、現実的課題の中から主体的に問題設定を行い、それに （２４７百万円）

取り組む能力のある「高度専門人材」の育成が求められて

いる。

このため、これまでの就業体験や職業意識の形成を目的

としたインターンシップとは峻別し、産業界と学界が人材の

育成・活用に関して建設的に協力し合う体制を構築するこ

とにより、社会の抱える諸問題や産業界の取組を理解し、

知識基盤社会を多様に支える高度で知的な素養のある人

材を育成するとともに、その成果等を広く社会に情報提供

していくことがことが必要である。

３４ 「魅力ある大学院教育」イ 高等教育局大学 「新時代の大学院教育ー国際的に魅力ある大学院教育 ４,４４４百万円

ニシアティブ 振興課 の構築に向けて」（平成１７年９月５日中央教育審議会答 （４,２００百万円）

申）においては、「知識基盤社会」を迎え、国際競争が激化

する中で、大学院の人材養成機能の強化のためには、①

大学院教育の実質化（教育の課程の組織的展開の強化）、



②国際的な通用性・信頼性の向上を通じ、世界規模での

競争力の強化を図ることを重要な視点として、大学院の教

育研究機能の強化を推進していくことが求められている。

これを踏まえ、大学院教育の課程の実質化を更に進め、

科学技術や学術研究の基盤となる人材の養成、確保を図

るため、国公私立大学を通じて、新たな社会のニーズに応

えられる創造的な若手研究者の育成に主眼を置いた、意

欲的かつ独創的な教育の取組を重点的に支援することが

必要である。

３５ 法科大学院等専門職大学 高等教育局専門 専門職大学院における高度専門職業人の養成を推進す １，８００百万円

院教育推進プログラム 教育課 るため、各専門職大学院が積極的に教育の質の向上を図 （１，６２０百万円）

る取組を支援するため、本事業を実施する。

本事業による支援を通じて得られた成果が専門職大学 ・政策群「若年・長期失業者の就業拡大」として位置

院全体に波及することで、全体の教育の質の向上が図られ 付け。（平成 18年度）

る。

本事業の有効性等については、有識者等で構成される

選定委員会などで事後的に検証・評価する。

３６ 国立大学等の施設整備の 大臣官房文教施 大学等の施設は、独創的・先端的な学術研究や創造性 ９０，３９６百万円

推進 設企画部計画課 豊かな人材育成のための活動拠点であり、科学技術創造 （８９,６１０百万円）

（高等教育局国 立国を目指す我が国にとって重要な基盤である。国立大学

立大学法人支援 等の施設については、「国立大学等施設緊急整備５か年計

課、専門教育 画」に基づき、重点的・計画的な整備を推進してきたところ

課、医学教育 であるが、老朽化した施設の改善整備は、当初設定した整

課、研究振興局 備目標の約半分程度の達成に留まっており、加えて経年に

学術機関課） よる老朽改善需要が増加してきていることから、安全安心な

教育研究環境の確保等による世界一流の優れた人材と研

究成果を生み出す教育研究環境への再生が重要な課題と

なっている。

なお、事業の実施にあたっては、コスト縮減を図るなど、

予算の効率的な執行に努めるとともに、新たな整備手法の

導入についても積極的に取り組みながら重点的・計画的な

整備を推進する。また、施設の機能性・構造安全性・耐久



性等に鑑み既存施設の活用が可能なものについては、改

築ではなく改修による整備を図り事業コストを抑制する。

３７ 個性豊かな教育研究の推 高等教育局私学 本事業は、我が国の学校教育の発展に大きく貢献し ４７４,４３１百万円

進等私学助成の充実 部私学助成課 ている私立学校の振興を目的として、昭和４５年の私 （４５８，７９９百万円）

（初等中等教育 立大学等経常費補助及び私立高等学校等経常費助成費

局幼児教育）課 補助の予算措置、昭和５０年の私立学校振興助成法の ・政策群「少子化の流れを変えるための次世代育成

施行を経て事業が継続されてきており、平成１７年度 支援」に一部(4,354百万円) を位置付け。（平成 18
の予算額は４，５８９億円となっている。本事業の開 年度）

始以後、授業料の公私間格差及び私立学校における教

員一人あたりの学生数等について、大きな変動がな

く、本事業はなお一定の効果を上げているものと考え

る。

○納付金の伸び率の推移

H12 H13 H14 H15（年）

幼稚園 1.1% 1.3% 1.0% 0.6%

高等学校 0.6% 1.2% 0.9% 0.5%

大 学 0.8% 1.2% 0.6% 0.0%

○教員一人あたりの学生数

幼稚園 S50年 27.3人 → H15年 16.8人

高等学校 S50年 25.7人 → H15年 18.5人

大 学 S50年 31.5人 → H15年 24.3人

今後も、私立学校振興助成法の趣旨に沿って、私立

学校の教育条件の維持向上、私立学校の経営の健全性

を高めることなどにより私立学校の健全な発達に資す

るため、前述の両経常費助成及び施設設備の整備に対

する補助等を充実していく必要がある。

政策目標４ 科学技術の戦略的重点化

３８ 科学研究費補助 研究振興局学術 学術研究の推進は、中長期的な観点から見れば社会経 １９５,０００百万円

研究助成課 済の発展に資することが明らかであり、それを支える基幹的 （１８９,５００百万円）



研究費である本事業は、幅広く、着実に、かつ持続的に推

進することが必要である。 ・不正経理の調査・分析、不正使用等を行った研究

科学研究費補助金は、人文・社会科学から自然科学ま 者の応募資格の停止及び他の研究費制度との連絡

での全ての分野にわたり、基礎から応用までのあらゆる「学 調整、再発防止策の企画・立案・実施を行うため、室

術研究」（研究者の自由な発想に基づく研究）を格段に発 長補佐１名を措置。

展させることを目的とする「競争的資金」であり、ピア・レビュ

ーによる審査を経て、独創的・先駆的な研究に対する助成 ・政策群「競争的研究資金の改革と充実」として位

を行うことは「学術研究」を推進する上で、極めて効率的で 置付け。(平成１７年度)

ある。

科研費の不正な使用や不正受給が問題として取り上げ

られるようになってきており、国民の信頼を損ないかねない

状況にあることから、これを防止し適正な経理を推進してい

くことが大きな課題となっており、このための体制整備が必

要。

３９ タンパク質解析基盤技術 研究振興局ライ 世界は医療・創薬等に直結するタンパク質の構造・機能 １,１５０百万円

開発 フサイエンス課 解析に向けた施策を推進しており、現時点では我が国が優 （１，１５０百万円）

位に進めているものの、既存技術ではこれらのタンパク質

の解析が極めて困難であること、解析の成果として得られる

タンパク質の機能はそのまま知的財産として取り扱われるこ

とから、戦略的な取り組みを実施する必要がある。

基本構造の解析を主目的としてきたタンパク３０００プロジ

ェクトから産み出された成果を活用しつつ、当該タンパク質

の解析に必要な要素技術の開発に早期に着手することに

より、確実に世界をリードし国際的なイニシアチブを確保す

ることが可能であるため、積極的に推進すべきである。

４０ ライフサイエンス分野の統 研究振興局ライ 近年の国内におけるライフサイエンス分野に関する大規 ３００百万円

合データベース整備事業 フサイエンス課 模な基盤整備事業の進展等により、大量のデータが生成さ （２９０百万円）

（略称 統合データベー れつつあり、また、データを前提とした研究手法の開発に伴

スプロジェクト） って、研究者のみならず産業界からも状況の変化に応じた

データベース整備戦略の見直しの必要性が訴えられてい

る。ライフサイエンス分野に関する国際的な基盤データベ

ース整備事業により生成されたデータについては、欧米に



並ぶ国際社会の中心的存在として、維持・発展に応分の負

担を求められている。

内閣府における科学技術連携施策群ので推進されてい

るデータベース統合化の取組と整合性を保ちながら実施し

ていく必要がある。

４１ 比較ゲノム解析プロジェク 研究振興局ライ ヒトの遺伝的特徴を明らかにするためには、単一種のゲ １２４百万円

ト フサイエンス課 ノム情報だけではなく、進化上ヒトに至る動物種のゲノム解 （－）

析を行う必要がある。

本事業により、新たな動物種のゲノムデータの蓄積が進 ・予算編成過程において次年度以降の要求の是非

むとともに、比較解析によって、新たな遺伝子機能の発見 も含め検討することとなった。

や、生物の進化、さらには言語や脳の働きをはじめとするヒ

トの遺伝的特徴の解明に向けた研究が一層加速し、生活

習慣病や難病の克服に資すると成果が得られると期待され

る。

なお、プロジェクトの実施にあたっては、解析対象となる

生物種の選定を戦略的に行うことが重要であり、研究の推

進にあたって留意する必要がある。

４２ 超高機能分子イメージン 研究振興局基礎 分子イメージング機器の要素技術や化学合成など我が ２６百万円

グ・コンプレックス構築のた 基盤研究課量子 国が優位性を持つ基盤的な技術を結集した世界最高水準 （ー）

めの概念設計 放射線研究推進 の診断・創薬システムを構築し、欧米諸国に先んじて成果

室 を上げることが急務である。そのため本事業は、分子イメー ・予算編成過程で事業の見直しを行い、「社会のニー

ジ ズを踏まえたライフサイエンス分野の研究開発‐分子

ング技術の開発に係る欧米諸国の国家プロジェクトの動向 イメージング研究プログラム‐」の中で実施することとし

及び国内外の基盤技術開発の動向を踏まえて、我が国が た。

注力すべき分野及びその規模を決定し、効率的な技術開

発の推進に役立てるものである。本事業を受託できる知見

と技術を持った機関があり、これを活用すれば事業の目的

を達成することは可能である。

４３ 最先端・高性能汎用スー 研究振興局情報 大学や公的研究機関では、幅広い研究分野において、 ４,０５１百万円

パーコンピュータの開発利 課 実効性能でペタフロップス超級の計算環境におけるシミュ （３,５４７百万円）

用 レーション等のニーズが顕在化している。民間企業におい

ても、国際競争力の維持・強化の観点から、最先端の「知 ・スーパーコンピュータに係わる関係省庁や大学、国



的ものづくり」を実現可能とする計算環境のメリットが認識さ 内研究機関との連絡等にあたるため、計算科学技術

れつつある。 推進係長１名を措置予定。（平成１８年度）

本プロジェクトは桁違いの性能を発揮するリーダーシップ

システムに開発投資を集中することで、研究や教育用イン

フラストラクチャに係る開発投資を軽減することが可能とな

り、大学や公的研究機関において、より費用対効果の高い

スーパーコンピュータの整備を可能ならしめることとなる。

「将来のスーパーコンピューティングのための要素技術

の研究開発プロジェクト」等の成果に基づき、次世代のリー

ダーシップシステムの大規模開発プロジェクトとして、平成２

２年度末に目標性能を達成可能と判断。また、「革新的シミ

ュレーションソフトウェアの研究開発プロジェクト」等で開発

されるアプリケーションソフトウエアが、次世代リーダーシッ

プシステムに搭載されることを念頭に、地球シミュレータを

用いて性能評価を行っており、その適用準備は着実に進

められると判断。さらに、グリッド技術を用いて、次世代リー

ダーシップシステムと各地のスーパーコンピュータを連携

し、場所や時間の制約を越えた利用を実現するため、ペタ

フロップス超級の計算環境に対応可能なグリッドミドルウェ

ア設計を本事業の中で実施することが適当と判断。以上に

より、得ようとする効果の達成は可能と判断。

なお、関係省庁や大学、国内研究機関との連絡等にあ

たるため、一層の体制整備が必要。

４４ 産学官連携による先端シ 研究振興局情報 理論、実験と並び、現代の科学技術の第 3の方法として ２００百万円

ミュレーション人材育成拠 課 確固たる地位を築きつつあるシミュレーション分野の人材を （－）

点形成プログラム 育成することは、科学技術研究のみならず、産業の国際競

争力の向上や安全・安心な社会の構築にとっても重要であ ・予算編成過程において次年度以降の要求の是非

り、今後ともこの分野で我が国が世界をリードし続けるため も含め検討することとなった。

の拠点を整備して、高度な人材を早急に育成する必要があ

る。

本プロジェクトは、外部有識者からなる審査検討会にお

いて、産学官の連携体制、プログラムの是非等の観点から



審査を行い、本事業の政策目標の達成可能な拠点を選定

して採択し、支援することとしているため、この取り組みを通

して、得ようとする効果の達成は可能と判断。

４５ 高次対話機構の解明に 研究振興局情 情報の発信者であり、享受者でもある人間に即した IT １５８百万円

向けた基盤技術の研究 報課 の研究開発の取組みによって ITの利活用を促進すること （－）

開発 が不可欠であるが、本事業の効果を上げることにより、 IT
の利活用促進に大きく寄与すると考えられる。 ・予算編成過程において次年度以降の要求の是非

本プロジェクトでは、五感情報処理、微少センサー技術、 も含め検討することとなった。

モデル化技術等の分野で世界レベルの基盤技術を有して

いる大学や産業界が連携して研究開発を実施することによ

り、得ようとする効果の達成は可能と判断。

４６ 南極地域観測事業の推進 研究開発局海洋 地球規模環境変動の観測・研究・予測に、我が国として １１，９４４百万円

地球課 大きな国際貢献を果たすためには、南極観測に空白を生じ （１０，０９７百万円）

（研究開発局海 させないことが重要であり、そのため、最も安全な輸送手段

洋地球課地球・ である「しらせ」後継船及びヘリコプター後継機を早期に就

環境科学技術推 役させる必要がある。

進室） 隊員及び乗組員の安全確保を第一とした「しらせ」の運

用により、我が国の南極地域観測が継続されており、研究・

観測の成果についても国際的な評価を受けている。「しら

せ」後継船及びヘリコプター後継機についても、現行機と

同程度のものを建造することにより、過去の実績から継続観

測を行うことができると判断する。継続観測が実現されれ

ば、平成２１年度以降の地球規模環境変動の観測・研究・

予測に我が国として大きな国際貢献が為しえると判断。

４７ 統合地球観測・監視シス 研究開発局 海 平成 17年 2月にベルギーで開催された第 3回地球観 １２，８２５百万円

テム構築推進事業 洋地球課 地 測サミットにおいて、全世界をカバーする地球観測システム （９，９３０百万円）

球・環境科学技 構築のための「全球地球観測システム（ GEOSS ） 10年実

術推進室、研究 施計画」が承認された。本システムの構築は、地球温暖化 ・地球観測に関する政府間会合（ GEO ）への積極的

開発局海洋地球 対策、水循環の把握や災害予測精度の向上などを通じ、 な参画を通じ、 GEOSS構築の推進及び我が国地

課、研究開発局 我が国及びアジア諸国に多くの利益をもたらすことが期待 球観測体制の強化を図る。地球観測の推進体制の

地震・防災研究 される。 強化を図るため、地球観測統合利用専門官 1名を

課、研究開発局 宇宙から陸・海域までの観測を網羅し、得られる観測デ 措置。（１８年度）



地震・防災研究 ータを統合的に解析し対策に役立てる統合観測・監視シス

課 防災科学技 テムは、これら自然災害の被害軽減に資するものであり、我

術推進室、研究 が国の総合的な安全保障に密接に関わる基幹技術と位置

開発局宇宙開発 付けられる。

利用課研究開発 また、我が国に密接に関係する、海洋二酸化炭素、アジ

局 宇宙開発利 ア・モンスーン地域の降水・気候変動等の観測の空白域に

用課 宇宙利用 対応するための観測技術開発は、我が国の責務として早

推進室 急に取り組まなければならない課題である。

本事業の実施により、地球規模の観測網構築の一端を

担い、観測の空白域の減少、観測データ高精度・高密度

化、地球環境変動予測および地震発生予測の高精度化並

びに地震発生直後の情報の早期検知の実現等の成果が

見込まれる。これにより、安心・安全に暮らせる社会を築くと

ともに、地球環境を保護して持続可能な発展に資すること

が見込まれる。

我が国は、従来から人工衛星による地球観測や観測船、

ブイ、レーダー、地震計等を利用した観測などの実績と経

験を有し、その技術的な資源や能力は国際社会からも高く

評価されている。また、気候変動予測モデルの開発も進ん

でおり、世界最高レベルのスーパーコンピュータ「地球シミ

ュレータ」も運用している。

以上のような我が国のこれまでの当該分野における実績

と経験を考慮すると、今後の取組を進めることで、地球温暖

化対策、水循環の把握や地震予測精度の向上などが図ら

れ、我が国の総合的な安全保障、またアジア諸国の自然災

害の軽減という国際社会への貢献に資するものと判断す

る。

４８ ナノテクノロジー・材料を 研究振興局 ナノテクノロジー・材料に関する明確な目標を設定し、今 ２,１９１百万円

中心とした融合新興分野 基礎基盤研究 までの基礎研究の成果を生かして、革新的成果が期待でき （２,００８百万円）

研究開発 課 る新たな融合研究領域における研究開発を強力に推進す

ることを目的としており、成果が得られることにより国民生活



への寄与が非常に大きく、効果的かつ効率的でらうと期待

される。

４９ 核融合エネルギーの実用 原子力計画課核 核融合エネルギーは、原子力委員会ＩＴＥＲ計画懇談会 ２,７６８百万円

化に向けたITER計画等の 融合開発室 等において、長期的なエネルギー安定供給のためにその （１,４０１百万円）

推進 （原子力研究開 研究開発を進めることが重要であると認識されており、ＩＴＥ

発課） Ｒ計画は特に重要なプロジェクトとして政府全体で推進する ・ＩＴＥＲ計画推進体制の強化のため、核融合国際協

ことが適当である旨閣議了解されているところ。また、幅広 力専門官及びＩＴＥＲ計画係長を措置。（平成１８年

いアプローチについては、核融合エネルギーの実現に重 度）

要なプロジェクトとして国際的にもその重要性が認識されて

いる。

本事業は経費を参加極で分担することにより、少ない投

資で一定の効果を得られるとともに、各極の技術的知見を

結集して実施することにより、計画の成功可能性が向上す

る。また、ＩＴＥＲの建設に用いられる諸技術確立の波及効

果として、新しい産業の創出が予想される。

本事業により、核融合炉工学技術の総合知見が得られる

とともに、核融合燃焼状態の実現に向けた実証実験が開始

でき、核融合エネルギーの実用化に向けた主要課題の克

服が可能となる。

５０ 国際原子力安全交流対策 研究開発局原子 チェルノブイリ原子力発電所事故のように、ひとたび海外 ４８３百万円

事業 力計画課 で大事故が発生すれば、国内での立地は非常に困難にな （４９６百万円）

る。また、原子力安全に係る国際的世論が、我が国に与え

る影響も大きいことから、原子力立地を計画している近隣ア ・予算編成過程において、「原子力研究交流制度」

ジア諸国の原子力技術者及び研究者に対して個々のニー として別途実施していた事業を本事業に統合する

ズに合わせた原子力施設の安全に関する技術研修を行 こととし、見直しを行った。

い、これら諸国の原子力に係る安全性を向上させるととも

に、安全性の向上に関する情報を収集し、我が国の原子力

施設の安全性向上に反映させる。

国際原子力安全セミナー事業においては、２～３週間程

度の研修を実施してきたが、６ヶ月から１年の中・長期研修

も実施できるよう拡充することにより、原子力安全について

中心的役割を担う人材の技術的能力を向上させるなど、よ



り高い研修効果を期待。

アジアの国では、今後原子力を導入することを検討中であ

り、原子力技術者の研修が必要。わが国において技術研

修を行うことはアジア各国から原子力分野に携わる多くの

優秀な人材が集まるとともに、アジアの原子力技術の安全

性が向上することが期待される。

５１ 地震調査研究推進 研究開発局地 「今後の重点的調査観測について」（平成１７年７月１日、 ９３１百万円

震・防災研究課 地震調査研究推進本部政策委員会調査観測計画部会）を （７５６百万円）

踏まえ、強い揺れに見舞われる可能性が高いことが示され

た地域の特定の地震について、長期的な地震発生時期及

び地震規模の予測精度の向上、地殻活動の現状把握の高

度化、強震動予測精度の向上等を図るため、重点的調査

観測を行う必要がある。

重点的な調査観測によって得られた結果をもとに、将来

の発生時期や揺れの強さについてのより精度の高い予測

等ができ、効果的・効率的な防災対策に資することができ

れば、その効果は大きいものと判断する。

５２ Ｘ線自由電子レーザー装 研究振興局基礎 X線自由電子レーザーは、 SPring-8などの放射光とレ ４５０百万円

置の整備・共用 基盤研究課大型 ーザーのそれぞれの特徴を併せ持つ究極的な光源と位置 （３７７百万円）

放射光施設利用 づけられるもので、ナノテクノロジーやライフサイエンスをは

推進室 じめとする広範な科学技術分野にブレークスルーをもたら ・予算編成の過程で、本事業については、利用研究

（研究振興局基 し、その発展を強力に牽引する研究開発基盤である。欧米 開発に重点を置くべきとの指摘を受けたことから、そ

礎基盤研究課） との熾烈な競争下にあることから、平成 22年度完成に向け れに合わせて事業名を変更した。

て遅滞なく進めることが必要である。 → X線自由電子レーザーの利用開発

そこで、本事業については、作業工程に基づく計画に照

らし、年度ごとにその進捗について評価するほか、大綱的

指針に基づき、達成年度を迎えた時点で、有識者による目

標の達成度合いの評価を受けることなどにより、世界最高

性能の光計測・分析装置の実現を目指す。

SPring-8が計画通り整備され、現在、利用者数や利用

研究分野の多様さにおいて当初想定を上回る実績をあげ

ており、これらを実現するに活用された技術や、それをベー



スに開発された新たな技術を用いることから、本事業を進め

ることについても、計画通りの目標の達成見込みに問題は

ないと判断。

５３ 世界を対象としたニーズ 研究振興局振興 今後、我が国が、国際貢献や国際交流を進めていくに当 １７６百万円

対応型地域研究の推進 企画課学術企画 たっては、我が国と関係が深く、社会的ニーズが高い地域 （８８百万円）

室 について、政治、経済、社会及びそのバックボーンとなる思

想、文化、歴史等を明らかにし、当該地域を総合的に理解 ・人文科学及び社会科学における研究の推進を図

する学融合的な研究分野である「地域研究」を推進していく るため、人文社会専門官１名を配置。（１８年度）

ことが必要である。また、大学等において、社会的ニーズに

即した研究活動が実施されることにより、関係基礎資料の

蓄積に加え、ニーズ関係者・関係機関とのネットワークの構

築、対象地域の研究者との国際的な共同研究が進むこと

が期待できる。

地球環境問題などの現代的な課題への対応には人文・

社会科学の果たす役割が大きい。このため、自然科学との

学融合的な取り組みも含めて人文・社会科学推進の体制

づくりを早急に整えることが必要である。

政策目標５ 優れた成果を創出する研究開発環境を構築するシステム改革

５４ 科学技術人材のキャリア 科学技術・学術 科学技術と社会との関わりが一層深化・多様化する中、 ７４６百万円

パス多様化促進 政策局基盤政策 科学技術関係人材が、社会の様々な場で活躍することが期 （３７０百万円）

課 待されているが、現状では、博士号取得者のうち民間企

業で雇用される者の割合は米国に比べ半分程度にとど ・科学技術に関する人材政策の推進を図るため、人

まっており、高度な専門性を有する人材に多様なキャ 材政策企画官１名、課長補佐（基礎人材担当）１名を

リアパスが開かれているとは言えない。 措置。（ 18年度）

本事業により、キャリアパス多様化に向けた組織的な取

組が広がり、多様な人材の様々な分野への進出が着実に

進むことが期待できる。

５５ 科学技術分野における女 科学技術・学術 わが国では研究者における女性の絶対数が少なく、女 ４７百万円

性の活躍促進 政策局基盤政策 性の身近な活躍事例（ロールモデル）が少ないことが、女性 （３５百万円）

課 の科学技術分野への参画が十分に進んでいない原因の一

つと考えられている。 ・類似施策と区別するため事業名を

本事業により、進路選択に資する情報の普及や意識啓 「科学技術分野における女性の進路選択支援」



発が進むことで、組織的な支援を行う取り組みが広がり、多 に変更。

様な人材の様々な分野への進出が着実に進むことが期待

できる。 ・科学技術に関する人材政策の推進を図るため、人

材政策企画官１名、課長補佐（基礎人材担当）１名を

措置。（ 18年度）

５６ 専門的知見に基づく研究 科学技術・学術 評価の高度化のために評価技術の充実とともに科学技 ６７百万円

開発評価環境の整備 政策局計画官 術の特性を考慮した目標や指標の適切な設定のための検 （５１百万円）

討・運用及び目標を踏まえた評価の推進が必要となってお

り、本事業を実施することが不可欠。

また、本事業を通じて、さまざまなを有する研究開発にし

て、適切に評価する方法が確立できるとともに、実践的な評

価人材、ひいては研究開発評価の効果的・効率的実施が

実現することにより、所要の研究開発資源の中でより優れた

研究開発成果をあげることにつながることが期待される。

５７ アジア諸国への科学技 科学技術・学術 個別機関に収まらない国際協力案件への柔軟な対応。個 １０９百万円

術・学術情報の発信機能 政策局国際交流 別機関の紹介に留まらない、我が国の科学技術像全体を ・予算編成の過程で、廃止となった。

強化 官 示すことにより、情報発信のインパクト、効率は大。海外拠

点を設置することの困難な小規模、大学・研究機関におい

ても、海外との共同研究、国際シンポジウム開催を効率的

に推進され、海外の大学、研究機関等と我が国の大学、研

究機関等における情報交換、研究者等の交流、共同研究

等が推進が期待される。

政策目標６ 科学技術と社会の新しい関係の構築を目指したシステム改革

５８ 成果重視事業：都市エリア 科学技術・学術 本事業の対象地域は、都市エリア産学官連携促進事業 １，６００百万円

産学官連携促進事業 政策局基盤政策 ３年間を通じ、産学官の基盤整備や共同研究等が着実に （８００百万円）

（発展型：地域科学技術 課地域科学技術 行われ、共同研究参加企業数、特許出願件数の増加に

振興事業委託費の一部） 振興室 加え、地域独自の研究成果から革新技術や新事業が生

（研究振興局研 まれ始めており、国による継続的な支援により、今後の

究環境・産業連 発展が特に見込まれると専門家に評価された地域であ

携課） る。このため、事業を発展的に継続させることで、これま

で以上に、特許出願件数、事業化等件数の増加が図ら



れ、継続的な新産業の創出につながると考えられる。

５９ 知的クラスター創成事業 科学技術・学術 事業の実施を通じ、産学官の基盤整備や、共同研究等 １４，０００百万円

及び都市エリア産学官連 政策局基盤政策 が着実に行われてきた。その結果、共同研究参加企業 （１２,１７２百万円）

携促進事業 課地域科学技術 数、特許出願件数の増加に加え、地域独自の研究成果

振興室 から革新技術や新事業が生まれ始めてきている状況に

（研究振興局研 ある。一方、地域科学技術振興を加速するため、平成１

究環境・産業連 ８年度予算を拡充し、重要とされる産業クラスター計画を

携課） はじめとした関係府省との一層の連携強化を図るととも

に、地域の研究開発資源の更なる有効な活用を図って

いくほか、中間評価の結果を踏まえて計画の見直しや結

果を踏まえた資金配分を行うことで、課題の克服も見込

まれ、達成年度到来時には、得ようとする効果が得られ

るものと期待される。

政策目標７ スポーツの振興と健康教育・青少年教育の充実

６０ ナショナルトレーニングセ スポーツ・青少 施策目標７－２の目的を達成するために、トップレベル競 ５,３７９百万円

ンターの整備 年局競技スポー 技者の競技水準の向上を図る必要があり、トップレベル競 （５，３７９百万円）

ツ課 技者が同一の活動拠点で集中的・継続的にトレーニングを

行う環境の整備を行う必要がある。また、これまでの他の大

型施設整備の経験をふまえ、国の直轄事業として行うこと

で、効果的・効率的に事業を実施できる。ナショナルトレー

ニングセンター中核拠点施設基本設計及びナショナルトレ

ーニングセンター施設設計委員会での検討結果にもとづ

き、事業を計画・実施しており、得ようとする効果を達成でき

るものと考えられる。

政策目標８ 文化による心豊かな社会の実現

６１ 文化力活用都市（元気文 文化庁文化部芸 文化と文化以外の様々な分野との連携については、地 ５百万円

化都市）支援事業 術文化課 域文化を振興する上での課題であり、文化審議会答申等 （５百万円）

において、国の講ずる施策とされているところである。

本事業の実施により、文化力を基盤とし、地域の創意工 ・概算要求時には、モデル事業を実施することによ

夫を活かした教育、福祉、観光、産業振興などの多様な分 り、先進的な事例を全国の自治体に紹介することを

野での活動が促進され、地域において文化芸術に触れる 想定していたが、予算編成の課程で、内外の先進的



機会が拡大される。また各地域での取組による成果や効 な事例等の調査研究を行い、取組による成果や効

果、事業実施上の課題や工夫などが、先進事例として全国 果、課題や工夫等を全国に情報発信し、各地域での

の自治体に紹介されることにより、各地域での自主的な取 自主的な取組を促進することとした。

組。が促進されることが期待できる。

６２ 地域文化芸術情報オン 文化庁文化部 地域においては、指導者となる芸術家や批評家、芸術団 ５０百万円

ライン整備事業 芸術文化課 体等の情報を欲しているが、現状ではそれらの人材の多く （３２百万円）

が東京などの大都市圏に集まっていることもあり、コンタクト

を図ることは容易ではない。

「芸術家情報」「芸術文化団体情報」等のデータベースを

作成し、ホームページ上から一元的に情報を提供すること

により、自治体や学校、地域の文化団体などが地域に関す

る芸術家等に容易に連絡・連携できるようになり、また、地

域における文化芸術活動を地域住民のみならず、全国に

向けて発信することにより、他の活動に影響を与える等の効

果があり、各地域での文化芸術活動が一層活性化されるこ

とが期待される。

６３ ふるさと文化財の森システ 文化庁文化財部 平成１３年度から資材供給林（「ふるさと文化財の森」）の ４１百万円

ム推進事業（「ふるさと文 参事官（建造物 候補地設定調査、資材採取研修、研修及び普及啓発活動 （２４百万円）

化財の森」設定事業・文化 担当） の地域拠点（「ふるさと文化財の森センター」）整備を行う

財修理用資材需給情報調 「ふるさと文化財の森構想」事業を推進している。平成１８年

査・文化財修理用資材等 度から、上記の５年間の事業の成果をふまえ、文化財建造

に関する普及啓発活動支 物の保存に必要な資材供給林を設定する「ふるさと文化財

援） の森システム」推進事業を３年計画で実施する。

６４ 高松塚古墳壁画保存・活 文化庁文化財部 国宝である高松塚古墳壁画を次世代に継承するため、 ７９９百万円

用の推進 美術学芸課 国宝高松塚古墳壁画の「恒久保存方針」における、「石室 （７０４百万円）

（記念物課） 解体工程」、「壁画の修理及び保存処理工程」、「恒久保存

工程」を適切に実施する。

平成１８年度実施予定の「石室解体工程」は、①様々な

状態を想定した上での十分な石室解体実験を行うこと、②

石室を安全かつ確実に解体し、仮設修理施設に安全に移

転すること、③壁画を修理するための仮設修理施設の建設



を完成すること等が主な内容となる。本事業により、国宝で

ある壁画の恒久保存の適切化を図ることができる。

６５ 世界遺産普及活用事業 文化庁文化財部 日本を代表する固有の文化遺産の中から顕著な普遍的 ６０百万円

（世界遺産保存活用支援 記念物課 価値を有するものをユネスコの世界遺産一覧表に推薦・登 （３２百万円）

事業） 録していくことは、日本の文化を世界に向けて発信するとと

もに、我が国の文化を改めて我々が認識し、歴史と文化を ・世界遺産の普及活用のための事務を専属的に行

尊ぶ心を培う上で大きな意義を有するものである。 うための世界遺産専門職１名を措置。

近年、世界遺産への登録を目指す動きが全国各地で起

こっているが、ユネスコにおける新規登録物件の審査は ・予算編成過程において、事業名を変更。

年々厳しくなってきており、。また、これまで登録された世界

遺産についても、その保存・管理状況について厳しく審査

されるようになってきている。

このため、世界遺産に関するシンポジウム等を開催し、

世界遺産に関する国内、海外の最新の情報を発信し、国

内外の世界遺産を含む文化財保存に対する意識の向上を

図るとともに、我が国の世界遺産の適切な保存管理、積極

的な公開活用を進めることが不可欠である。また諸外国の

世界遺産の調査を行うことにより、世界遺産登録に向けた

普遍的価値付け等の検討を行い、広く海外に我が国の多

種多様な文化を発信し、対日理解の増進を図ることが必要

である。

６６ 美術館・博物館支援方策 文化庁文化財部 美術館・博物館の運営については、国立においては独 ３０百万円

策定事業 ～まちに活き 美術学芸課 立行政法人制度が導入され、地方においては、指定管理 （１４百万円）

るミュージアム構想～ 者制度の導入が始まったところである。このような状況を踏

まえ、美術館・博物館が有する公的な役割や事業の質の維

持向上を実現するために管理運営において留意すべき点

及び国公私立それぞれの美術館･博物館に求められる役

割等について調査研究を行い、その成果を全国の美術館・

博物館に普及することが必要である。

本事業を実施することにより、美術館・博物館を活性化さ

せ、美術館・博物館が文化による心豊かな社会の実現に一

層貢献することが見込まれる。



６７ ＮＰＯ等による文化財活用 文化庁文化財部 文化財建造物の保護を充実させるには、適切な維持管理 ３３百万円

事業の推進 参事官（建造物 と修理及び活用が肝要である。しかし所有者・行政機関の （２９百万円）

担当） 対応だけでは限界があり、ＮＰＯ等の協力が必要である。

文化財建造物を活動の場とするＮＰＯは既に存在し、今

後さらに増加することが見込まれる。

これらのＮＰＯ等が文化財の管理について十分な技術・

知識を獲得することにより、その自発性や創発性を存分に

発揮し、自立性を確保することは、文化財建造物の保存・

活用に有益であり、本事業は、文化財の次世代への継承・

発展のために大きな効果が見込まれる。

６８ 日本文化の総合発信推進 文化庁長官官房 これまで、日本の芸術団体に関する海外での活動実績 ４０百万円

事業 国際課 や団体の概要を包括的に集めたデータや海外の日本文化 （３０百万円）

へのニーズの具体的な内容を広く情報提供しているサイト

や機関がなかった。

そこで、マンガ、アニメ等のメディア芸術を含め、幅広い

日本文化を、ニーズに沿ってより効果的に海外へ発信する

ため、文化庁が各国の日本文化受入に関するニーズと国

内の芸術活動の情報を把握し、インターネット等で国際文

化交流事業や日本の芸術団体を英語で紹介する。

その結果として、海外のニーズに合った交流の進展が見

込まれる。

６９ 文化財保護国際貢献事業 文化庁文化財部 ・文化財保護国際協力コンソーシアムの形成（新規） １１０百万円

伝統文化課 コンソーシアムを形成することによって、文化庁、外務省 （８８百万円）

などの行政機関や研究機関間の情報を一元化・共有し、戦

略分析を行うなど、客観的な評価を加えることによって効果

的・効率的な国際協力の実施を支援することが必要。

・緊急的文化財国際事業への支援

各国からの要請等に応じた専門家等の現地調査や派

遣、各国の専門家の招へいを通じて、専門家の人材育成

に資することが必要。

・国際会議の開催

日本で国際会議を開催することにより、文化財分野でユ



ネスコ等国際機関との結びつきを強めるとともに、我が国の

文化財保護分野における発信力を高め、国際ネットワーク

を形成することが必要。

政策目標９ 豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

７０ 開発途上国に対する初等 大臣官房国際課 本事業は、我が国の教育経験及び協力経験を整理・蓄 １９１百万円

中等教育分野等における 積し、国際教育協力関係者に伝達する等し、開発途上国 （１００百万円）

協力強化を目的とした拠 に対する初等中等教育分野等における国際教育協力を組

点システムの充実 織的・体系的に推進するシステムを構築し、我が国の教育

経験を広く途上国に普及するものである。

これまでの事業の結果、我が国の国際教育協力のうち、

協力経験が豊富な分野（理数科教育、教員研修等）に関し

ては、協力経験の整理・蓄積及びこれらを踏まえた協力モ

デルの開発等を、協力経験が浅い分野（環境教育、障害

児教育等）に関しては、我が国の教育経験の整理・蓄積及

び開発途上国のニーズ分析等を推進することができた。

本事業の成果が一層有効に活用されるよう、各地域ごと

のきめ細やかな援助ニーズの把握や教育協力モデルの検

証、成果の広範な普及に係る取組みを行う等、体制整備の

一層の充実を図ることが今後の課題である。また、本年７月

のグレン・イーグルズサミットにおいてアフリカに対する教育

投資の促進が合意されるとともに、我が国政府としてもアフ

リカ向けＯＤＡを今後３年間で倍増する方針が示されてお

り、今後、アフリカへの教育協力が特に増大していくことが

見込まれる。

７１ 留学生交流の推進 高等教育局学生 我が国と諸外国との人材交流の推進を図ることは、諸外 ３３,８１１百万円

支援課 国との友好関係の構築や人材養成への貢献等の重要な役 （３２，５８０百万円）

割を果たしており、平成 16年５月には、留学生数は

117,302人となり、概ね順調に達成されている。

一方で、大学等の在学者数に占める留学生数の割合は

受入れ・派遣とも欧米先進国と比較して低い水準にあること

から、留学生交流を更に推進し、引き続き留学生受入れの

推進を図る必要がある。



また、我が国の留学生政策においては、従来、途上国等

の留学生受入れに重点が置かれてきたが、今後は、我が

国の国際競争力の強化や国際的に活躍できる人材を育成

するという観点から、日本人学生の海外留学を推進すること

や、近年留学生の受入れが急激に増加していることに伴い

留学生の質を確保することについても課題となっている。

平成１５年１２月の中央教育審議会答申「新たな留学生

政策の展開について」における提言等を踏まえ、我が国と

して一貫した支援体制を整備するために、引き続き国として

支援を行う必要がある。

なお、本事業の実施により我が国の国際的人材育成の

推進や諸外国の人材養成への協力による相互理解の推進

等が図られることから、効率性は高いものとなっている。

７２ 初等中等教育教職員招へ 大臣官房国際課 ２１世紀国際社会の重要課題や東アジア近隣諸国との ２８１百万円

いプログラム 間の問題に積極的に対処するためには、教育交流が重要 （２１４百万円）

であり、中国・韓国・アジア太平洋地域の未来志向の関係

構築に向けて、国民レベルでの交流を深めるため、両国か

らの教職員招へい数を増加することが、より効果的な相互

理解と友好親善の促進につながる。

７３ 日本・国連大学共同研究 大臣官房国際課 世界的ネットワークを持つ国連大学の諸活動に、我が国 １１０百万円

事業 の大学等がこれまでの協力経験を活用しつつ参加すること （８４百万円）

で、国際社会における我が国大学等の知名度の向上、国

際社会において活躍できる人材の育成、国連機関を含む

関係機関等と我が国の大学等のネットワークづくりができ

る。

特に、今般拡充したアフリカ支援事業は、平成１７年のグ

レンイーグルズ・サミットでの主要議題の一つとして位置づ

けられるなど、国際社会の重要な優先課題の一つでもあ

り、また、我が国から新たに実施を提案した事業でもある。

このため予算を拡充し、国連機関と日本の共同作業による

事業実施を通じて、我が国の国連重視・アフリカ重視を強

調するものである。



（２）達成年度到来・継続事業評価
№ 事業名 主管課 評価結果の概要 評価結果の政策への反映状況

（関係課） 改善事項等 平成18年度予算概算要求額

（平成18年度予算案）

成果重視事業（仮称）関連

１ ナショナルバイオリソ 研究振興局ラ 平成 16年度においては、実施機関における体制の 平成 17年度順調に事業は進 ４００百万円

ースプロジェクト（ラッ イフサイエンス 整備も進み、生物遺伝資源の収集・提供は着実に実施 捗しており、引き続き評価結果を （４００百万円）

ト・ショウジョウバエ） 課 されている。 踏まえた予算措置を実施した。

また、これらの提供されたリソースを利用した研究も推 また、利用者からの意見等を通

進されており、ライフサイエンス研究の戦略的・重点的 じて、ニーズに合った高品質のリ

な推進に資している。 ソースの収集・提供を目指すた

具体的には、ラット目標保存系統数２６０系統に対し４ めに各リソースの運営委員会に

４６系統、目標提供系統数１５５系統に対し２５０系統。シ おいて外部利用者側の意見を

ョウジョウバエ目標保存系統数２４,１３０系統数に対して 反映できるように委員会の半数

２３,６７１系統、目標提供系統数８,４５０系統に対して１６, 以上を外部利用者とし、目標設

０３７系統。 定などの検討を行った。また、プ

目標提供系統数に対して、ほぼ達成していることから、 ロジェクト終了後の対応につい

概ね順調に進捗。 ても検討の場としてナショナルバ

リソースの収集については順調に進捗しているが、さ イオリソースプロジェクト推進委

らに系統的、体系的に収集するとともに、利用者からの 員会や各リソース中核機関全体

意見の反映等を通じて、ニーズに合った高品質のリソー 会合において今後のバイオリソ

スの収集・提供を目指すことが必要。また、ライフサイエ ース事業のあり方に関する検討

ンス研究に必要な研究基盤としての位置づけを踏まえ、 を重ねた。また、本プロジェクトよ

プロジェクト期間終了後の体制についても検討が必要。 り提供されたリソースを利用した

成果の追跡調査を行うなど事業

の改善・発展を図っている。

２ 都市エリア産学官連 科学技術・学 本事業の対象地域は、都市エリア産学官連携促進事 平成 14年度開始 19地域のう １，０００百万円

携促進事業（発展型： 術政策局基盤 業３年間を通じ、産学官の基盤整備や共同研究等が着 ち、特に優れた成果を上げた （１，０００百万円）

地域科学技術振興事 政策課地域科 実に行われ、共同研究参加企業数、特許出願件数の 5地域を対象に、平成 17年度

業費補助金の一部） 学技術振興室） 増加に加え、地域独自の研究成果から革新技術や新 より新たに事業を実施。

（研究振興局 事業が生まれ始めており、国による継続的な支援によ



研究環境・産 り、今後の発展が特に見込まれると専門家に評価され

業連携課） た地域である。このため、事業を発展的に継続させるこ

とで、これまで以上に、特許出願件数、事業化等件数

の増加が図られ、継続的な新産業の創出につながると

考えられる。

３ 電子政府構築計画に 大臣官房政策 「文部科学省オンライン申請システム」を構築すること 総務省が「電子政府の総合窓 ２，０９２百万円

基づく電子政府の推 課情報化推進 によって、文部科学省における申請・届出手続のうち、 口」（ e-Gov ）に整備する「窓口 （１，８０８百万円）

進 室 ほぼ全ての手続にあたる１４７８手続について、行政手 システム」との連携については、

続が地理的な制約なしに２４時間３６５日可能となった。 財政事情等を勘案し、平成 18
今後は、「文部科学省オンライン申請システム」と各 年度は、「窓口システム」との連

府省の電子申請を一元的に受け付けるために総務省 携に必要なシステム改修を行わ

が「電子政府の総合窓口」（ e-Gov ）に整備する「窓口 ないこととしたが、引き続き、連

システム」との連携を図ることにより、「文部科学省オンラ 携のための検討を行うこととし

イン申請システム」の利用率の向上を図るとともに、ワン た。

ストップサービスの推進等利用者の視点に立った国民 また、「本省情報基盤システム

サービスの向上等を図っていくことが必要である。 （レガシーシステム）」等について

また、「本省情報基盤システム（レガシーシステム）」 は、平成１８年３月に策定した業

等の業務・システムの見直し方針等を策定したことによ 務・システム最適化計画に基づ

り、費用対効果の改善及び業務の効率化が図れるとい き、新システムを開発・整備する

う根拠が明らかになり、想定どおりの効果が得られた。 ことにより、システムの年間運用

今後は、「本省情報基盤システム（レガシーシステ 経費の削減や業務処理時間の

ム）」等については、平成１７年度末までに策定すること 短縮等の効果を見込んでいると

となっている業務・システム最適化計画に基づき、新シ ころである。

ステムを開発・整備することにより、一層の最適化の実 なお、「本省情報基盤システ

施に取り組むことが必要である。 ム（レガシーシステム）」等の開

発・整備に当たっては、国庫債

務負担行為等を活用する予定

であったが、財政事情等により、

実現することができなかった。

行政改革大綱（平成１２年１２月１日閣議決定）に基づく公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画（平成１４年３月２９日閣議決定）関連

４ 私立学校施設高度化 高等教育局私 学校法人に対し、老朽施設建て替えに係る借入金の 評価結果を踏まえ、平成 18 １，１８９百万円

推進利子助成事業 学部私学助成 金利負担を軽減するための利子助成が行われることに 年度も引き続き本事業を実施。 （１，１８９百万円）



課 より、確実に老朽校舎の建て替えが促進されており、私 なお、本事業は、平成 18年
立学校施設の高度化・近代化の推進、教育研究条件 度末までに行われる老朽校舎等

の維持向上という目的について、想定どおりの効果が の改築工事を補助の対象として

得られた。 いることから、新規対象選定終

了時に事業全体としての評価を

行うこととしている。

５ 保障措置の実施に資 科学技術・学 平成１６年６月にはＩＡＥＡが日本にある全ての核物質 評価結果を踏まえ、今後とも国 ２，５９０百万円

する事業 術政策局原子 がＩＡＥＡの保障措置活動の下に平和利用されていると 際約束や法令に基づく保障措 （２，３８９百万円）

力安全課 の趣旨の発表をするなど、国及び財団法人 核物質管 置を適切に実施し、引き続き核

理センターが行う保障措置活動は高く評価されている。 物質の平和利用を確保するため

従って、国と同じレベルの公共性、信頼性をもつ専門機 本事業を維持する。特に、平成

関に保障措置業務の一部を実施せしめる本事業は、想 １９年度に予定されている六ヶ所

定通りの機能を果たしている。 再処理施設の操業に向けて、事

今後も、法の施行を担保し、更に核物質の平和利用 業の進捗に合わせて今後とも保

を確保するため本事業を維持する。 障措置体制の整備を着実に実

施する。

６ 放射能分析確認調査 科学技術・学 平成１６年度においては、国内における放射能の影 評価結果を踏まえ、継続的に １，９０７百万円

に資する事業 術政策局原子 響については問題の無いレベルであることが当該事業 事業を実施しているところであ （１，７６６百万円）

力安全課 により確認できており、国民の放射線障害に係る安全の る。これに加えて、平成１７年度

確保及び不安の解消に資するという当初の目的につい に六ヶ所再処理施設におけるア

ては、事業の十分な効果が現れていると考えられる。 クティブ試験開始が予定されて

具体的には、原子力事業所等の周辺道府県におけ いることから、当該事業の見直し

る調査の確認のため１，９１８試料の分析、環境放射能 を行った結果、調査対象として

水準を把握のため１，４０３試料の分析を行った。 新たな放射性核種を加えて事業

今後は、新たな原子力事業所等の稼働等により、新 を行うよう、平成１８年度に予算

たな調査箇所の設定や、対象となる放射性核種の見直 要求したところである。

し等、目標の達成に必要な事業の見直しを進めていく

必要がある。



３．規制に関する評価結果の政策への反映状況
№ 規制名 主管課 評価結果の概要 評価結果の政策への反映状況

（関係課）

著作権等管理事業法施行規則の一部を改正する省令

１ 著作権等の管理業務 文化庁長官官 ① 必要性 当該規制を実施するための省令の改

を行う承認ＴＬＯ等に 房著作権課 大手株式会社の技術移転事業参入や承認ＴＬＯ等による特定大学技術移転事 正を行うこととした。

対する著作権等管理 （研究振興局 業以外の事業の多様化等、今後様々な形態の技術移転機関が現れることをが予

事業法に基づく規制 研究環境・産 想されることをかんがみ、一任型により行われるプログラム著作物等に係る著作権

業連携課） 等の管理業務を著作権等管理事業に該当することとし、著作権等管理事業法に基

づく管理事業者に対する各種の義務を課すことにより、著作権又は著作隣接権の

管理を委託する者を保護するとともに、著作物等の利用の円滑化を図る必要があ

る。

② 規制の便益と費用

便益・費用を総合的に勘案し、文化庁長官への登録を要することとすることが合

理的である。

③ 想定できる代替手段との比較考量

代替手段としては、現行制度の維持（非規制手段）があるが、現行制度を維持す

る場合には、登録のための遵守コストは発生しない一方、登録制を取ることにより社

会的便益が得られる。登録の際の行政コストと社会コストは大きくなく、現行制度の

維持の場合とそれほど差異がないと考えられることから、登録による遵守コストと社

会的便益を比較考量し、文化庁長官への登録を要することが合理的である。

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行令の一部を改正する政令及び法律施行規則の一部を改正する省令

２ 医療分野における規 科学技術・学 ① 必要性 当該規制を実施するための政省令の

制の合理化 術政策局原子 放射性同位元素の規制対象下限値の変更（国際原子力機関（ＩＡＥＡ）等が定め 改正を行うこととした。

力安全課放射 た国際標準に準拠するものへの変更）に伴う規制の合理化等を行うために改正し

線規制室 た放射線障害防止法を施行するに当たって、同法の適用対象から、医薬品の原料

又は材料（薬事法の製造所に存するもの）等を除外する必要がある。

② 規制の便益と費用

便益・費用を総合的に勘案すれば、便益が明らかに優位であり、また、新たに生

じる費用も必要最小限のものであると考えられることから、医療分野における規制

の合理化をすることが合理的である。



③ 想定できる代替手段との比較考量

代替手段としては、現行制度の維持が考えられるが、本制度改正は一定の便益

が期待される一方、費用面では少なくとも現行より上昇することがない。一方、現行

制度が維持された場合、費用面では変わらないが、制度改正による便益が得られ

ないこととなる。そのため、医療分野における規制の合理化をすることは妥当であ

る。

３ 放射性同位元素等の 科学技術・学 ① 必要性 当該規制を実施するための政省令の改

移動使用対象と使用 術政策局原子 放射性同位元素の規制対象下限値の変更（国際原子力機関（ＩＡＥＡ）等が定め 正を行うこととした。

目的の追加 力安全課放射 た国際標準に準拠するものへの変更）に伴う規制の合理化等を行うために改正し
線規制室 た放射線障害防止法を施行するに当たって、放射性同位元素等の使用の場所の

変更の都度、許可を要さず、届出で足りることとする放射性同位元素等の範囲、使

用目的を拡大する必要がある。

② 規制の便益と費用

便益・費用を総合的に勘案すれば、便益が明らかに優位であり、また、新たに生

じる費用も必要最小限のものであると考えられることから、放射性同位元素等の移

動使用対象と使用目的の追加をすることが合理的である。

③ 想定できる代替手段との比較考量

代替手段としては、現行制度の維持が考えられるが、現行制度を維持する場合

には遵守コストが発生しない一方、今回改正案のとおり移動使用の対象を拡大し

て、同時に安全のための措置を講じる場合には、非破壊検査等の事業の効率化

や安全性の向上という便益が期待できる。それに伴うコストも、現在移動使用に使

われている機器については当分の間は、より簡便な措置を講じれば良いこととされ

ており、実質的に現行制度の維持の場合と、それほど差異がないものと考えられ

る。そのため、移動使用の対象の拡大と安全のための措置を同時に講じることは妥

当である。

４ 特定設計認証制度の 科学技術・学 ① 必要性 当該規制を実施するための政省令の改

対象となる放射性同位 術政策局原子 放射性同位元素の規制対象下限値の変更（国際原子力機関（ＩＡＥＡ）等が定め 正を行うこととした。

元素装備機器の指定 力安全課放射 た国際標準に準拠するものへの変更）に伴う規制の合理化等を行うために改正し

線規制室 た放射線障害防止法を施行するに当たって、特定設計認証を受けることができる

機器として、煙感知器等を指定する必要がある。

② 規制の便益と費用

便益・費用を総合的に勘案すれば、便益が明らかに優位であり、また、新たに生



じる費用も必要最小限のものであると考えられることから、特定設計認証制度の対

象となる放射性同位元素装備機器の指定することが合理的である。

③ 想定できる代替手段との比較考量

特定設計認証制度の代替手段としては、今回放射線障害防止法施行令におい

て放射性同位元素装備機器の指定を行わないことにより、昨年６月に交付された

放射線障害防止法一部改正法によって取り入れられた特定設計認証制度の規定

を実質的に空文化させ、新たに規制対象となる機器についても、現行の規制を全

て適用させ他の放射性同位元素装備機器と同様の法的義務を課す手段があり得

る。（そもそもそうした選択肢は、昨年６月の法律改正の趣旨に反するため選択し得

ない。）その場合、個々の使用者は届出等の行政手続きを行い、使用に際しては

帳簿を作成しなければならない等の利便性が低下するばかりでなく、放射線障害

防止法を遵守するために必要な知見を得る必要が生じるため、大きな負担を要す

ることとなり、社会的混乱を招くおそれがあるという点で問題がある。

特定設計認証制度は、放射線利用の安全性を損なうことなく、同時に個々の使

用者の利便性を損なわないで、従来どおり放射性同位元素装備機器を使用できる

ようにするため導入された制度である。

今回の放射線障害防止法施行令の改正において、当該制度の趣旨を貫徹し

て、放射性同位元素装備機器の指定を行うことで、適切に特定設計認証制度の運

用が行われていくものであり、その便益は非常に大きいものである。

以上から当該制度を適切に履行するため具体的機器の使用をすることが妥当であ

る。

５ 施設検査、定期検査 科学技術・学 ① 必要性 当該規制を実施するための政省令の改

の対象の見直し等 術政策局原子 放射性同位元素の規制対象下限値の変更（国際原子力機関（ＩＡＥＡ）等が定め 正を行うこととした。

力安全課放射 た国際標準に準拠するものへの変更）に伴う規制の合理化等を行うために改正し

線規制室 た放射線障害防止法を施行するに当たって、施設検査、定期検査の対象の見直

し等をする必要がある。

② 規制の便益と費用

便益・費用を総合的に勘案すれば、便益が明らかに優位であり、また、新たに生

じる費用も必要最小限のものであると考えられることから、施設検査、定期検査の

対象の見直し等をすることが合理的である。

③ 想定できる代替手段との比較考量

代替手段としては、現行制度の維持があるが、この場合、国際的な最新の科学



的知見に基づいて、機器等の危険性に相応した検査対象の設定がなされていな

いこととなり、数量の小さな機器のみを多数使用している者が検査対象となるなど

個々の事業者によっては不当に厳しい規制が課され無駄なコストを強いることとな

るおそれがある。

一方、検査対象を見直した場合、新たに検査対象となる事業者はコストが発生

するが、このコストは使用している放射性同位元素の潜在的危険性に応じた安全

性の確保のための必要的コストであると考えられる。

以上から、検査の対象を見直さないで、現行制度のままとすることにより、得られ

る便益は無く、現状の規制の合理性の確保の観点から見直しを行うことが必要であ

る。

また、検査対象を見直すことで、比較的危険性の高い事業所が検査の対象とな

ることから、放射線利用の安全性が向上し、事故等による周辺住民への影響等の

潜在的コストとしての社会的コストが低減することからも、検査対象の見直しをする

ことは妥当である。

６ 定期確認の期間 科学技術・学 ① 必要性 当該規制を実施するための政省令の改

術政策局原子 放射性同位元素の規制対象下限値の変更（国際原子力機関（ＩＡＥＡ）等が定めた 正を行うこととした。

力安全課放射 国際標準に準拠するものへの変更）に伴う規制の合理化等を行うために改正した

線規制室 放射線障害防止法を施行するに当たって、定期確認の期間を定める必要がある。

② 規制の便益と費用

便益・費用を総合的に勘案すれば、便益が明らかに優位であり、また、新たに生じ

る費用も必要最小限のものであると考えられることから、定期確認の期間を定めるこ

とが合理的である。

③ 想定できる代替手段との比較考量

代替手段としては、より長期に期間を設定することが考えられるが、昨今の放射線

利用に係る事故の事例では、施設自体の健全性（ハード面）に起因したものよりも、

ずさんな管理など取扱い（ソフト面）の安全性に起因したものが増加しており、この

ことからより頻繁に個々の事業者の取扱いについて、その遵守状況を確認すること

が必要と考えられる。他方、個々の事業者に対して定期検査（ハード面）が実施さ

れている現状から、これと同時に定期検査が行えるよう期間を設定することにより、

定期確認のためのコストがおさえられ、より少ないコストで効果的に安全性の確保

が図られると考えられるため、定期検査と同じ期間とすることが妥当である。



７ 定期講習の対象及び 科学技術・学 ① 必要性 当該規制を実施するための政省令の改

期間 術政策局原子 放射性同位元素の規制対象下限値の変更（国際原子力機関（ＩＡＥＡ）等が定め 正を行うこととした。

力安全課放射 た国際標準に準拠するものへの変更）に伴う規制の合理化等を行うために改正し

線規制室 た放射線障害防止法を施行するに当たって、定定期講習の対象及び期間を定め

る必要がある。

② 規制の便益と費用

便益・費用を総合的に勘案すれば、便益が明らかに優位であり、また、新たに生

じる費用も必要最小限のものであると考えられることから、定期講習の対象及び期

間を定めることが合理的である。

③ 想定できる代替手段との比較考量

代替手段としては、現状のように放射線取扱主任者の資質の維持・向上につい

ては、各放射線取扱主任者の自発的な研鑽に委ねることで、特段制度化しないと

いう方法が考えられるが、放射線取扱主任者は放射性同位元素等の取扱いの管

理・監督を行う指導的な立場の者であり、この者の資質は、放射線利用の安全性の

向上・低下に多大な影響を及ぼすため、これは個人の自発的な研鑽のみに委ねる

性格のものではなく、制度として位置づけることにより、放射線利用の安全性を確

保し、社会リスクの軽減を図るべきものであると考えられる。

受講期間について異なる設定とする代替案については次のとおり考える。より長

期に設定した場合、期間が空きすぎることにより、事業者及び放射線取扱主任者

の意識の向上についての効果が小さいと考えれれる。また、より短期に設定した場

合、事故や法令の適用に関して多数の事業者に参考となる新たな事例の蓄積が

少なく、結果として同内容の講義を続けて受講することになりかねない。これらに鑑

み、今回の改正内容の期間とした。

定期講習制度の新設により事業者は放射線取扱主任者を講習に参加させるた

めの新たなコストが発生するが、講習の対象となる放射線取扱主任者は実際に放

射性同位元素を取扱う事業者にのみ限定しており、かつその期間は、必要最低限

となるよう設定されていることから、社会全体の放射線利用の安全性の向上という便

益と比較して、これらは安全確保のための必要的コストであると考えられることから、

当該制度を導入することは妥当である。



学校教育法施行規則の一部を改正する省令

８ 高等学校における学 初等中等教育 ① 必要性 当該規制を実施するための省令の改

校外の学修等の認定 局初等中等教 高等学校等の生徒が行う他の高等学校や大学等における学校外の学修につい 正を行うこととした。

可能単位数拡大 育企画課 て単位認定ができる単位数の上限を緩和することにより、生徒の選択の幅を拡大

し、多様化する生徒の興味・関心、能力・適正、進路等にきめ細かく対応できる学

校づくりの推進に資するものである。

本件に関しては、現在、構造改革特別区域における特定事業（804「高等学校等

における学校外学修の認定可能単位数拡大事業」）において、上限を20単位から3

6単位に拡大しているが、「特区において講じられた規制の特例措置の評価及び政

府の対応方針（平成16年９月10日）」において、本特定事業について平成16年度

中に全国化を措置することとされている。

② 規制の便益と費用

今回の規制の緩和は、高等学校における学校外の学修等の単位認定数を拡大

することにより、高等学校長の裁量の幅の拡大を図るものであり、便益・費用を総合

的に勘案した結果、高等学校における学校外の学修等の単位認定数を拡大する

ことは適当であると考えられる。

③ 想定できる代替手段との比較考量

代替手段としては、現行制度の維持（高等学校における学校外学修等における

単位認定数の維持）があるが、生徒の多様化等に対応した、よりきめ細かな教育を

行うためには、多様な学修の成果を評価できる仕組みの拡大を図ることが有効であ

る。

９ 高等学校卒業程度認 初等中等教育 ① 必要性 当該規制を実施するための省令の改

定試験合格科目の単 局初等中等教 生徒の能力・適正・興味・関心等の多様化の実態を踏まえ、生徒に目標を与え 正を行うこととした。

位認定の対象の拡大 育企画課 て意欲を喚起することや学校生活にうまく適応できない生徒への対応が課題となっ

ている。現在、定時制・通信制においては、勤労青年の負担軽減を図る観点から

大学入学資格検定の受検及び合格科目の単位認定が認められているが、全日制

においても高等学校卒業程度認定試験の合格科目の単位認定を可能とすること

により、これらの課題解決に資するものである。

なお、本件については、中央教育審議会答申において、全日制高等学校にお

いても高等学校卒業程度認定試験の活用及び合格科目の単位認定を可能とすべ

き旨の提言がされている。



② 規制の便益と費用

今回の規制の緩和は、高等学校卒業程度認定試験の合格科目を単位認定でき

る対象を拡大することにより、高等学校長の権限の拡大、弾力化を図るものであり、

便益・費用を総合的に勘案した結果、適当であると考えられる。

③ 想定できる代替手段との比較考量

代替手段としては、現行制度の維持があるが、生徒の多様化等に対応した、より

きめ細かな教育を行うためには、多様な学修の成果を評価できる仕組みの拡大を

図ることが有効である。


	政策評価の結果の政策への反映状況－平成１７年度－
	目次
	１ ． 基本的考え方
	２ ． 取りまとめ方針
	３ ． 政策評価の結果の政策への反映状況
	( 1 ) 実績評価
	施策目標１－１ 生涯を通じた学習機会の拡大
	施策目標１－２ 地域教育力の活性化
	施策目標１－３ 家庭教育の支援
	施策目標１－４ 奉仕活動・体験活動の推進による青少年の豊かな心の育成
	施策目標２－１ 確かな学力の育成
	施策目標２－２ 豊かな心の育成と児童生徒の問題行動等への適切な対応
	施策目標２－３ 信頼される学校づくり
	施策目標２－４ 快適で豊かな文教施設・設備の整備
	施策目標３－１ 大学などにおける教育研究機能の充実
	施策目標３－２ 大学などにおける教育研究基盤の整備
	施策目標３－３ 意欲ある学生への支援体制の整備
	施策目標３－４ 特色ある教育研究を展開する私立学校の振興
	施策目標４－１ 基礎研究の推進
	施策目標４－２ ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進
	施策目標４－３ 情報通信分野の研究開発の重点的推進
	施策目標４－４ 環境分野の研究開発の重点的推進
	施策目標４－５ ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的推進
	施策目標４－６ 原子力分野の研究・開発・利用の推進
	施策目標４－７ 宇宙分野の研究・開発・利用の推進
	施策目標４－８ 海洋分野の研究開発の推進
	施策目標４－９ 社会基盤等の重要分野の推進や急速に発展しうる領域への対応
	施策目標５－１ 競争的かつ流動的な研究開発システムの構築
	施策目標５－２ 評価システムの改革
	施策目標５－３ 創造的な研究機関・拠点の整備
	施策目標５－４ 優れた研究者・技術者の養成・確保
	施策目標５－５ 研究開発基盤の整備
	施策目標５－６ 科学技術活動の国際化の推進
	施策目標６－１ 産業を通じた研究開発成果の社会還元の推進
	施策目標６－２ 地域における科学技術振興のための環境整備
	施策目標６－３ 国民の科学技術に対する理解の増進及び信頼の獲得
	施策目標７－１ 生涯スポーツ社会の実現
	施策目標７－２ 我が国の国際競技力の向上
	施策目標７－３ 学校体育・スポーツの充実
	施策目標７－４ 学校における健康教育の充実
	施策目標７－５ 青少年教育の充実と青少年健全育成の推進
	施策目標８－１ 芸術文化活動の振興
	施策目標８－２ 文化財の次世代への継承・発展
	施策目標８－３ 文化振興のための基盤整備
	施策目標８－４ 国際文化交流の推進による芸術文化水準の向上、文化を通じた国際貢献、諸外国との相互理解の増進
	施策目標９－１ 日本人の心の見える国際教育協力の推進
	施策目標９－２ 諸外国との人材交流の推進
	施策目標９－３ 大学等による国際協力活動及び国際協力に携わる人材の育成・確保

	( 2 ) 事業評価
	① 新規・拡充事業
	政策目標１ 生涯学習社会の実現
	政策目標３ 個性が輝く高等教育の推進と私学の振興
	政策目標４ 科学技術の戦略的重点化
	政策目標５ 優れた成果を創出する研究開発環境を構築するシステム改革
	政策目標６ 科学技術と社会の新しい関係の構築を目指したシステム改革
	政策目標７ スポーツの振興と健康教育・青少年教育の充実
	政策目標８ 文化による心豊かな社会の実現
	政策目標９ 豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

	② 達成年度到来事業
	成果重視事業（仮称）関連
	行政改革大綱（平成１２年１２月１日閣議決定）に基づく公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画（平成１４年３月２９日閣議決定）関連


	( 3 ) 規制に関する評価
	著作権等管理事業法施行規則の一部を改正する省令
	放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行令の一部を改正する政令及び法律施行規則の一部を改正する省令
	学校教育法施行規則の一部を改正する省令






